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序章 はじめに
第１節 本論文の目的と意義
本論文は、わが国の地方公営企業の生産性とサービス品質に関して、
規制の経済学の観点を中心に考察した研究である。地方公営企業は、地
方公営企業法や地方財政法により規定される、地方公共団体が直接運営
する企業である。この地方公営企業は、わが国の上下水道や病院、交通
といった社会的インフラのサービス供給に重要な役割を果たしてきた。
たとえば、わが国の水道事業は、わが国の水道供給の９９％以上を占め
ている。こうした地方公営企業を取り巻く経営環境については、人口減
少に伴う需要の減少、安全規制の強化など、さまざまな状況の変化が生
じており、供給するサービス品質の向上と経営効率化を目的とする、構
造的な事業の在り方の見直しが求められている。
こうした地方公営企業の課題に対して、改善の方向性については多く
の議論が存在する。たとえば、地方公営企業に対して、行政学における
ニューパブリックマネジメントや、社会工学分野におけるアセットマネ
ジメントなどが挙げられる。これに対して、応用ミクロ経済学の一分野
であり、理論的および実証的研究の蓄積が進んでいる規制の経済学のア
プローチから地方公営企業を捉えることが有効と考える。しかし、地方
公営企業のうち、水道事業などの特定の事業を対象とした研究は存在す
る 1ものの、地方公営企業を包括的に取り上げ、体系的な枠組みを示し
た研究は存在しない。
そこで、本論文では、この地方公営企業を対象として、規制の経済学
の視点から、現状の分析を行い、生産性の向上とサービス品質の改善の
1 たとえば、水道事業を対象とした浦上（ 2001）、中山（ 2003）などが挙
げられる。
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方向性を示すことを目的とする。すなわち、わが国の公共サービス供給
の生産性を引き上げ、住民にとってより高品質なサービスを享受するこ
とにつながる政策的なインプリケーションを導くことを目指す。また、
こうした研究は、規制の経済学のアプローチを実際のわが国の公共政策
に結びつける可能性があり、経済学の応用分野を拡張するという意味か
らも意義があると考える。
第２節 本論文の構成
本論文の以下の構成は次のとおりである。
第１章では、地方公営企業制度の概要を説明し、その特性と主要課題
について整理したうえで、本論文の対象範囲を述べる。特に、地方公営
企業制度の具体的な検討課題として、地域格差の現状把握、生産性とサ
ービス品質の評価、民営化や委託化など効率化に向けた制度設計、事業
規模の適正化などを中心に取り上げる。
第２章では、規制の経済学の枠組みを用いて、地方公営企業の生産性
とサービス品質に関する分析アプローチを検討する。まず、情報レント、
密度の経済性、インセンティブ規制など、規制の経済学における重要概
念について、地方公営企業の事業に関する具体例を取り上げながら概説
する。次に、第１章で論じた課題の検討を進めるに当たって、具体的に
どういったアプローチが有効かについて論じる。
第３章では、多変量解析の手法の一つである主成分分析を用いて、地
方公営企業の主要事業の一つである水道事業を対象として、現状をマク
ロ的に定量評価する。地方公営企業の経営状況やサービス品質を定量
的・多角的に分析することで、地域格差の状況を明らかにする。なお、
本章は、『公益事業研究』第６４巻第１号に査読付研究論文として掲載
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された「水道事業の地域特性に関する考察」を加筆修正したものである。
第４章では、水道事業の生産性とサービス品質の特性について、さら
に詳しく分析を進めたうえで、生産性に関する評価手法の一つであるＤ
ＥＡを用いた定量的評価を行う。そのうえで、生産性とサービス品質の
関係についての考察を加える。なお、本章は、早稲田大学大学院『商学
研究科紀要』第７１号に査読付論文として掲載された「わが国における
水道事業の効率性に関する考察」を加筆修正したものである。
第５章では、生産性評価において重要である規模の経済性やネットワ
ーク密度の経済性について考察する。この概念と密接に関連し、実務上
の課題として、とりわけ水道事業において注目されている広域化施策を
取り上げる。具体的には、水道事業の広域化に関して、平成の大合併の
データを用いた実証分析を行う。
第６章では、バス事業のインセンティブ規制とサービス品質について
検討する。具体的には、地方公営企業形態のバス事業に適用されている、
インセンティブ規制の一種であるヤードスティック規制についての考
察を行う。また、パネルデータを用いて、確率的フロンティアモデルに
より費用関数を推定したうえで、事業体別の費用効率性を測定する。こ
の結果に基づき、バス事業におけるインセンティブ規制の在り方につい
て考察を行う。
第７章では、生産性の向上手法として、入札制度に注目する。地方公
営企業の生産性とサービス品質の向上に向けた取り組みの方向性とし
て、メカニズムデザインによるアプローチを行う。具体的には、わが国
の地方公営企業と異なる制度を採用しているロンドンの域内バスで行
われている組み合わせ入札制度を中心に取り上げる。本章は、『公益事
業研究』第６６巻第２号に査読付研究論文として掲載された「ロンドン
における路線バスの組み合わせ入札に関する考察」を加筆・修正したも
のである。
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第８章は、前章までの内容を要約するとともに、今後の研究課題につ
いて述べる。
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第１章 地方公営企業の現状と課題
第１節 地方公営企業の概要
１．１ 地方公営企業の法的位置づけ
地方公営企業については、その定義を直接規定した法令は存在しない
が、地方公営企業法、地方財政法及び同施行令、並びに地方公営企業労
働関係法には、具体的な例示や経営原則の規定がある。そこで、まず関
係法令から、その範囲を確認する。
地方公営企業法第２条第１項では、①水道事業 2（簡易水道事業を除
く）、②工業用水道事業、③軌道事業 3、④自動車運送事業、⑤鉄道事業、
⑥電気事業、⑦ガス事業の７事業が挙げられている。また、同法第２条
第１項では、財務規定等を一部適用される事業として、病院事業が規定
されている。このほか、地方公共団体による有料道路事業や駐車場整備
事業の中には、地方公営企業法が適用されている事業もある。
また、具体的な公営企業の範囲として、地方財政法施行令第 12 条に
おいて、①水道事業、②工業用水道事業、③交通事業、④電気事業、⑤
ガス事業、⑥簡易水道事業、⑦港湾整備事業（埋立事業、荷役機械、上
屋、貯木場、タグボート事業に限る）、⑧病院事業、⑨市場事業、⑩と
畜事業、⑪観光施設事業、⑫宅地造成事業、⑬公共下水道事業の 13 事
業を限定列挙している。
さらに、地方公営企業等の労働関係に関する法律（地方公営企業労働
関係法）第３条では、「イ 鉄道事業、ロ 軌道事業、ハ 自動車運送
2 「水道事業」は上水道事業だけでなく、下水道事業を含めた概念を意
味することが多いが、本論文では特に断りのない限り、水道事業は上水
道事業のみを指す。
3 具体的には、軌道法に規定される路面電車などを意味する。
- 9 -
事業、ニ 電気事業、ホ ガス事業、ヘ 水道事業、ト 工業用水道事
業 チ イからトまでの事業のほか、地方公営企業法 （昭和二十七年
法律第二百九十二号）第二条第三項 の規定に基づく条例又は規約の定
めるところにより同法第四章 の規定が適用される企業」と規定されて
いる。
このほか、地方公共団体支援機構法にも地方公営企業の例示がある。
以上の規定をまとめると、表１．１のとおりである。
なお、介護サービス事業については、2000 年に介護保険制度が導入さ
れたことに伴い、介護報酬が収入の中心となった。このため、一部の事
業者では、地方公営企業法が適用されることとなった。
- 10 -
表１.１ 地方公営企業の法的分類
出所：満田・松崎・室田（2002）をもとに作成。
法令
地方財政法第5条
に規定する「公営
企業」
地方公営企業法第
2条第1項の「地方
公営企業」
地方公営企業労働
関係法第3条第1項
の「地方公営企業」
地方公共団体金融
機構法第28条（及
び施行令第1条）の
「公営企業」
水道 ○
○（簡易水道事業
を除く）
○ ○
工業用水道 ○ ○ ○
軌道 ○ ○
自動車運送 ○ ○
鉄道 ○ ○
電気 ○ ○ ○
ガス ○ ○ ○ ○
病院
○
（財務規定適用）
○
船舶運航、索道等 ○
港湾整備
○（埋立事業並び
に荷役機械、上
屋、倉庫、貯木場
及び船舶の離着岸
を補助するための
船舶を使用させる
事業に限る。）
市場 ○
と畜場 ○
観光施設 ○
下水道 ○
介護サービス ○
駐車場 ○
公営住宅
○（地方公共団体
が自ら居住するた
め住宅を必要とす
る者に対し賃貸し、
又は譲渡するため
の住宅を建設する
事業及びこれに附
帯する事業）
産業廃棄物処理 ○
その他（上記事業
を含む）
○ ○ ○
○（交通） ○（交通）
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１．２ 事業者数
2013 年度末における普通地方公共団体の数は 1,766 団体である 4。ま
た、地方公営企業を経営している地方公共団体数は 1,786 5であり、その
内訳は都道府県が 47、政令指定都市が 20、市区町村が 1,719 となって
いる。これらの地方公共団体が経営している 2013 年度末における地方
公営企業の事業数は 8,703 事業、そのうち地方公営企業法の財務規定が
適用されている企業が 3,033 事業、非適用企業が 5,670 事業である。事
業数の推移をみると、1990 年代まで増加傾向にあったが、2000 年代に
入り減少傾向となっている。
事業別にみると、2013 年決算において、下水道事業が 3,629 事業で最
も多く全体の 41.8％を占めている。次いで簡易水道事業を含む水道事業
が 2,111 事業、病院事業が 642 事業となっている。
事業別の推移を比較してみると、水道事業は、1990 年代まで普及率の
上昇に合わせて増加傾向にあったが、2000 年代以降、平成の大合併に伴
う市町村合併などにより減少傾向に入った。また、簡易水道事業から水
道事業への転換が全期間を通じて行われている。工業用水道事業は、全
期間を通じて唯一増加傾向を示しているが、これは事業を運営している
地方自治体が少なく、市町村合併の影響を受けないことによるものと考
えられる。交通事業は表に示した期間を通じて減少傾向にあるが、これ
は、路面電車の廃止やバス事業の民間事業者へ譲渡が進んだことが要因
として推察される。ガス事業も同様に、民間事業者への譲渡などにより、
期間を通じて減少傾向にある。病院事業は、水道事業と同様、1990 年代
まで増加傾向にあったが、2000 年代以降、平成の大合併に伴う市町村合
併などにより減少傾向に入っている。
4 本節の以下の記述の多くは、総務省（2015）に依拠している。
5 企業団・一部事務組合のみに加入している４団体及び特別区を含む。
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表１．２ 事業別事業者数の推移
出所：地方公営企業年鑑各年度版に基づき作成
１．３ 職員数
次に、地方公営企業の規模を示す指標の一つである職員数を確認する。
まず、地方財政における地方公営企業の規模については、図１．１に示
した通りである。この総務省（2015ｂ）にある平成２６年地方公共団体
定員管理調査によれば、地方公共団体における公営企業等会計部門の職
1970 1980 1990 2000 2005 2010 2013
2013年度
構成比（％）
水道 3,328 3,601 3,654 3,661 2,334 2,152 2,111 24.3
上水道 1,524 1,856 1,967 1,991 1,425 1,358 1,352 15.5
簡易水道 1,804 1,745 1,687 1,670 909 794 759 8.7
工業用水道 77 89 125 147 149 152 154 1.8
交通 141 139 129 125 106 98 91 1.0
電気 37 35 34 115 120 63 79 0.9
ガス 72 73 72 68 36 30 28 0.3
病院 716 716 736 757 672 654 642 7.4
下水道 280 772 2,054 4,669 3,699 3,637 3,639 41.8
港湾整備 199 188 126 123 106 101 97 1.1
市場 109 176 194 196 180 174 166 1.9
と畜場 428 287 200 111 79 73 63 0.7
観光施設 574 738 819 633 440 366 326 3.7
宅地造成 441 452 639 718 531 475 449 5.2
有料道路 - 33 19 8 4 3 2 0.0
駐車場 - 161 188 256 240 231 231 2.7
介護サービス - - - 949 651 597 582 6.7
その他 62 48 41 38 32 37 43 0.5
6,464 7,508 9,030 12,574 9,379 8,843 8,703 100.0合計
年度
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員数は、全体の 13.1％を占める 359,292 人である 6。この数値は、福祉
関係を除く一般行政の 543,623 人、福祉関係の 3,649,747 人、教育部門
の 1,032,178 人に及ばないものの、警察部門 284,443 人及び消防部門
159,171 人を上回る人数である。
図１．１ 地方公務員の部門別職員数
出所：平成２６年地方公共団体定員管理調査（2014 年 4 月 1 日現在）を
一部修正。
続いて、表１．３では、地方公営企業の職員数の推移を示している。
2013 年度末における地方公営企業に従事する職員数は、34 万 5,832 人
であり、地方公営企業全体としては長期的な減少傾向が続いている。事
業別にみると、病院事業が 22 万 1,774 人で最も多く、次に水道事業の
４万 7,108 人（うち上水道事業４万 5,376 人、簡易水道事業 1,732 人）、
6 公営企業職員以外の職員が含まれること、および集計時期が異なること
から、表１．３の職員数合計とは一致していない。
一般行政（福祉関係
除く）
543,623
19.8%
一般行政（福祉関
係）
364947
13.3%
教育部門
1032178
37.6%
警察部門
284443
10.4%
消防部門
159171
5.8%
公営企業等会計部
門
359292
13.1%
- 14 -
下水道事業の２万 8,866 人、交通事業の２万 6,741 人となっており、こ
れら４事業で全体の 93.8％を占めている。また、行政改革の推進による
定員管理の適正化や業務委託の推進、業務の見直し等により、水道事業、
下水道事業、交通事業、介護サービス事業等の事業において職員数の減
少傾向が続いている。
表１．３ 地方公営企業における事業別職員数
出所：地方公営企業年鑑各年度版をもとに作成。
1970 1980 1990 2000 2010 2013
2013
構成比（％）
水道 65,007 76,084 70,902 66,538 50,023 47,108 13.6
上水道 62,084 72,763 67,961 63,541 48,142 45,376 13.1
簡易水道 2,923 3,321 3,018 2,997 1,881 1,732 0.5
工業用水道 2,951 3,360 2,997 2,567 1,775 1,693 0.5
交通 62,542 54,029 47,632 39,945 27,978 26,741 7.7
電気 2,756 2,705 2,681 2,617 1,811 1,793 0.5
ガス 1,748 2,013 2,032 2,224 1,133 1,048 0.3
病院 107,982 161,003 198,349 233,273 218,654 221,774 64.1
下水道 15,923 31,805 37,777 42,601 31,044 28,860 8.3
港湾整備 3,410 2,107 1,183 917 598 556 0.2
市場 2,190 2,974 2,927 2,541 1,815 1,650 0.5
と畜場 1,556 1,533 941 638 462 438 0.1
観光施設 5,950 5,607 4,491 3,528 1,168 985 0.3
宅地造成 4,703 4,889 4,942 4,122 2,104 1,680 0.5
有料道路 - 349 125 15 3 3 0.0
駐車場 - 297 109 124 61 76 0.0
介護サービス - - - 15,934 12,028 11,168 3.2
その他 2,427 1,714 1,185 472 368 259 0.1
279,145 350,469 378,273 418,056 351,025 345,832 100.0
年度
合計
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１．４ 財政規模と経営状況
また、財政規模で比較すると、2013 年度における地方公共団体の普通
会計が 97 兆 4,120 億円であるのに対し、地方公営企業会計は 16 兆 8,717
億円である。両会計制度に違いがあることから、比較は難しいが、普通
会計の約 17， 3％に相当する経済規模があるということができる。以上
のことから、地方公営企業の動向は、地方財政において一定の影響力を
有していることがわかる。
続いて、地方公営企業の事業別の経営状況を見てみる 7。経営状況を
示す代表的な指標である経常収支比率の長期的な推移を図１．２に示し
ている 8。
まず、地方公営企業全体の期間を通じての状況をみると、経常収支比
率が概ね 90％から 110％の水準で推移していることが分かる。これは、
財務規定が適用されている地方公営企業は、後に詳しく述べるが、収支
が釣り合うように経営される独立採算制を採用していることから、比率
が 100％前後になっているものと考えられる。
経常収支比率を詳細にみると、第二次オイルショックの影響等により
特に 1979， 1980 年度に悪化した。その後、経営の合理化、料金改定等
が行われ、また、経済情勢が安定的に推移したこともあり、1981 年度以
降、良好に推移してきた。しかし、いわゆるバブル経済崩壊後の景気停
滞を背景に、1991 年度以降は 100％を下回る状況が続いた。これは、収
入減少だけでなく、地域の景気対策を名目に、地方公営企業の建設投資
額の増加があったことが考えられる。その後、景気が回復し、新規の建
7 1980 年代までの地方公営企業の財務状況を分析した先行研究として大
坂（ 1990）がある。
8 この総務省によるデータは、地方公営企業法の財務規定を適用している
企業を対象としている。地方公営企業法の財務規定を適用していない事
業者については、会計制度上、経常収支比率が算定できないため除外さ
れている。
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設投資が一段落したことから、投資後に負担が発生する減価償却費およ
び支払利息が相対的に減少したため、事業全体の収支が改善したと考え
られる。その結果、 2003 年度から 10 年連続で 100％を上回る状況が現
在まで継続している。
次に、事業別の推移で特徴的な事柄を数点あげる。まず、工業用水道
事業、電気事業及びその他事業は、期間全体を通じて概ね経常収支比率
が 100％を上回っている。これは、これらの事業が、地域住民への必需
的なサービスの供給というより、地域の民間企業に対するインフラの補
完機能の性格を有しており、地域産業の発展に不可欠なことから、採算
性が重要視されることになったものと考えられる。
また、下水道事業も概ね経常収支比率が 100％を上回っているが、こ
れは、経常収支が厳しい事業者には地方公営企業法の財務規定が適用さ
れていない事業者が多いためと考えられる。
次に、水道事業およびガス事業であるが、期間全体を通じて 100％前
後で推移している。他の地方公営企業形態の事業と比較して相対的に自
然独占性が高いため、料金引き上げが比較的容易であったことなどが考
えられる。
最後に、交通事業および病院事業は、近年 100％を上回っているもの
の、それ以前は 100％を下回る状況が続いていた。これは、自然独占性
が比較的薄く、民間事業者との競合が存在することによるものと考えら
える。
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図１．２ 事業別収支状況
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出所：地方公営企業年鑑各年度版をもとに作成。
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１．５ 地方公営企業の経済的位置づけ
次に、わが国における地方公営企業のマクロ次元からの位置づけにつ
いて確認しておく。表１.４は、地方公営企業が各産業において占める
割合を示したものである。水道事業は、地方公営企業がわが国の水道事
業全体の 99％以上を占めている。下水道事業は、地方公共団体がほとん
どを運営しているが、そのうち９割以上を地方公営企業の形態をとって
いる。交通事業のうち、鉄道については、地下鉄事業が東京地下鉄株式
会社（東京メトロ）を除きすべて地方公営企業である。また、バス事業
は、減少傾向にはあるが、都市部を中心に２割を占めている。これらの
事業は、わが国において、地方公営企業が重要な役割を担っていると考
えられる。他方、電気事業やガス事業は民間企業が多くを占めている。
表１．４ 事業全体に占める地方公営企業の割合（2010 年度末時点）
事業 対象指標 左記に占める割合
水道事業 1 億 2,563 万人 99.40%
工業用水道事業 45 億 91 百万 m 3 99.90%
交通事業（鉄道） 227 億 24 百万人 13.20%
交通事業（バス） 44 億 76 百万人 21.40%
電気事業 9,182 億 36 百万 kWh 0.90%
ガス事業 1 兆 4,769 億 MJ 2.60%
病院事業 1,593 千床 12.90%
下水道事業 1 億 890 万人 91.30%
（出典）総務省 http : / /www.soumu.go. jp /main_sosiki /c -zaisei /kouei .html
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１．６ 一般行政との違い
続いて、地方財政における地方公営企業の制度面の特性を明らかにす
るため、一般行政との制度面での主な相違点を述べる。
まず、第一点として、一般行政と地方公営企業の間は経営代表者とい
う点で違いがある。地方公営企業は、企業としての合理的または能率的
な経営を確保するため、経営責任者の自主性を重んじ、責任体制を明確
にする必要がある。このことから、地方公営企業にあっては、その運営
する地方公共団体の首長が代表権をもたない。すなわち、原則として、
地方公営企業の経営組織を一般行政組織から切り離し、その経営のため
に独自の権限を有する公営企業管理者を設置することになっている。た
だし、比較的規模の小さい地方公営企業においては、複数の公営企業を
一人の公営企業管理者が兼任する場合や公営企業管理者を置かずに首
長が管理者を兼任する場合もある。
第二点として、人事制度に違いがある。人事委員会を置く地方公共団
体には、地方公務員法により職階制の採用が義務づけられている。これ
に対し、地方公営企業の職員については、その採用は任意とされている。
給与については、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応じた職務給
であることに加え、職員の発揮した能率を考慮する能率給であることを
要する。また、公務員の身分取扱いについては、一般に人事委員会の同
意が必要とされるが、公営企業職員は、任用に関する部分等を除き、人
事委員会の関与がない。さらに、公営企業職員は、一般会計の職員と同
様、争議権は認められていないものの、一般会計の職員と異なり、団結
権および団体交渉権が認められている。このため、給与、勤務時間その
他の勤務条件については公営企業の管理運営に属する事項を除き、団体
交渉の対象とし、労働協約を締結できる。ただし、多くの地方公営企業
では、一般会計職員の給与、勤務時間などの勤務条件を参考にしている
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ため、一般会計の地方公務員と同水準の勤務条件となっていることが多
い。
第三点として、会計上の独立性が挙げられる。地方公営企業の経営成
績および財務状況を示す公営企業会計は、一般行政の財務状況を示す一
般会計から独立している。地方公営企業法第 17 条では、事業ごとに特
別会計が設置されるべきことを規定している。ただし、同法 17 条の 2
において、「その性質上公営企業の経営に伴う収入をもって充てること
が適当でない経費及びその公営企業の性質上能率的な経営を行っても
なおその経営に伴う収入のみをもって充てることが困難である経費」に
ついては、地方団体の一般会計又は他の特別会計において負担すること
が規定されている。たとえば、水道事業の消火栓設置にかかる経費は消
防会計によって負担されることになる 9。
第四点として、地方公営企業は企業会計方式を採用していることであ
る。一般会計が官公庁会計方式すなわち現金主義会計、単式簿記を採っ
ているのに対し、公営企業会計では発生主義会計、複式簿記を採用して
いる。このため、地方公営企業は、民間企業と同様、損益計算書、貸借
対照表等の作成を義務付けられている。とはいえ表１．５に示したとお
り、公営企業会計は、株式資本金がない、予算制度があるなど、民間企
業が採用している企業会計とは異なる側面を有している 1 0。
ただし、地方公営企業の中でも公営企業会計制度を適用せず、官庁会
計制度を適用している事業もある。図１．３では、事業別の会計制度の
適用範囲を示している。
9 この点については、次節でも詳しく論じる。
10 地方公営企業制度研究会（2014）による。
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表１．５ 地方公共団体における普通会計と公営企業会計の違い
項目
官庁会計
（地方公共団体の
普通会計）
地方公営
企業会計
企業会計
（株式会社）
対象団体の
目的
住民の福祉
の増進
住民の福祉
の増進
利益の追求
作成主体 首長 公営企業管理者 取締役
報告主体
住民（提出先は議
会）
住民（提出先は首
長を通じて議会）
株主（提出先は株
主総会）
承認および
説明責任
・議会の承認
・予算と決算の承認
・適正な予算執行に
関する説明責任
・議会の承認
・予算と決算の承認
・適正な予算執行に
関する説明責任
・株主総会の承認
・決算の承認
・利益獲得の結果に
対する説明責任
記帳方式 単式簿記 複式簿記 複式簿記
認識基準 現金主義 発生主義 発生主義
決算書類
・歳入歳出決算書
・歳 入歳出決算事
項別明細書
・実 質 収 支 に関 す
る調書
・財産に関する調書
・決算報告書
・貸借対照表
・損益計算書
・剰 余金計算書又
は欠損金計算書
・キャッシュフロー計
算書 等
・貸借対照表
・損益計算書
・株主等変動計算書
・キャッシュ・フロー
計算書
出所：東京都・大阪府（ 2010）および地方公営企業制度研究会編（ 2014）
をもとに作成
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図１．３ 地方公営企業の適用範囲
出所：地方公営企業会計制度等研究会（2010）
１．７ 国との関係性
最後に、わが国における地方公営企業の制度上の位置づけを述べる。
地方公営企業の多くの産業は公益事業と呼ばれる分野に該当する。公
益事業の定義は多様であるが、公益事業学会規約第６条によれば、「わ
れわれの生活に日常不可欠な用役を提供する一連の事業のことであっ
て、それには電気、ガス、水道、鉄道、軌道、自動車道、バス、定期船、
定期航空、郵便、電信電話、放送等の諸事業が包括される。」と規定さ
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れている。これらの事業の特性は、次節で詳しく論じるが、歴史的に自
然独占性を有していること、ネットワーク産業であること、規制による
制約が強いことなどが挙げられる。
地方公営企業は、地方自治体の組織内にある事業体であり、前述した
とおり水道、下水道、交通 1 1（自動車、地下鉄、路面電車等）、病院事業
等が含まれている。このため、多くの地方公営企業は、一般公益事業の
特性を有するものといってよい。
こうした公益事業の多くには、消費者保護と事業の健全育成を目的と
して、経済的規制が盛り込まれた事業法が存在している。たとえば、水
道事業については水道法、電気事業は電気事業法がある。地方公営企業
についても、公益企業と同様、それぞれの事業法が適用される。このた
め、地方公営企業のうち、公益事業に属する事業は、地方自治法や地方
財政法などの行政法が適用されると同時に、事業法にも拘束される。
11 地方公営企業が運営している自動車運送事業とは、乗合バス及び貸切バ
スであり、一般乗合旅客自動車運送事業、いわゆるタクシー事業及び貨
物運送事業は経営していない。
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表１．６ 各事業における規制の種類
事 業 事業法 監督官庁 参入規制
料金（運
賃）規制
水道事業 水道法 厚生労働省 認可 届出
工 業 用 水 道
事業
工 業 用 水 道 事
業法
経済産業省 届出 届出
軌道事業 軌道法 国土交通省 特許
認可・届
出
自 動 車 運 送
事業
道路運送法 国土交通省 許可
認 可 ・届
出
鉄道事業 鉄道事業法 ※ 国土交通省 許可
認 可 ・届
出
電気事業 電気事業法 経済産業省 許可 認可
ガス事業 ガス事業法 経済産業省 許可 認可
注 ：大阪市の地下鉄事業は軌道法を適用している。規制の種類は条件により
区分が異なることがある。例えばバス運賃規制は認可に区分しているが、軽微
な変更の場合は届出だけの事項もある。
出所 ：筆者作成。
第２節 地方公営企業の特性
本節では、地方公営企業の各事業に共通する主要な特性として、自然
独占性、ネットワーク産業、資本集約性、非営利性、独立採算性を取り
上げる。
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２．１ 自然独占性
地方公営企業が担う多くの事業は自然独占性を有している。経済学上
の自然独占性とは、資源の希少性や規模の経済性・範囲の経済性（それ
らを包摂する概念としての費用の劣加法性）が存在するため、単一の
財・サービスを供給する、ないし複数のそれらを結合して供給する企業
が１社、ないしごく少数の企業を形成する蓋然性が高いことをいう 1 2。
地方公営企業が担う産業の多くは、この自然独占性を有している。産
業における自然独占性を示す経済学上の概念として、規模の経済性、範
囲の経済性、費用の劣加法性が挙げられる。
まず、規模の経済性であるが、生産段階において、生産規模が増大す
るにしたがって、財・サービスの１単位当たりの平均費用が低下する現
象をいう。地方公営企業の多くが、この規模の経済性を有していると考
えられるが、この点については特に 4 章で水道事業を例に詳しく論じる。
次に、範囲の経済性であるが、生産と配送段階において、それぞれ別
の事業者でなく垂直的に統合された事業者のほうが単位当たりの費用
が少なくなる場合、あるいは多様な需要家に対して別々の事業者が単体
のサービスを供給したよりも一つの事業者が複数のサービスを供給し
たほうが単位当たりの費用が少なることをいう。たとえば、地方公営企
業が運営する水道事業の多くは、浄水処理という生産プロセスと、配水
という配送プロセスを一括して一つの事業体が請け負っている。また、
東京都、横浜市、大阪市などの大都市におけるバスおよび地下鉄につい
ては、一つの地方公営企業が双方のサービスを供給しているが、複数の
交通サービスを供給するという範囲の経済性が生じている可能性があ
る。
さらに、近年の経済学においては、自然独占性は、一般的に（１．１）
12 植草（ 2000）ｐ 43 の定義による。
- 27 -
式で表現される費用の劣加法性を持つ産業と定義される 1 3。
∀(ݍଵ,⋯ ,ݍ௡)ܥ൭෍ ݍ௜௡
௜ୀଵ
൱ < ෍ ܥ(ݍ௜)௡
௜ୀଵ
（ 1.1）
これは、市場の需要に対して、一つの企業による独占的供給する場合
の費用が、複数の企業が分割して供給する場合の費用よりも低いことを
意味する。すなわち、一つの企業が独占的にサービスを供給することが
社会的に効率的になる。この定義による自然独占は大規模な固定費用が
生じる産業において成立することが多い。すなわち、それらの産業では、
生産・配送設備の固定投資額が巨額になるため、新規企業の参入を困難
にする。さらに、それらの産業の固定資本は長期にわたって使用される
性格が強いので、償却期間が長期に及ぶとともに、その設備を他の用途
に転用することが困難であるという技術的性格を有する 1 4ため、固定費
用の埋没性が大きい。この固定費用の埋没性すなわちサンクコストの大
きさが参入障壁を形成する重要な要因となる。
規模の経済性と範囲の経済性は自然独占を成立させる必要条件とな
るが、費用の劣加法性による自然独占性の定義に従えば、規模の経済性
が消滅した産業においても、単一企業による財・サービスの供給が社会
全体として費用を最小化する可能性がある。したがって、規模の経済性
がない産業においても、地方公営企業が独占的に供給することが正当化
される場合があるといえる。
13 詳細は、最初に指摘した Baumol ,Will ig and Panzar（ 1982）のほか、
清野（1993）、衣笠（ 1996）、 Salanie(1997)、山内・竹内（2002）など
を参照こと。
14 ここでは、経済学における関係特殊資産と呼ばれる性質を意味する。
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２．２ ネットワーク産業
公益事業と類似した概念として、ネットワーク産業がある 1 5。地方公
営企業のうち、主要事業といえる水道、下水道、交通、ガス事業などは、
ネットワーク産業と呼ばれる産業分野でもある。それらの産業はサービ
スの供給においてネットワークシステムを形成する。すなわち、いずれ
の産業においても、生産設備から消費者までにサービス供給のためのネ
ットワーク設備が形成されている。
ネットワーク産業としては、上記の事業のほか、物流、金融、情報通
信産業などが挙げられる。各産業に共通するネットワーク性に注目する
と、自然独占的要素と外部性という経済学上の特性が見いだされる。自
然独占性は前述のとおりである一方で、外部性はネットワークが持つ社
会的インフラとして重要性をいう。ネットワーク産業と前述の公益事業
の違いは、ネットワーク産業がネットワーク性という技術的側面を重視
した分類であり、公益事業は公益性を重視した分類である。
ネットワーク産業に共通の特徴は、前述した規模の経済性あるいは範
囲の経済性と、ネットワークによる密度の経済性が挙げられる。ネット
ワーク産業では、需要密度と費用との関係性が重要である。すなわち、
一つのネットワークが、加入者の相互依存関係による外部効果を生み出
し、それぞれのメンバーの決定が他のメンバーの満足度に影響を与える。
これは消費の同時性から生じるものであり、需要の外部効果といわれる。
これらの外部効果が正の場合、それはあるメンバーによる活動が、他の
メンバーの効用を増やす。外部効果が負の場合、ネットワークの混雑を
もたらし、他のメンバーの効用に負の効果を与える。
ネットワーク外部性は双方向性を持つ情報通信や空港と、一方向であ
る、水道、鉄道などに分類できる。
15 ネットワーク産業に関しては江副（ 2003）などが詳しい。
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２．３ 資本集約性
地方公営企業は、重要な社会資本であり、資本比率が高い事業が多い。
直近データである 2013 年度末の固定資産構成比率は、水道事業で
90.1％、交通事業で 94.1％、病院事業で 75.0％、下水道事業で 97.7％、
全事業で 91.6％と、多くの事業で極めて高い比率を占めている 1 6。
次に、経常費用に対する費用構成比率を確認する。地方公営企業法の
財務規定を適用している事業者全体の費用項目としては、職員給与費が
27.0％で最も大きいが、次いで減価償却費 22.5％，支払利息 7.4％と資
本費の割合が高い。以上のことは、地方公営企業は相対的に資本費用の
割合が大きいという特徴を示すものである。
図１．４は、地方公営企業における 2013 年度の事業別費用構成比率
を示したものである。事業別に詳しくみると，交通事業のうちバス事業
及び病院事業については，その運営に多くの人員を要することなどから
職員給与費が高い割合を占めている一方で、下水道事業、交通事業のう
ち都市高速鉄道事業、工業用水道事業及び水道事業については、建設投
資の規模が大きいことなどから、支払利息及び減価償却費の割合が高い。
水道、下水道、公共交通等の地方公営企業が供給するサービスは民間
企業による供給が可能である。しかしながら、これらの事業の多くは、
事業を始める際に巨額の投資が必要になる。初期の設備投資等に膨大な
固定費用が必要であるのに対し、事業開始後の運営費用が相対的に小さ
いため、生産量を増やすにしたがって平均費用が逓減する。そのため、
初期投資に必要となる資本力のある企業のみが参入可能であり、自然独
占に至り、資源配分が非効率なものとなる。そこで、政府は特定の事業
者に独占を認める代わりに料金を認可制にするなどの規制を行うが、自
ら供給主体となって適正な価格で住民に財を提供することになる。
16 平成２５年度地方公営企業年鑑による。
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図１．４ 事業別費用構成表
出所：総務省(2015)に基づき作成。
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２．４ 非営利性
地方公営企業は、事業リスクや採算性に課題があっても、住民生活や
地域振興の見地からサービスを供給する必要性がある。このため、財・
サービスを提供する、あるいは提供する意欲がある民間企業が存在しな
い場合に、地方公営企業がそのサービスを供給することとなる。
前田（2009）も、地方公営企業法の意義として、「財・サービスは、
地域社会にとって不可欠であるにもかかわらず、その性質から市場経済
では全く供給されない、あるいは供給されたとしても社会的に望ましい
水準が確保されないために、地方公共団体が市場に代わって供給しなけ
ればならない。」と述べている。たとえば、水道事業は、不衛生な水の
利用を抑止するという公衆衛生上の要請から地方自治体が出資して創
設されたという歴史的経緯があり、また消防用水としての機能も有する。
こうした機能は、地方公営企業第３条において「地方公営企業は、常
に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉
を増進するように運営されなければならない。」と規定されていること
からもうかがえる。
２．５ 独立採算性
地方公営企業法では、地方公営企業の経営上の特性である独立採算制
の規定がある。具体的な規定は以下のとおりである。
（経費の負担の原則）
第１７条の２ 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、
地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付
け、負担金の支出その他の方法により負担するものとする。
一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てるこ
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とが適当でない経費
二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経
営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的に困難であると認めら
れる経費
２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定に
より地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するもの
を除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなければなら
ない。
（補助）
第１７条の３ 地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により
必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の
特別会計に補助をすることができる。
（出資）
第１８条 地方公共団体は、第１７条の２第１項の規定によるものの
ほか、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に出資
をすることができる。
また、地方財政法においても、以下の規定がある。
第６条 公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会
計を設けてこれを行い、その経費は、その性質上当該公営企業の経営
に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費及び当該公営企業
の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみを
もつて充てることが客観的に困難であると認められる経費を除き、当
該企業の経営に伴う収入（第５条の規定による地方債による収入を含
む。）をもつてこれに充てなければならない。
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この規定は総括原価主義と呼ばれ、独立採算制を規定しているといえ
る。
さらに、各事業法においても、それぞれ総括原価主義を規定している。
たとえば、大阪市を除く地下鉄事業に適用されている鉄道事業法では、
第 16 条第２項で「国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、
能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超
えないものであるかどうかを審査して、これをしなければならない。」
と規定している。
また、乗合バス事業に適用されている道路運送法では、第９条第２項
で「国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、能率的な経営
の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもので
あるかどうかを審査して、これをしなければならない。」と規定してい
る。
第３節 分析の対象
地方公営企業は、上述したとおり制度上の共通点をもっているが、他方
で事業によってその事業特性は様々である。本論文では、分析の対象とし
て、産業における地方公営企業が占める割合が相対的に高く、地方公営企
業に共通するネットワーク性が特に強い水道事業およびバス事業を中心に
取り上げる。
既に指摘したとおり、下水道事業については、地方公営企業の中でも
経済規模からみると大きいが、本稿では詳しく論じていない。その理由
として、下水道事業は一般的に、受益者負担の汚水処理機能と公共負担
の雨水排除機能を併せ持つため、雨水排除機能を評価することが難しい
ことが挙げられる。たとえば、下水道事業の生産性測定の先行研究が見
- 34 -
られる 1 7ものの、雨水に関する経済学上の生産性や品質に関する評価手
法が確立されていない状況である。また、下水道事業は他の地方公営企
業と比較してきわめて資本集約性が強いことから、長期的な視点から評
価する必要があるため、生産性と品質に関する評価が難しい点も本稿で
取り上げなかった理由として挙げられる。
また、病院事業も、経済規模の面から、地方公営企業に占める割合が
大きいといえる。しかし、病院事業は、民間においても供給可能であり、
他の地方公営企業と性格を一部異にしている。また、その収入の多くは
診療保険料収入であり、これは公定価格によっているため、他の地方公
営企業と異なり、独立採算制を原則としていない。これらの理由から、
本稿では病院事業を詳しくは論じていない。
第４節 地方公営企業の課題
本節では、地方公営企業が現在直面している課題について、総務省
（2015）の見解などを参考にしながら、検討を行う。具体的には、需要
の減少、施設の更新、リスク対策とサービス品質の高度化、生産性の向
上のための経営改善について検討を加える。
４．１ 需要の減少
地方公営企業の供給する財は、その住民や地域内の事業者に供給する
基礎的な公共サービスである。必需的なサービスであることから、その
サービスをできるだけ住民に広く供給することが求められてきた。地方
公営企業が供給するサービスは、これまで経済成長に伴い拡大する方向
17 たとえば、費用関数を推定した中山（ 2001）、小林他（2004）などが挙
げられる。
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にあったが、わが国の人口が 2000 年代から減少傾向に変化した。たと
えば、図１．５は、地方公営企業がわが国のサービス供給のほとんどを
占めている水道事業について、最終需要の指標である一日平均有収水量
の推移を示している。図から、2000 年度をピークとして、増加傾向から
減少傾向に変化したことがわかる。
図１．５ わが国における一日平均有収水量の推移
出所：地方公営企業年鑑各年度版をもとに作成。
こうした需要減少の主要な要因として、以下の３点が考えられる。第
一に、わが国の人口減少及び高齢化 1 8である。第二に、住民のライフス
タイルの変化と技術革新である。具体的には、節水技術の向上、情報技
術の進展による交通移動の減少が考えられる。第三に、公共サービスを
必要とする経済活動の減少である。
こうした需要の減少は、料金収入の減少につながる。地方公営企業は、
総括原価主義をとっていることから、料金収入の減少は、財務状況を悪
化させる。地方公営企業は、保有不動産の活用などの附帯事業を行うこ
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とができ、公共サービスにかかる費用の一部をこの収入により補填する
ことが可能である。しかし、供給サービスの維持費用を賄うまでの附帯
事業の収入の確保は困難であり、抜本的な対策ではない。
４．２ 一般財源の制約と供給義務
地方公営企業は、前述したように、地方公営企業法第 17 条の２、第
17 条の３及び第 18 条の規定により、一般会計などからの補助金及び出
資の繰り入れが規定されている。しかしながら、地方自治体の税収入は
制約があることから、一定の限界がある。
一方で、地方公営企業が供給するサービスの多くは、住民に対する供
給義務があり、事業廃止に強い制限がある。
一般会計からの繰出金については、公営企業は独立採算制を経営の基
本原則としつつ、経費のうち、その性質上企業経営に伴う収入をもって
充てることが適当でないもの、能率的な経営を行ってもなおその経営に
伴う収入をもって充てることが客観的に困難であると認められるもの
等については、法令等に基づき、一般会計等が負担又は補助をし、ある
いは出資をすることとされている。これらの経費を除けば、当該公営企
業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。この経費負担区分
による一般会計からの繰出しの基本的考え方は、毎年度「地方公営企業
繰出金について」（総務副大臣通知）という形で通知がなされている。
４．３ 安全対策とサービス品質の向上の要請
地方公営企業が供給する財・サービスは、住民にとって必需性がある
ものであることが多い。このため、従来の最優先された行政課題は、水
道事業や下水道事業の普及率の向上といった財・サービスの量的拡大で
あった。しかし、近年、量的拡大の目標がおおむね達成され、その財・
サービスの品質の向上が重要視されるようになっている。
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たとえば、水道事業においては、2003 年水道法改正で、水道水質管理
の充実、具体的には水質検査項目の拡大を規定した。また、近年頻発す
る大規模な災害の発生を踏まえ、地震等の自然災害から水道施設のライ
フラインとしての機能を確保することの重要性が改めて認識されてい
ることから、2008 年には、水道施設の技術基準を定める政令の改正を行
い、既存施設の耐震診断と耐震計画の策定を水道事業者に対して努力義
務を規定している。
サービス品質の向上を求める方向性は、交通事業においても同様であ
る。例えば、2006 年に施行された高齢者、障害者等の移動等の円滑化の
促進に関する法律いわゆるバリアフリー新法に基づき、鉄道駅における
エレベーターやエスカレーターの整備やノンステップバスの導入に高
い数値目標が設定された。また、福知山線脱線事故を契機とした鉄道事
業法改正により、安全対策の強化が規定された。
こうした品質向上を求める社会的規制は、民間事業者をも対象とする
ものであるが、地方公営企業はそれに対して先導的な役割を果たすもの
と位置づけられている。たとえば、高齢者や子どもでも乗降が容易な低
床型のバス車両の導入を国が推奨しているが、いまだ努力義務にとどま
っている。低床型バス車両のうち、もっとも高い品質の規格であるノン
ステップバスの導入率が高い事業者についてみると地方公営企業が先
行し、上位を占めていることがわかる 1 9。
こうしたわが国の社会的規制に属する品質規制は、多くの場合、努力
義務であり、事業者の財務状況によって、格差が生じている可能性があ
る。他方、経済的規制としての総括原価に基づく価格規制が存在する。
また地方公営企業のうち、バス事業や地下鉄事業には、後述するヤード
スティック規制が敷かれているが、社会的規制を考慮した比較評価に監
視、課題が残されている。
19 国土交通省（ 2015）によると、導入率が 100％の事業者は東京都、小
田急バス株式会社、大阪市、尼崎市の 4 事業者のみである。
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４．４ 公営企業の非効率性
公営企業は、民営企業と一般行政活動を補完する形態として、わが国
において重要な経済上の役割を担っている。一方で、公営企業は非効率
性 2 0を持つという問題が指摘されている 2 1。企業が効率的である条件は、
少なくとも理論的は次の基準を満たしている必要がある。企業は（１）
投入財の購入に当たって、投入財市場において競争的水準で決定された
価格で購入し、（２）その時期に利用可能な技術条件のもとで最適な投
入財の組み合わせを実現し、（３）最適な生産規模で生産し、（４）費用
が最小となる最適な販売ルートで販売し、（５）労務、人事、財務にお
いて経営上のスラックがないとき、企業は最も効率的といえる。これは
ミクロ経済学の理論上の最適化された状態であって、現実の競争市場の
民営企業においても実現されているとはいえない。しかしながら、一般
的に、公営企業にあっては、民営企業が実現できる平均的な効率性より
も低い水準の効率化しか実現できないことが指摘されている。公営企業
を非効率化させる要因は多様であるが、それらの要因を規定している要
因は公的所有下での公的規制にあるといえる。地方公営企業において非
効率を発生する要因を整理すると、（１）硬直的な予算・決算制度、（２）
規制企業としての経営の自立性の制限、（３）重複的規制制度と規制の
責任の所在の不明確化、（４）規制の政治化、（５）公企業の保護的体質、
（６）公企業の安全重視行動、（７）競争の欠如と独占的供給体制が挙
げられる。具体的には以下のとおりである。
第一に、予算・決算制度の硬直性がある。地方公営企業は、官庁会計
制度に近い地方公営企業会計制度に基づいているため、予算・決算につ
いて議会の承認を得る必要がある。たとえば、予算は前年度の実績に今
20 経済学上の効率性と生産性は区別される場合があるが、本稿では同じ
意味として捉える。
21 以下の記述は、国の公営企業に関する非効率性を論じた植草（ 2000,
ｐ 256-260）の整理を参考にしている。
- 39 -
年度に変動が予想される要因を加味し、さらに新規事業については今年
度に予想される費用に基づいて作成されるのが通例である。前年度の実
績を基礎として予算が作成されるので、たとえば資材・機械設備の購入
費は次年度にも多くの場合にそのまま予算計上される。そのため資材・
機械設備の購入費を節約するインセンティブが働かない。また、一般行
政と同様に、予算を執行年度中にすべて使い尽くすことが当初の予算の
目的の達成として評価されることから、費用削減のインセンティブが働
かない。このほか、弾力条項が存在するものの、予算項目に計上された
費用を他の項目へ転用することが制限されている。このような官庁会計
に近い硬直的な予算・決算制度が、最適な投入財の購入、投入財の組み
合わせ、生産規模、販売ルートの選択等を阻害する重要な要因となる。
第二に、規制企業としての経営の自立性の制限が挙げられる。地方公
営企業が供給する財やサービスの価格決定において、議会の議決や規制
当局の承認を必要とする。地方公営企業にとって重要な投資計画につい
ても、単年度の予算・決算に拘束されることから、経営資源の有効活用
が制限される。同様に、資金調達についても、制約が大きい。たとえば
地方公営企業が複数年度の借り入れする場合に発行する企業債につい
ては、議会の許可や総務省の同意が必要なことから、機動的な資金借り
入れができない。このように、価格、投資、財務等について、各種関係
機関の関与を受けるため、内部効率化に関する調整コストが大きく、機
動性を持った施策を実質的にとりにくい。
第三に、重複的規制制度と規制の責任所在の不明確化が指摘できる。
地方公営企業は、運営する自治体の首長および議会、事業の規制権限を
持つ監督官庁のみならず、自治体の人事部門、財務部門、監査部門等の
関与を受けることとなる。このような重複的な規制は、地方公営企業の
自立的な意思決定権を制限する。また、こうした外部関係機関の意思決
定は必ずしも部門間で整合性が取れているわけではないから、統一的な
政策決定ができないことが多い。その結果、地方公営企業の意思決定に
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ついての責任の所在が不明確となることが少なくない。こうした状況で
の下では、企業内部における統一的な意思決定に基づく行動は困難とな
る。
第四に、規制の政治化が考えられる。たとえば、需要が減少傾向にあ
る地域に供給する路線バスについて、政治的な配慮から運行回数を維持
することによって、その事業の経営状況の悪化が進むといったことが挙
げられる。また、一般行政と同様、地元企業への受注を優先させる政策
を採用していることが多く、この場合、割高なコストを受け入れざる得
なくなる可能性がある。さらに、地方公営企業の経営は、その時代の首
長、議会、国政の政策方針に基づいた政治干渉を受けるため、短期的な
方針変更が行われる可能性があり、公営企業が長期的な政策目標を提示
し、それを実現することは難しい。この結果、地方公営企業の中には財
務内容が悪化するものがあり、さらに規制の政治化が企業の内部効率化
インセンティブを減退させることになる。
第五に、公営企業の保護的体質がある。公営企業は、すべてが収支均
衡できる企業ではなく、その一部には財政補助に依存して初めて存続で
きる企業が存在する。このためそれらの企業以外でも公営企業において
は、赤字が発生しても、それが一般会計からの補助金によって補てんさ
れるという慣行が形成されてきた。また、地方公営企業は自治体の住民
の出資により設立された企業であるから、これを倒産させることはでき
ないという制度的制約が効率化インセンティブを減退させてきた可能
性がある。近年、こうした現象は「ソフトな予算制約」と呼ばれる。
第六に、公営企業の安全重視行動が挙げられる。民間企業が主に成長
動機と長期利潤動機に基づき行動している。一方で、地方公営企業は組
織の維持・発展のために成長動機を持ち、また収支均衡を目標とする場
合、公正報酬率を確保する範囲での長期利潤動機を持ってきた。しかし
公営企業はそれらの動機より、財やサービスの購入者との間で発生した
トラブルやコンフリクトを監督官庁や議会によって追及されることを
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避け、財・サービスの安定的・安全な供給に心掛けてきた。すなわち、
安定供給動機とコンフリクト回避動機、すなわちリスク最小化動機が優
先される。これらの動機は例えば、事故発生を回避するための過剰な設
備投資や要員確保を生む結果になり、また議会や監督官庁からの責任追
及を回避するためのコストを支払うことになる可能性がある。
第七に、法的に付与されている独占的供給権が挙げられる。前述した
通り、地方公営企業は自然独占を持つ産業が多いが、独占市場において
は、企業が内部効率化を追求するためのインセンティブが小さい。この
ため、自然独占性を持つ公営企業は、競争市場における企業よりも非効
率になる可能性が高い。ただし、佐々木（1994）は、同様の指摘を行い
つつも、「これは公企業に固有の属性というよりも、むしろ地域独占性
から派生するものであり、基本的には私企業である公営企業にも同様に
みられる属性であるといわなければならない」ことを指摘している。
いずれにしろ、公営企業は、その特性から民間企業よりも費用削減に
関する効率化インセンティブが弱い傾向にあるといえる。
４．５ 生産性向上のための経営改善
これまで述べてきた需要の減少、サービス品質の向上の要請、公営企
業の非効率化傾向などの課題解決の手段として、地方公営企業の生産性
の向上が求められる。
生産性向上のための手段としては、民営化、民間委託（公共調達）の
拡大、技術投資、規模の経済性を目的とした事業統合などが一般的に指
摘されている。
たとえば総務省は、公営企業の経営に当たっての留意事項について」
（平成26年８月29日総財公第107号総務省自治財政局公営企業課長、総
財営第73号総務省自治財政局公営企業経営室長、総財準第83号総務省自
治財政局準公営企業室長通知）において、以下のような取組を求めてい
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る。
合理化に取り組んだ結果として、施設の規模や配置が適正化され、投
資額のほか、維持・管理経費等の効率化につながることが求められる。
合理化の具体的手法としては、施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジ
ング）や性能の合理化（スペックダウン）、予防保全型維持管理を含む
適切な維持・管理等による長寿命化、過剰投資・重複投資の精査、新た
な知見や新技術の導入、民間の資金・ノウハウ等の積極的な活用
（PPP/PFIや指定管理者制度の導入等）、広域化の取組などが考えられ
る。
水道事業は、独立採算の原則に基づき最大限合理的かつ効率的に経営
されなければならず、そのためには、民間企業の経営手法と市場経済下
で展開されている競争原理を水道事業に見合った適切な形態で積極的
に取り入れていくことが必要である。具体的には、①顧客志向（サービ
スと信頼性の向上）、②目標による管理（目標の設定と権限・責任の明
確化）に基づくマネジメントサイクルの確立、③管理の効率化、コスト
削減等を目指した民間的経営手法（アウトソーシングやＰＦＩ等）の導
入、④中期経営計画の策定及び職員給与・定員管理の適正化、⑤利用者
が容易に事業成果等を確認できる情報の開示等を取り入れていくべき
である。また、耐震性の強化や施設の更新を実施するにあたっては、水
道施設のライフラインとしての機能の向上を図るとともに、より良質で
安全な水の供給に向け、中・長期的な建設改良計画を策定し、計画的か
つ適正な投資に努める必要がある。
ただし、こうした提言は定性的な評価に基づくものが多く、経営効率
化につながることを必ずしも保証するものではないことに留意する必
要がある。すなわち、その地域や事業の特性に応じて、複数の経営改善
手法の中から取捨選択しなければならない。また、そもそもこれらの手
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法がどの程度経営改善に寄与するのか、定量的な分析・検討が必要と考
える。
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第２章 分析の枠組み
第１節 はじめに
第１章で詳しく述べたように、地方公営企業には生産性の向上とサー
ビス品質の改善が求められている。本論文では、こうした取組みを行う
ために有効な政策的方向性を示していくことを目指す。次章以降で政策
的方向性を示していく前段として、分析の前提となる、地方公営企業の
生産性とサービス品質に関連する規制の経済学上の重要概念について
確認する 2 2。規制の経済学は、公益事業を対象として、規制緩和、民営
化が行われた際に、その政策を推進するための理論的根拠となっており、
こうした理論的動向を受けて、1980 年代以降、わが国においても、公益
事業を対象として、民営化、参入自由化、インセンティブ規制の導入な
どの大規模な規制改革が行われた。
前章でも述べたように、地方公営企業の多くは公益事業と呼ばれる産
業特性を有している。このため、地方公営企業についても、この規制の
経済学の概念を背景とした制度見直しがそれぞれの事業において行わ
れている。
そこで本章では、この規制の経済学の重要概念を地方公営企業と関連
付けながら確認していく。本章の以下の構成は次のとおりである。まず、
次節では、規制の経済学から地方公営企業を分析する基礎概念である情
報レントと規制について論じる。続いて、第３節ではユニバーサルサー
ビスと地域格差、第４節では生産性とサービス品質、第５節では事業規
22 規制の経済学上の基礎概念については、規制の経済学の基本的な文献
である Vickers and Yarrow (1988)、 Vickers and Yarrow(1988)、
Bos(1991)、 Laffont and Tirole(1993)、 Armstrong,Cowan and
Vickers(1993)等を参考にしている。
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模と密度の経済性、第６節ではインセンティブ規制、第７節では委託化
と公共調達について、規制の経済学上の概念を説明するとともに、これ
らの概念が地方公営企業においてどのような点から重要であるかを論
じる。最後に第８節では、以上の内容を要約するとともに、次章以降で
行う検討課題について言及する。
第２節 情報レントと規制
２．１ 情報の非対称性
一般的に、情報の非対称性は、市場において供給企業と消費者の間に
情報の偏在ないし格差が存在することをいう 2 3。通常、買い手は財・サ
ービスの特性情報を十分得られないので、売り手は買い手よりも情報の
量および品質の点において優位な立場に立っている。このように売り手
と買い手間に情報の非対称性がみられるとき、市場は不完全にしか機能
せず、効率的な結果を導かない。買い手は十分な情報を得ないまま、財
の取引をせざるを得ないので、財・サービスの品質が異なっていたとし
ても、同質財として同一価格で取引されかねない。これによって、売り
手は品質の劣る財を市場に提供する動機が働き、平均の品質が低下する。
この結果、需要は減少し、市場の縮小が起こる。すなわち品質の悪い財
が出回ることにより品質の良い財の取引が阻害されるという、いわゆる
逆選択が生じる。
２．２ 情報レント
一般の財やサービスの供給においては、消費者に安全な製品やサービ
スを提供しなかったり、労働環境の安全を怠った場合、消費者から信頼
23 以下の記述は植草（ 2000）および桑原（ 2008）を参考にしている。
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できない企業と評価され、売り上げは減少する。また被害者から損害賠
償の訴えを受けることになり、事後的に賠償費用が発生する。企業はこ
のような事態を予想して経営するので、安全性の確保に自主的な努力を
払う。
しかし、企業が供給する財やサービスについて、消費者はサービス品
質の差異を必ずしも識別できるわけではない。そのため、企業は消費者
に対し真の情報を伝えずに済ますという、いわゆるモラルハザードが生
じる可能性がある。これによって、企業は情報レントと呼ばれる超過収
益を得る可能性がある。このため、市場機構の機能を補完する制度が必
要となる。そのための一手段として、監督官庁をはじめとする規制当局
が消費者のエージェンシー（代理人）として規制を行うというやり方が
あり、民間企業の代わりに行政が財やサービスを直接供給するというも
う一つのやり方がある。
後者の手法の事例として、わが国における地方公営企業による財・サ
ービスの直接供給を挙げることができる。ただし、ここにあっても、地
方公営企業と、それを直接コントロールする首長・議会などとの間に情
報の非対称性が存在する。さらに、首長・議会と、住民との間にも情報
の非対称性が生じる。こうしたことから、地方公営企業においても情報
レントが発生する可能性は存在する。
また、規制当局と事業者との間にも情報の非対称性は存在する。規制
当局は、実際に事業運営にかかった費用は観察可能であるが、真に必要
であった費用や事業者の費用削減努力を観察できない。これに対して、
事業者自身は、規制当局よりも相対的にこうした件についてより多くの
情報を有している。このため、規制当局と事業者との間には、規制情報
にも格差が存在する。また、規制当局が事業者に対して、真に必要な費
用の報告を求めても、正直な報告を行うインセンティブがないと、虚偽
の報告を行う可能性もある。とりわけ民間企業は、利潤最大化を求め、
レントの獲得を目指す、いわゆるレントシーキングを行う場合もある。
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このため、行政機関は、消費者に代わり、社会厚生を改善するため、規
制政策を行うのである。
図２．１は地方公営企業とその関連組織の関係を例示したものである。
地方公営企業は、その地方自治体の首長、議会、住民のほか、総務省や
監督官庁などの関係省庁と関係があり、いずれに対しても情報の非対称
性が存在するため、情報レントを追求する可能性がある。図２．２はバ
ス事業や地下鉄事業などの運賃改定手続きについての例示であるが、地
方議会の聴聞会や規制当局である国土交通省の審議会による審査が重
層的に行われている。このことは、こうした事業が情報の非対称性を発
生しやすい構造になっていることを示唆している。
図２．１ 地方公営企業と関連組織
出所：筆者作成
地方公営企業
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住民・利用者
首長総務省
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図２．２ 地方公営企業形態の交通事業における運賃改定手続き
注：大都市部の事業者の場合。
出所：筆者作成
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２．３ 経済的規制と社会的規制
規制の経済学において、規制は主に自然独占や情報偏在に対処するた
めの規制である「経済的規制」と、主に外部不経済及び非価値財 2 4へ対
処するための規制である「社会的規制」に分類される 2 5。
経済的規制は、より具体的には、自然独占や情報の偏在が存在する分
野において資源配分非効率の発生の防止と利用者の公平利用を主な目
的として、企業の参入・退出、価格、サービスの量と質、投資、財務会
計等の行動を許認可等の手段によって規制することをいう。地方公営企
業に対する経済的規制については、大きく二つの手法がとられている。
一つは、生産・配送における規模の経済性、ネットワークの経済性、範
囲の経済性、サンクコスト（埋没費用）の大きさ、資源の希少性等を要
因として持つ自然独占型産業に対して、特定企業の法的独占権を与え、
その見返りに参入・退出を規制するやり方である。もう一つは、企業が
独占的市場で支配力を行使するのを制限する観点から、価格規制を実施
し、さらに消費者がサービスを公平に利用できるように企業の差別的な
供給を制限するやり方である。また、運輸及び金融業のように市場構造
は競争的であるが、消費者が多様なサービスおよび価格の中でいずれを
選択したらよいのか必ずしも十分に判断できず、しかも必需性を持つよ
うなサービス分野において、消費者の公平利用の確保および倒産等によ
る消費者被害の防止の観点から、参入規制や価格規制を実施することも
ある。このように経済的規制は、各国共通して、自然独占分野や情報偏
在が存在する分野を対象として実施されている。
他方、社会的規制は、消費者の安全・健康の確保、環境の保全、災害
の防止、労働者の安全衛生等を目的として、財・サービスの品質やその
提供に伴う活動に一定の基準を設定したり、特定行為に対する禁止や制
24 社会の道徳的・倫理的規範に照らしてみて、一定程度ないし全面的に
生産・販売が禁止・制限されるべき財のこと（植草 ,2000)。
25 以下の分類とその内容については、植草 (2000)を参考にしている。
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限を加えたりする規制である。地方公営企業は、これらの社会的規制を
受けることにより、生産コストが高くなることが多く、その点では企業
の生産性・効率性に対し一定の影響を与えている可能性がある。
第３節 ユニバーサルサービスと地域格差
公益事業には、ユニバーサルサービスの提供が義務付けられている。
ユニバーサルサービスとは、生活に必要不可欠なサービスであり、利用
者の居住地に関わらず公平な条件で利用可能であることが確保される
べきサービスを指している。林・田川（2010）は、ユニバーサルサービ
スが有する特性として「国民生活に不可欠なサービス（essentiality）」、
「誰もが利用可能な料金で利用できること（ affordability）」、「地域間
格差なくどこでも利用可能であること（ availability）」という 3 つを
挙げている。あるサービスがユニバーサルサービスであるべきなのは、
そのサービスが国民の文化的生活にとって不可欠であるからで、そのた
めの具体的属性として affordability や availability が求められてい
るといってよい。そうしたサービスとして、一般的に、電気、ガス、上
下水道、固定電話、公共交通などを挙げることができる。このうち、電
気、ガス、上下水道、公共交通は、地方公営企業が提供するサービスで
もある。
地方公営企業は、前章で述べたとおり、地方自治体に居住する住民に
対してサービスの供給義務を負っている。すなわち地方公営企業は、地
理的にあるいは利用者層別に、費用や需要構造の差異から採算性に格差
が生じるような場合であっても、利用者に対して平準化した料金でサー
ビスを提供している。水道事業を例にとると、同じ水道事業体の事業区
域内では原則として同じ料金体系が適用され、住民の居住する地域の違
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いによって価格に違いが生じない。また、提供するサービス品質も地域
によって差が生じないように、施設整備を行っている。こうした平準化
されたサービスの提供を維持するため、企業内で採算性の高い領域から
不採算の領域へ補填が行われるのが一般的である。このような企業内に
おける補完機能は、規制の経済学において内部相互補助（cross-
subsidization）と呼ばれる行動に当たるといえる 2 6。
地方公営企業が独占的に地域内のサービスを供給している水道事業、
交通事業、ガス事業などでは、住民は事業者を選択することはできない。
このため、地方公営企業の間には、あるいは同種のサービスを供給する
民営企業と間では、サービスの価格や供給するサービス品質に格差が存
在する。たとえば、わが国の家事用 20 立方メートル当たりの水道料金
は、2014 年 4 月 1 日現在において、最高の夕張市で 6,841 円、最低の富
士河口湖町で 835 円と、約 8.1 倍の格差が存在している 2 7。ユニバーサ
ルサービスは、技術や需要の変化を踏まえ、何がユニバーサルサービス
に当たるのか、どの程度地域間格差、いわゆる内々価格差が許容される
のか、慎重な議論が必要となる。
第４節 生産性とサービス品質
４．１ 地方公営企業のサービス品質
地方公営企業において供給される財・サービスの品質は、他の産業の
財・サービスと比較して均一性が高いことから、同質財であるという仮
定が明示されずに置かれていることが多い。しかし、地方公営企業のサ
26 民間企業において行われる場合には、これは均一的サービスを維持す
るためだけでなく、略奪的料金設定によって競争相手を市場から締め出
す等の反競争的行為を実施する手段としても利用される。
27 日本水道協会（ 2015）による。
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ービス品質にも、他の市場よりも同質性が高いものの、違いは存在する。
地方公営企業における課題の多くは、このサービス品質に関わるもので
ある。
例えば、水道については、利用者サービスとして、安定供給、断濁水
リスクの低減、手続き・支払いの多様化が挙げられる。また、安全・安
心の確保として、水質改善、老朽管の更新、水質監視システムの強化、
浄水場の耐震化、耐震管の導入、電源の二重化、防災訓練があげられる。
さらに、環境対策として、送配水エネルギーの効率化、工事の効率化、
建設発生土および浄水発生土の再利用、水源林の涵養が挙げられる。さ
らに、音声による請求額の案内など、様々な利用者へ公平なサービスを
提供することが挙げられる。
地下鉄事業では、利用者サービスとして、混雑時の運行本数・輸送力
の拡充、相互直通運転、エレベータ・エスカレータの整備、ＩＣカード
による支払い、車内および駅構内の冷暖房、情報通信設備の整備、案内
サインの明示、トイレの整備などが挙げられる。安全・安心としては、
列車自動停止装置の設置、駅施設の耐震化、駅およびトンネル内の浸水
対策、ホームドアの整備、車内および駅構内の火災対策、防災訓練が挙
げられる。環境対策として、ＶＶＶＦ車両の導入、付帯電力の効率化、
バリアフリー対策として、エレベータ・エスカレータの整備、ホームド
アの整備が挙げられる。
バス事業では、利用者サービスとして、運行本数・輸送力の拡充、バ
ス停へのベンチ設置、運行情報の提供、車内の冷暖房があげられる。ま
た、安全・安心対策として、ドライブレコーダーの整備、防犯対策、防
災訓練などが挙げられる。環境対策として、環境対応車両の導入、バリ
アフリー対策として低床バスの導入、車いす利用者の乗降円滑化などが
挙げられる。
こうした地方公営企業のサービス供給は、多くの場合、サービス品質
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と費用の間にトレードオフが生じる。つまり、サービス品質の向上にか
かる費用が、品質向上に伴い増加する収入を下回る場合、サービス品質
と費用は、純代替的な関係となる。この場合、利潤最大化あるいは費用
最小化行動をとる供給者は、サービス品質を向上させるインセンティブ
を持たないことになる。逆に、費用削減のために、サービス品質を低下
させることさえあろう。このため、行政は、品質基準を設定して供給者
に一定のサービス品質を維持・向上させるために直接規制を行うことが
ある。また、行政側が供給者に対して、サービス品質向上に伴う費用に
対する補助金を交付する場合がある。しかし、たとえば、鉄道のホーム
ドア整備は、サービス品質の向上となるものの、供給者への補助金は費
用の３分の 2 であり、残りは供給者の負担とされている。また、補助金
の交付手続きの煩雑さなどの調整コストの増加から、供給者の側にサー
ビス向上を図るインセンティブが生じない場合もある。たとえば、水道
については、渇水リスクに対する給水安定性、水質の安全性、断濁水時
間があげられる。乗合バスについては、運行頻度のほか、低床化車両の
割合向上などがあげられる。
これに対し、サービス品質向上のための費用を、サービス品質向上に
より需要の増加に伴う収入増が上回ると事業者が判断した場合、事業者
は品質向上インセンティブが働く。しかし、地方公営企業において問題
となるサービス品質の多くは、その品質向上の費用が収入を上回る場合
が多い。したがって、事業者に利潤面ばかりか、供給面においても改善
意思を与えるインセンティブ規制が重要となるのである。
４．２ 観察可能性と立証可能性
サービス品質については「観察可能な（ observable）」ものと「立証
可能な(vertifible)」ものを分ける必要がある。品質は通常、消費する
前か後で消費者が観察できる。品質は、その水準について費用をかけず
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に事前に契約で記載し、裁判で事後的に判定できる場合に、立証可能と
いえる。品質が立証可能なとき、規制当局は、被規制企業に品質に関す
る目標を課したり、品質水準を維持するため、事業者に直接報酬を与え
たり、罰したりすることがある。たとえば、規制当局は、ガスの熱量価
値を規定したり、電力事業者に停電の回数や規模に基づき罰則を行った
りできる。
しかしながら、公益事業の多くのサービス品質は観察不可能なものが
多く、その品質改善に係るコストについて議論になる。
４．３ 費用削減行動とサービス品質改善行動のトレードオフ
民間に事業を委託するほうが低コストで公共サービスを提供すると
の意見がある一方で、民間受託者の供給するサービス品質が低いとの意
見もある。観察不可能なサービス品質があることを前提として、サービ
ス品質改善行動と費用削減行動の関係についての公民比較を行ってい
る Hart, Shleifer, and Vishny (1997)のモデル分析の結論を紹介して
おく。彼らは、情報の非対称性を前提としたサービス品質と費用削減行
動の関係について、契約後にレントを得ることができる権利である残余
コントロール権という概念を用いて、公共サービスの供給に関する公民
比較を行っている。
まず、政治家が、サービスの供給者に関して、公共部門での直接供給
が良いか、民間事業者への委託が良いか、どちらかを選択するものと想
定する。第一のケースでは、政治家が公務員を雇い、やるべきことにつ
いて雇用契約を結ぶ。第二のケースでは、政治家が民間事業者と契約す
ることになる。政治家が、完全すなわち包括的な契約が可能であれば、
各ケースとも同じ成果を達成できる。
次に、民間委託に係る費用と便益を理解するため、契約が不完備、す
なわち、契約で事前に定めることができない状況であり、エージェンシ
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ーが残余コントロール権を持つという状況を考える。具体的には、政府
と民間の委託会社の間で、求められるサービス品質が十分に特定できな
いという不完備な契約が考えられる。これは、民間事業者が費用を削減
するなかで、契約の中で十分に取り決めていないサービス品質も削減す
るという民営化の批判と関連する。
他方で、多くの公民比較にあっては、競争が重要な問題となる。すな
わち、民営化を提唱する人たちは、民間所有の下で競争の利益が発生す
る。しかし、見方を変えれば、公営企業は、他の公的経営組織と供給競
争をしているといえなくもない。また、民間企業が事業主体となったと
しても、効果的な競争相手がいない独占事業になることもありうる。こ
の点で民間と公営の根本的な差異は、残余コントロール権の配分に関す
るという概念をもとにしており、競争効果によらないというのが Hart
et al.(1997)の主張である。
理論分析の結果、一般的に、費用削減が契約にないことで品質の向上
がもたらされるとき、品質のイノベーションがそれほど重要でないとき、
また政府入札の汚職が厳しく問題になるときには、公営企業による供給
が効率的であることを示した。反対に、費用削減が品質低下をもたらす
ことを契約や競争を通じてコントロールできるとき、品質のイノベーシ
ョンが重要なとき、および利権政治や労働組合が政府内で問題になると
きには、民営企業のほうが効率的であることを示した。
以上のことは、地方公営企業の生産性とサービス品質の向上について、
その外部環境やイノベーションの状況により、民営化する場合と比較し
て、良い結果のときもあれば悪い結果のときもあることを示唆している。
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第５節 事業規模と密度の経済性
５．１ 事業規模の重要性
地方公営企業は、原則として、その地域での供給義務がある一方で、
地域独占性が確保されている 2 8。
地方公営企業は、前章で述べたとおり、自然独占性を有する産業が多
いが、事業規模については、原則として地方公営企業をもつ地方自治体
の区域に営業が限定されているため、あまり問題にされてこなかった。
ただし、地方公営企業は、特別地方公共団体として、地方自治体が合同
で営業できることが法的に担保されており、実際に、水道事業や下水道
事業では、地方自治体の区域を越えて事業を行っているものも見られる。
また、近年のいわゆる平成の大合併に伴い、地方公営企業の事業区域の
見直しも行われている。
５．２ 密度の経済性
これに関連して、ネットワーク密度の経済性が重要な問題となる。前
章で述べたように、地方公営企業の多くはネットワーク産業である。こ
のネットワーク産業は、密度の経済性を有する。密度の経済性
（economics of dencity）とは、Besanko et al.(2013)によれば、ある
地域に顧客が密集しているときにおこるコスト低減のことであり、ある
地域における交通網がより集中的に利用される場合や、地理的に小さな
地域がより大きな地域と同じ量のビジネスを生む出す場合に起きるこ
とが知られている。コスト低減は範囲や規模の拡大ではなく、密度の拡
大によって生じる。
「密度の経済性」は、このネットワークの経済性の概念と関連してい
28 ただし、バス事業については、自由化により、民営バスの参入が可能
となっている。このため、都市によっては、公営バスと民営バス事業者
が競合している地域がある。
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る。ただし、後者が空間的な外部性と消費の外部性を持つ概念であるの
に対し、密度の経済は、ネットワークの効果のうちの産出量の増加が費
用に及ぼす経済性に関連している。孤立しているエージェントが互いに
連結すると、同じネットワークを利用するメンバーの数が多くなり、そ
れだけコストが分散されるので、産業は効率的になる。すなわち、同一
地域において利用者の数が増加すれば、それに伴い平均費用が逓減する
とき密度の経済性が働くのである。
水道管やバス路線といったネットワークは、地理的な特徴に強く依存
している。利用者の密度が低い場合、ネットワークの一人あたりの接続
コストは高くなり、全体をネットワークで接続することは合理的でなく
なる。
たとえば、水道について、ある地域で、人々が分散して居住している
とき、住民が近くの井戸水の利用で十分であるとする。このとき、個人
の利用者は、自分でそのサービスを賄うことができるので、コストのか
かる水道ネットワークは不要である。しかし、人口が増え、人口密度が
高まると、井戸水では需要を賄えなくなり、ダムを利用した大規模な水
道ネットワークは経済的に合理的なシステムとなる。多くの利用者が高
い密度で存在する都市に供給するとき密度の経済性が働き、ネットワー
ク形成が効率的になる。とはいえ、利用者の密度があまりに高い地域で
は、混雑によりかえって単位当たりのコストが高くなり、負の外部性が
発生する可能性がある。
地方公営企業が提供するサービスを提供するために整備するネット
ワーク設備に係るコストは、事業区域内の内部補填で賄えない状況に来
ている人口密度の低い事業体も多い。こうした対応策として、地域全体
をコンパクトシティ化する取組みが現在、検討・実施されている。わが
国では、コンパクトシティの概念を、少子高齢化や地方都市の人口減少
を背景として、できるだけ郊外への拡散を避けて既成市街地の内部で比
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較的高密度の居住をめざす政策として利用しつつある 2 9。郊外の開発を
抑制し、より集中した居住形態の下で、周辺部の環境保全や都心の商業
などの再活性化を図るとともに、地方公営企業の整備費用や各種の自治
体の行政サービスの費用の節減が図れるからである。
第６節 インセンティブ規制
６．１ 規制当局と事業者
自然独占性のある産業については、プリンシパルである規制当局とエ
ージェントである企業との間に情報の非対称性が生じる。すなわち、規
制当局は企業のコスト削減努力を容易に知ることができないため、企業
による情報レントが生じやすい。このため、近年、規制当局は、価格規
制に当たって、情報レントを削減するためのメカニズムを用いている。
その代表的な手法の一つとして、インセンティブ規制がある。すなわち、
インセンティブ規制は事業者に利潤動機を与え、費用効率化を促すと同
時に、情報の対称性を解消し、情報レントを削減するメカニズムでもあ
る。公益事業の価格規制に関するインセンティブ規制の代表的な仕組み
として、プライスキャップ規制とヤードスティック規制がある。
経済的規制は、多層的なプリンシパル・エージェンシー関係がある。
まず、有権者でもある消費者がプリンシパルとなり、議会がエージェン
シーの関係になる。次に、議会は、行政の監視機構の役割を果たすため、
議会がプリンシパル、行政がエージェンシーの関係になる。また、行政
は消費者と被規制企業の双方の利益を調整する権限を有する。特に、消
費者保護のため、行政は被規制企業に対して規制権限を有している。こ
のとき、規制当局である行政がプリンシパル、被規制企業がエージェン
29 この定義は、黒田・田渕・中村（ 2008）に基づく。
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シーの関係になる。同時に、消費者は被規制企業に料金を支払い、サー
ビス提供を受けることから、消費者がプリンシパル、被規制企業がエー
ジェンシーとなる。さらに、有権者である消費者は行政に対して、パブ
リックコメントなどを通じて行政に直接働きかける場合があり、このと
き消費者がプリンシパル、行政がエージェントの関係になる。このよう
に、地方公営企業を取り巻くプリンシパル・エージェンシー関係は重層
的・循環的な構造となっている。
住民・議会のエージェンシーとしての規制当局は、被規制企業との関
係はプリンシパルとなるが、費用条件、需要条件、技術、財務等につい
ての事業者の完全情報を確保することができず、両者に情報の非対称性
が存在する。このような状況では、プリンシパルにとっては被規制企業
の情報をいかに開示させるかが重要な問題となる。これを補完する消費
者は、被規制企業に対して被規制企業の情報開示を実現できるように要
求し、そのうえで的確な規制を実施するように要求する法的権限を有す
る。もし規制当局が的確な規制を実施すれば、規制当局自身が地位の向
上や社会的評価の向上を得るので、このようなメカニズムを作っておく
ことが規制当局にとっても必要となる。
インセンティブメカニズムは規制当局と被規制企業とのプリンシパ
ル・エージェンシー関係では特に重要となる。被規制企業は規制当局の
認可した供給条件で的確に財・サービスを消費者に提供するとき、一定
の利得がなければ、そのような行動をしない。そこで、規制当局は被規
制企業に対してそのような行動をするインセンティブを与えることに
なる。これはインセンティブ規制と呼ばれる。
地方公営企業において、規制当局と事業者の関係はさらに複雑になる。
地方公営企業は、運営する首長や議会をプリンシパルとするエージェン
シーとして行動する。これに加えて、民間事業者と同様、国が所管する
規制官庁の規制対象となる。このため、国の規制当局をプリンシパルと
するエージェンシーでもある。こうした複数のプリンシパルを持つエー
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ジェンシーの行動は、両方のプリンシパルの要求を最大化することはで
きないことが理論的に示されている 3 0。すなわち、目的の数が少ないほ
ど、目標は達成されやすいのである。
６．２ インセンティブ規制
わが国の公益事業に対して実際に適用されているインセンティブ規
制として、情報通信産業におけるプライスキャップ規制 3 1、電気事業、
ガス事業、鉄道事業、バス事業などに対するヤードスティック規制など
が知られている。わが国の地方公営企業では、プライスキャップ規制は
適用されていないものの、バス事業や地下鉄事業に対しては、民間企業
と同様のヤードスティック規制が適用されている。
ヤードスティック規制は、同業他社における費用および供給財の数量
に関する実績に基づく比較尺度、すなわちヤードスティックを作成し、
その尺度をもとに規制対象となった企業による費用削減努力を促す仕
組みである。たたし、ヤードスティック規制は、理論上、サービス品質
が均一であることを仮定しているが、実際には均一性が保たれていない
ことが多い。このため、需要条件や自然条件等によって類似の事業者を
グループ化して各グループ内で費用水準を比較するという形態を採用
していることが多くみられる。他方、比較可能な事業者数が十分でない
と、比較事業者間における協調・共謀行動が生じ、費用削減行動が減退
する可能性が指摘されている。
６．３ インセンティブ規制とサービス品質
規制に当たって、サービス品質改善と費用効率化に関するインセンテ
ィブのトレードオフ関係は広く議論されている 3 2。インセンティブ規制
30 理論モデルの詳細は Baron（ 1985）を参照。
31 プライスキャップ規制についてはＯＥＣＤ・山本（ 1997）に詳しい。
32 包括的なサーベイ論文として Sappington(2005)がある。
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は、費用削減を促す可能性がある一方で、安全投資を遅らせるなどサー
ビス品質の低下を導く可能性がある。これに関して、規制当局はサービ
ス品質よりも価格を重視することが多い 3 3。その理由は、サービス品質
の水準を設定することが難しいことにある。規制当局は消費者に対して
厚生を最大化したサービス水準より、企業が多く、あるいは少なくサー
ビスを提供しようとしているかを知るため、かなりの消費者の選好につ
いて知る必要がある。しかし、品質が最高か、最低かを決めることが難
しいことから、規制当局は比較的単純な状況でも最適なサービス水準を
識別することは難しい。
これに関して、成果の評価が困難な場合に，あえてインセンティブの
仕組みを導入することの問題点は、Holmstrom and Milgrom (1991)によ
って、multi-task agency の理論として分析している 3 4。Holmstrom and
Milgrom (1991)は、まず、エージェンシーである企業の活動が立証可能
な次元と立証不可能な次元の２種類の評価軸からなると考える。このと
き、立証可能な成果のみに依存する強いインセンティブを与えると、イ
ンセンティブに含まれていない立証不可能な成果を上げる活動を行お
うとするプリンシパルの利害を大きく損ない、結果として何もインセン
ティブを与えない場合よりも悪くなってしまうという結果になること
を指摘している。
インセンティブを与えるときに重要なのは、インセンティブのなかに
含まれない活動がエージェントにとって重要な利害をもつときには、イ
ンセンティブの設計に十分な注意を払う必要があることである。
33 また、 Spence(1975)は、規制されていない独占企業は、供給数量が一
定の場合、品質が過大もしくは過少となることを示した。
34 以下の記述は、政府規制の評価に関する考察である岩本(2001)の整理
を参考にしている。
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第７節 フランチャイズ入札
７．１ 委託化と民営化
地方公営企業の効率化の重要な方策として、委託化や民営化があげら
れる。公益事業についてはフランチャイズ入札という手法が、レント削
減のための手段として注目されている 3 5。
図２．３ 民間化の段階別形態
出所：Menard(2009)をもとに一部修正。
政府が特定企業に独占的な事業免許権を与えると、競争の刺激がない
ために、当該企業が内部効率化を怠る傾向がある 3 6。この弊害を軽減・
除去する手段として古くから実施されてきた一つの方法は、事業免許権
の賦与を一定の期間に限定し、この期間終了後に入札によって特定企業
に免許権を与える方式である。これは、政府や地方公共団体が公共サー
ビスやある種の公益事業サービスの提供にあたって、特定に企業一社に
請負わせることが経済的であると判断した場合に有効である。この場合、
特定の企業に独占的供給権を与えるが、企業に内部効率化のための刺激
35 事前の競争と事後の競争という区分も可能である。事前の競争とは、
ネットワークを設置するための競争であり、独占的供給権をめぐる入札
による。これに対して、事後の競争は、独占的事業者が既に存在してい
るとき、新規参入や料金設定について直接規制を行う場合に、競争を行
わせることである。
36 以下の記述は、植草（ 2000）、山本（2003）を参照した。
民間公共
行政組織 民営企業請負契約
（部分委託）
公営企業 管理契約
（包括委託）
コンセッションリース
公民連携
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を与えることを目的に、一定期間後に、再度、入札によって、より低い
価格でより良質のサービスを提供する企業に独占的供給権を与える制
度である。これはフランチャイズ入札と呼ばれるが、欧米では散見でき
るものの、わが国では現在のところ法規制等の制約もあり、広がりを見
せていない。
地方公営企業では、経営効率化を目的とする委託化のほうが広く取り
入れられている。たとえば、水道事業では、表２．４のような制度が存
在する。
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図２．４ 水道事業における民業化
出所：産業競争力会議（2014）
高い ・民間事業者のノウハウ等の活用が効果的な業務についての民間委託。
・施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター検針、窓口・受付業務など多岐
にわたる。
・業務委託の内容は様々であるが、ほとんどの水道事業者において実施。
・近年は広範な業務を対象とした委託（いわゆる包括委託）も行われている。
・浄水場の運転管理業務等の水道の管理に関する技術上の業務について、水道
法上の責任を含め委託するもの。
・平成13年の水道法改正により創設、平成14年4月から施行されている制度。
・契約期間は3～5年程度とすることが多い。
・第三者委託の導入例は年々増加しており、平成24年4月現在、145の水道事
業で導入。
・公共施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業務全般を一体的に行うものを
対象とし、民間事業者の資金とノウハウを活用して包括的に実施する委託業
務。
・平成23年のPFI法改正により公共施設等運営権制度が位置付けられた。
・日本の水道事業者での導入事例はない（大阪市が検討中）。
・水道事業を実施している地方公共団体が、民間事業者に水道資産を含めた水
道事業を譲渡し、民間事業者が資産を保有した上で水道事業を経営する方法。
・水道法上は市町村の同意を得れば民間事業者も水道事業を経営可能。
・市町村内全域の水道事業を民間事業者が経営している事例はない。
低い ・リゾート地等において計画給水人口が５千人を超える民営水道は９事業。
①個別
委託（従
来型業
務委託）
②第三
者委託
③ＰＦＩ
④公共
施設等
運営権
制度（コ
ンセッ
ション方
式）
⑤完全
民営化
・日本の水道事業者での導入事例は11事例（その他に1事業で予定中）。いず
れも公共が民間事業者に一定のサービス対価を支払う「サービス購入型」に分類
される。
・水道資産を地方公共団体が所有し、地方公共団体と民間事業者の契約によ
り、民間事業者が水道事業の運営権を獲得する制度。
・水道事業の経営を含めたすべての業務について民間事業者が包括的に担うこ
とにより、民間事業者のノウハウや技術力が活かされる余地が大きい。
公
共
の
関
与
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７．２ フランチャイズ入札の課題
フランチャイズ入札は企業の内部効率向上に寄与するが、その実際上
の導入・運用はいくつかの問題も指摘されている。
第一に、フランチャイズ入札制は、必ずしも有効な競争を確保する制
度とはなりえない。その理由の一つは、入札する企業間で談合や共謀が
行われる危険があることである。この危険は特に企業が少なければ少な
いほど大きい。また、免許権をすでに持つ既存企業は新規入札企業に対
して、入札時に戦略上の優位性を確保している場合が少なくない。すな
わち、既存企業は営業期間中にサービスの生産・提供について習熟効果
を獲得して、新規入札企業よりも安価な費用を実現できる可能性が高い。
さらに既存企業は新規企業よりも生産・販売方法や需要構造等について
より多くの情報を確保してしまうので、両社に情報の非対称性が発生し
てしまう。これらが原因となって免許入札制は競争過程による望ましい
成果実現を困難にし、実質的にはその制度を行う意義が失われてしまう
という問題がある。
第二に、既存企業が競争入札において新規参入企業に敗れた場合、既
存企業の資産をどのように処理するかという問題が発生する。入札時に、
既存企業の資産がすべて減価償却されていた、すなわちサンクコストが
ちょうどゼロになっていたと仮定し、その資産の廃棄コストもゼロとす
れば、既存企業の資産処理問題は発生しない。しかし、実際には未償却
資産が残り、新規参入企業が新規投資を行うとすれば、重複投資となり、
産業全体で非効率となる。
第三に、特定企業に独占的供給権を与えることが決定されたとしても、
その後に投資に関する契約をどう設計するか、また契約が有効に履行さ
れているかをどのようにして監視するかという問題がある。契約が長期
にわたるときは、コストや需要や技術が変化するという不確実性が伴う
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ため、契約を詳細かつ明確なものとすることは困難になる。契約が不明
確な場合、企業は技術変化や需要変化に十分に対応できないから、良質
で低価格のサービスを供給するインセンティブに欠けることになる。ま
た、契約期限が終了する時期になると、固定資本の投資を削減し、設備
の維持管理費用を削減する行動をとる可能性が高い。しかし、このよう
な企業の行動を規制する有効な手段を規制当局は持っていない。
以上の理由から、法規制の問題を除いても、技術や需要についての不
確実性が大きな産業や、大規模な設備投資を必要とし、設備の固定性が
大きな、したがってサンクコストが大きな産業においては、フランチャ
イズ入札は採用しにくい。このため、資本集約性の高いネットワーク事
業全体への導入は困難になっている。一方で、バス事業などの比較的資
本集約性の低い事業や、資本集約性の高い産業でも一部の事業を委託す
るといった場合には有効な手法といえる。
第８節 まとめ
以上、本章では、規制の経済学の重要概念を、地方公営企業と関連付
けながら説明を行った。最後に、地方公営企業の課題と規制の経済学上
の概念の関係を考察する。上記の現状整理と検討を踏まえ、本論文にお
ける主要な課題と目的についての概要を述べる。
第一に、地域間格差の実態把握があげられる。公益事業が供給するサ
ービスは、消費者の生活に必要な必需財でもあり、すべての消費者への
アクセシビリティが求められる。こうした必需財の供給について、地域
間格差が進行している可能性があるが、現状において、公益事業の地域
格差を定量的に分析した研究は少ない。こうしたことから、第 3 章では、
公益事業の地域間格差の現状を定量的な把握を試みる。
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第二に、地方公営企業は、費用効率化が求められるが、同時にサービ
ス品質の向上も求められる。規制の経済学では、この費用効率化とサー
ビス品質の関係について論じた研究が数多く存在する。一方で、わが国
においては、費用効率化、あるいはサービス品質についての研究は多く
あるものの、両者の関係について分析した研究は少ない。そこで第 4 章
では、費用効率化とサービス品質の関係性について分析を行う。
第三に、費用効率化施策としてヤードスティック規制に関する検討が
必要である。わが国の公益事業について、規制緩和の流れを受け、イン
センティブ規制であるヤードスティック規制が各事業に実際に一部適
用されている。ただし、このインセンティブ規制について地方公営企業
において十分に機能しいているかどうかについて検証が必要であると
考える。この点について、本論文では、定量分析を行い、制度の改善に
ついて考察を行う。地域間のヤードスティック競争を機能させる仕組み
づくりが必要である。これまでの分析及び考察から、地方公営企業の各
事業の生産性を高めるための方向性として、生産性の向上のために競争
を促進させるインセンティブ規制は重要である。具体的な手段として、
ヤードスティック規制が鉄道事業やバス事業で取り入れられており、地
方公営企業に対しても適用されている。
一方で、地方公営企業は、福祉の増進という目的を課せられており、
前述した、不採算地域におけるサービスの維持やサービス品質の向上を
求められていることが多い。また、わが国においては、地域ごとの外部
環境要因の差異が大きいことが指摘されている。
現行では、バス事業や地下鉄事業の運賃申請における認可に当たり、
一部項目を対象として適用されているヤードスティック規制は、様々な
課題があり、十分に機能しているとはいえない。このことは、規制の厳
格適用や適用範囲の拡大が必ずしも運賃抑制につながらない可能性が
ある。たとえば、他地域の事業体よりも地形的な制約が大きいため建設
コストが高くなる場合に、その建設コストによる運賃引き上げを認めな
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いとすることは、一時的に価格が抑制されたとしても、負債による資金
調達比率を高めることにつながり、中長期的な経営状況の悪化を招く可
能性がある。場合によってはサービス供給の一部停止が生じるリスクが
生じ、供給安定性の低下につながるおそれがある。ヤードスティック規
制に当たっては、外部環境要因をできるだけコントロールしたうえで、
サービス品質を考慮することで競争条件を一定に設定し、地域間、事業
者間競争を促進させる仕組みの改善が必要である。また、コストが割高
である要因を分析し、実効性のあるコスト低下策を講じない限り、本質
的な解決にはつながらない可能性がある。こうした問題については、第
５章において、実証分析に基づく具体的な検討を行う。
第四に、地方公営企業の効率化と適正規模について考察する。現在、
水道事業の広域化施策が推進されるなど、組織統合が進んでいる。地方
公営企業は、産業により最適な規模が異なる。特に、ネットワーク産業
の場合、規模の経済性は必ずしも存在するとは限らず、組織統合が経営
効率化につながらない場合がある。地方公営企業は、企業団という形態
で、複数の地方自治体による運営が可能である。また、状況によっては、
韓国のソウル特別市のように、一つの地方自治体の内部で複数の公営企
業が事業を行うことも理論的には考えられる。
そこで、第６章では、そうした生産規模の変更に対する生産性やサー
ビス品質への影響について、広域化施策が推進され、平成の大合併の影
響を受けている水道事業を対象とした実証研究を行い、明らかにする。
第五に、地方公営企業における効率化のための施策として、公共調達
が注目されている。この点について、規制の経済学においては、入札理
論に基づく理論分析が進んでいるが、わが国の地方公営企業を対象とし
て、具体的な適用を検討した研究は見られない。一方で、ロンドン域内
バスではフランチャイズ入札の成功事例として全面的な適用が見られ
る。ロンドンバスに関する制度設計については、わが国の地方公営企業
によるサービス供給に直接適用することは難しいものの、生産性向上に
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向けた競争環境整備に積極的な対策を講じている方策について参考に
なる点が多く見られる。こうしたことから、第 7 章では、規模と密度の
経済性、サービス品質などの要因を踏まえながら、具体的な海外の事例
を考察し、わが国への効果的な適用についての検討を行う。
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第３章 水道事業の生産性とサービス品質に関する
推移―都道府県集計データを用いた主成分
分析―
第１節 はじめに
本章では、地方公営企業の代表的事業である水道事業を取り上げ、そ
の生産性とサービス品質について、多変量解析により、その状況を定量
的に把握する。特に、地方公営企業の課題である地域格差、地域特性を
中心に分析を行う。
水道サービスは、わが国の国民の大部分が消費している必需財として、
とりわけ高度経済成長期以降、急速に整備・普及が進んできており、水
道普及率は 2009年時点で 97.5％に達している。こうした現状について、
厚生労働省健康局（ 2004）では、「我が国は、水質、水量、事業運営の
安定性などにおいて、世界でも最も高い水準の水道が実現している国の
一つとなっている」と評価している。一方で、総務省（ 2011）は、その
サービスを提供する水道事業について、経営改革、経営健全化、統合化・
広域化、計画的な改良・更新の改良の必要性を課題としてあげている。
このよ うに 水道 サ ービス や水 道事 業 に関す る定 性的 な 評価は みら れ
るが、地域格差の問題について定量的な評価を行った研究は調べた限り
見られなかった。わが国の水道事業・サービスに関わる地域別の状況を
定量的に比較分析することは、今後の水道政策の方向性を検討する上で
有意義であると考える。そこで、本章では、水道事業の地域特性を定量
的に計測し、分析することを目的とする。
本章の以下の構成は次のとおりである。まず、第２節では水道サービ
ス・事業の定量的把握に向けて、先行研究を踏まえ、分析手法について
検討する、次に、第 3 節で、水道サービス・事業にかかるデータ及び変
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数を整理し、分析の枠組みを概説する。更に、第４節で分析結果を示し、
若干の考察を加える。最後に、第 5 節で、これまでの内容をまとめ、今
後の研究課題について述べることとする。
第２節 方法論
わが国 の水 道事 業 を対象 とし た定 量 分析の 先行 研究 で 多くみ られ る
のは、水道事業体単位での効率性・生産性分析である。たとえば、Aida
et al.（ 1998）は、DEA により関東地方の水道事業体の経営効率性につ
いて論じている。 Mizutani and Urakami（ 2001）は、水道事業体の費
用関数を推計し、密度の経済性と規模の経済性を計測している。
水道事業は、給水サービスという単一の財を供給しているとみなすこ
とができるが、その定量的な比較評価にあたっては、事業構造、外部環
境、サービス品質などを考慮する必要がある。例えば、水源や原水水質
などの地理的な外部要因、国・県・一般会計等の外部からの補助金・繰
入金の交付状況 3 7、需要密度など社会的な外部環境条件が挙げられる。
費用効率性や生産性を論じた先行研究では、こうした問題について、モ
デル式にコントロール変数を組み込むといった対応をしている。しかし、
水道サービスの格差については、効率性・生産性分析だけではとらえき
れない面もある。例えば、普及率や財務安定性といった指標は、住民に
とって重要であり、地域間の格差が表れる可能性があるが、効率性測定
ではこうした指標を反映させることは困難な面がある。
こうした問題点を回避でき、定量分析の中では比較的自由度の高い多
変量解析を用いた手法分析が有効と考える。多変量解析は、相互に関連
する多数の測定データを分析し、複雑なデータを簡潔に要約したり、デ
37 たとえば、一般会計繰入金については、総務省通知によって繰入対象
の基準が存在するものの、自治体ごとの裁量により繰入状況は異なる。
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ータの 背後に ある 現象の 構造を 総合 指標化 して明 らか にする 方法で あ
る。水道事業を対象に多変量解析を用いた先行研究として、楠田（ 2010）、
中西（ 2009）があげられる。楠田（ 2010）は、水道事業について、水
道水の水質に関してアンケート調査を行い、そのデータをもとにコンジ
ョイント分析を行っている。また、中西（ 2009）は、回帰分析と因子分
析の両方の側面を兼ね備えた構造方程式モデリングを用いて、経営効率
や補助金、外部要因、水道料金などの相互依存関係を分析している。推
定の結果、水道料金の高さや事業体の非効率性は、必ずしも水道事業体
の経営努力のみに起因するものでなく、外部の環境要因や地方自治体全
体の効率性と関係し合っているとしている 3 8。
以上のことから、水道事業に関する重要指標について比較可能な公表
データが存在するが、指標間の因果関係が複雑であるという性質を考慮
する必要があると考える。アウトプットの水準による地域特性の把握を
行うため、多変量解析のうち主成分分析を採用することとする。このた
め、主成分分析においては因果性の分析は行うことが難しいことから、
水道事 業にと って 重要な 要素と なる 水源や 補助金 など が与え る水道 事
業への影響については、本稿では対象外とする。
主成分分析は、サンプルの総合的特性を抽出する手法の一つであり、
多数の 変数か らな る数量 データ をで きるだ け情報 を減 らすこ となく 縮
約し、そのデータの背景にある特性を見つける手法である 3 9。なお、同
様の性質を有する多変量分析の手法として、因子分析が挙げられる。因
子分析は、観察されるデータと少数の潜在的な因子との間の関係を示す
統計モデルをあらかじめ想定し、そのモデルに適合しているかを分析す
38 また、補助金ダミーを収益的収支の収入に入る補助金・繰入金はすべ
て対象とすることとした結果、委託料と正の関係、つまり、委託率が高
いほうが非効率との結論を導いており、疑問が残るとの見解を述べてい
る。
39 主成分分析を用い、都道府県別の地域特性を分析した先行研究として
は、費目別の消費水準を分析した佐藤（ 2002）、情報通信環境の整備水
準を分析した李・永野（ 2004）、畑農（ 2009）などがある。
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る手法である。しかし、本稿においては、モデルの設定をあらかじめ行
うことはせず、データの分析の結果に基づく解釈を行うことから採用し
なかった。
多変量解析の手法は数多くあるが、その目的によって適切な手法は異
なる。ここでは、複数の指標から代表的な総合的な指標を作成し、全体
的な傾向を捉えることを目標とする。この目標に適切な手法として、回
帰分析、判別分析、主成分分析、数量化Ⅰ類、数量化Ⅲ類などが挙げら
れるが、因果関係が複雑であったり、相互作用がある場合、かつ変数が
数量で測定できる場合は、主成分分析や因子分析が適切であるとされて
いる。
第３節 データと変数
水道事業は、他の公益事業と比較して格段に事業者数が多いことが特
徴である。また、水道サービスを提供する事業者には規模や業務範囲が
異なる事業者がある。具体的には、表３．１に示した事業者のうち、利
用者の数からいえば、上水道事業が９９％を占めるが、用水供給事業者
から浄水された水道水を受水している事業者も数多く存在している。
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表３．１ 水道事業の種類
出所：総務省（２０１４）
http: / /www.soumu.go. jp/main_content/000144865.pdf
こうしたことから、事業体レベルでの分析にあたっては、サンプリン
グにおけるバイアスの除去などデータの事前整理が煩雑になる。そこで、
本章では、都道府県別の集計データを用いて分析を行うこととする。事
業体別の分析では、規模の経済性や密度の経済性、用水供給事業者との
関係による範囲の経済を考慮する必要があるが、本章では都道府県別の
アウトプットの水準に限定して評価を行うことから、この点を考慮して
いない。
また、地域間の時系列変化を把握するため、パネルデータを用いるこ
ととする。このため、水道サービスについて都道府県別のデータがまと
事業数 設置者 概要
一般の需要に応じて、水道により水を供給す
る事業。ただし、給水人口が100人以下である
水道によるものを除く。
上水道事業 1,465
原則地方公
共団体
給水人口が5,001人以上である水道により、水
を供給する水道事業
簡易水道事業 6,886
原則地方公
共団体
給水人口が5,000人以下である水道により、水
を供給する水道事業
専用水道 7,964 設置者
寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水
道その他水道事業の用に供する水道以外の
水道であって、次のいずれかに該当するもの
・ 100人を超える者にその居住に必要な水を
供給するもの
・ その水道施設の１日最大給水量が20㎥を超
えるもの
― 設置者
水道事業の用に供する水道及び専用水道以
外の水道であって、水道事業の用に供する水
道から供給を受ける水のみを水源とするもの
101
原則地方公
共団体
水道により、水道事業者に対してその用水を
供給する事業
水道事業
簡易専用水道
水道用水供給
事業
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められた日本水道協会編『水道統計』から、入手できた直近のデータで
ある 2008 年度のデータに加えて、 1990 年度、 2000 年度のデータをプ
ールド・データつまり、各都道府県の各年度のデータはそれぞれ独立で
あると仮定して使用する。
ここでデータの観察期間である 1990 年度から 2008 年度までの水道
事業の産業組織の構造を確認する。水道事業において、新しい経営手法
の導入、水道事業の経営健全化、統合化・広域化、安全な水の供給など
に向けた施策が国の方針として進められた。しかしながら、規制緩和の
流れから委託対象範囲の拡大は進んだものの、水道法にある市町村経営
原則主義のとおり、ほとんどが市町村または市町村が出資する水道企業
団が運営する地方公営企業によって運営されてきた。したがって、民営
化の推 進など の経 営形態 につい ての 大きな 政策変 更は なかっ たとい え
る。
次に、分析に用いる変数について検討する。水道事業の重要指標は、
数多く存在する。たとえば、日本水道協会が策定した水道事業ガイドラ
インでは、１３６項目の水道事業のベンチマーク指標を示しており、数
多くの水道事業体が自主的に公表を行っている。しかしながら、測定方
法が複数あるなどの理由により、クロスセクション分析が困難である指
標も多い。また、どの指標が優先順位が高いかについて一致した見解は
ないと考えらえる。
ただし、総務省が毎年度公表している『水道事業経営指標』では、給
水面積 当たり の有 収密度 などで 分類 したな どで分 類し たグル ープご と
にベンチマークを行うための指標を取り上げている。このため、本稿で
は、『水道事業経営指標』に掲載されている指標について、出典データ
である水道統計から抽出あるいは作成可能な指標であり、相関性の少な
く、かつ都道府県別の集計データについて比較可能な指標を選定した。
具体的には、「普及率」「稼働率」「有効率」「自己資本率」「料金回収率」
である。これに、品質面で重要な指標とされている「高度浄水処理率」
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を加える。その定義と意味は表３．２のとおりである。また、各変数間
の単純相関係数は表３．３のとおりである。
表３．２ 変数とその定義
変数名 定義・意味
１ 普及率 行政区域内人口に対して、実際に給水している
人口を示す。水道サービスが行われているかを
示す。
２ 高 度 浄 水 処 理
率
通常の浄水処理では十分に対応できない臭気物
質、トリハロメタン前駆物質、色度、アンモニ
ア性窒素、陰イオン界面活性剤などの処理を目
的として、通常の浄水処理に追加して導入する
浄水処理法を行っている浄水量の割合。高い値
は、基準よりも高い水質処理がなされているこ
とを示すが、低い値の場合は、原水水質が良い
ため、高度処理を行う必要がないことも考えら
れる。
３ 負荷率 一日最大給水量に対する一日平均給水量の割合
を表すもの。この比率は水道事業の施設効率を
判断する指標の一つであり、数値が大きいほど
効率的であるとされている。水道事業のような
季節的な需要変動がある事業については、給水
需要のピーク時に合わせて施設を建設すること
となるため、需要変動が大きいほど施設の効率
は悪くなり、負荷率が小となる。このことから
負荷率を大にすることが経営の一つの目標とな
る。反対に、この指標が高すぎる場合、水利用
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の余裕のなく、渇水リスク等への対応が弱いこ
とも言える。
４ 有効率 浄水量に対して、末端の使用者にまで水が供給
できた割合を示す。漏水率などが高い場合、有
効率は反対に低くなり、給水安定性や管路の健
全度も間接的に示す。
５ 自己資本比率 出資金のうち、一般会計や公募債市場など他か
らの借り入れではなく、自己資金により出資し
た比率である。高いほど、経営上の安定性が高
いことを表す。
６ 料金回収率 有 収 水 量 １ ｍ ３ を 供 給 す る に か か る コ ス ト を 示
す供給原価を、１ｍ ３ 当たりで得られる収益であ
る給水収益で割った数値で、いかに資金を回収
できるかを示す。自己資本比率がストック面で
の財務健全性を示すのに対して、この指標はフ
ロー面での財務健全性を示す。
出所：日本水道協会（2003）に基づき作成
表３．３ 変数間の相関係数
指標の選定に当たっては、負荷率は、施設利用率や最大稼働率と強い
相関がみられ、給水安定性や施設利用の効率性の観点から選定した。施
設利用率は、１日配水能力に対する１日平均配水量の割合を示すもので、
いわゆる平均利用率のことであり、最大稼働率は１日配水能力に対する
普及率 高度浄水率 負荷率 有効率 自己資本比率 原価回収率
普及率 1 0.0440 0.1752 0.2145 0.2843 -0.0231
高度浄水率 0.0440 1 0.1851 0.4209 0.1472 -0.1875
負荷率 0.1752 0.1851 1 0.3326 0.5348 0.2171
有効率 0.2145 0.4209 0.3326 1 0.5146 -0.1113
自己資本比率 0.2843 0.1472 0.5348 0.5146 1 0.1880
原価回収率 -0.0231 -0.1875 0.2171 -0.1113 0.1880 1
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１日最大配水量の割合を示す。また、負荷率や施設利用率が低い場合に
は、一部の施設が遊休状況にあり、投資が過大であることを示している。
一方、負荷率が 100％に近い場合には、安定的な給水に問題を残してい
るといえる。
有効率は、定義上、水道事業の重要指標の一つである漏水率と相関性
が極めて高く、漏水率の代理変数ととらえることもできると考えた。
選択した変数の基本統計量は、表３．４のとおりである。表中の平均
値や標準偏差が示す通り、変数の単位が異なり、ばらつきも大きい。分
散共分散行列の固有値問題を解いて、主成分を求める場合には、各変量
の単位の取り方によって結果が異なってくる 4 0。つまり、変数によって
測定単位の質が異なる場合、結果が選んだ単位に依存して決まるバイア
スが生じる可能性がある。このため、前節で説明した相関行列による主
成分分析を行う。
表３．４ 変数の基本統計量
第４節 分析結果とその解釈
上述のデータと手法によって計測された主成分の寄与率は表３．５、
負荷量の散布図は図３．１のとおりである。
4 0 詳細については、田中・脇本（ 1983）を参照のこと。
普及率 高度浄水率 負荷率 有効率 自己資本比率 原価回収率
平 均 96.4 15.3 82.0 89.7 52.1 96.9
標準偏差 3.32 17.09 4.05 3.52 10.64 5.40
分 散 0.11 2.92 0.16 0.12 1.13 0.29
最 小 79.1 0.0 61.3 78.8 25.1 82.7
最 大 100.0 87.6 90.5 96.7 76.0 110.4
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表３．５：主成分の寄与率
図３．１ 負荷量
主成分 分析 によ っ て得ら れた 成分 を どこま で採 用す る かの判 断基 準
として一般的に用いられるのは、累積寄与率が 70％になること、固有
値が１以上であることの２つである。分析結果では、第二主成分までの
累積寄与率が 59％であり、 70％に満たなかった。しかし、第３主成分
以降の固有値が１未満であった。このことから、第２主成分までを採用
することとする。
主成分１ 主成分２ 主成分３ 主成分４ 主成分５ 主成分６
固有値 2.2220 1.3200 0.9364 0.6224 0.5511 0.3481
寄与率 37.03% 22.00% 15.61% 10.37% 9.19% 5.80%
累積寄与率 37.03% 59.03% 74.64% 85.01% 94.20% 100%
普及率
高度浄水処理率
負荷率
有効率
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第１主成分は、自己資本比率、負荷率、有効率の係数が正の値で大き
くなっている。自己資本比率は、自己資金による資金調達の効率性の高
さも示し、負荷率は施設利用効率の高さ、有効率は漏水等の水資源の損
失の少なさを示す。このことから、第１主成分を効率性の高さと解釈す
る。ただし、負荷率は地理的な制約大きい水源の確保しやすさに大きく
影響を受ける。また、自己資本比率もそれまでの資金回収率などの影響
を受ける。こうしたことから、ここでいう「効率性」は内部経営努力だ
けを示す指標ではないことに留意する必要がある。
第２主成分は、原価回収率が正の値で高く、高度浄水率が負で高い値
を示している。この結果の解釈は難しいが、数値が高い場合は堅実性が
ある、低い場合にはサービス重視と解釈する。
各都道府県の主成分得点の位置関係を示した結果は、図３．２から図
３．４のとおりである。
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図３．２ 1990 年度の主成分得点
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図３．３ 2000 年度の主成分得点
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図３．４ 2008 年度の主成分得点
また、各年度の平均値と標準偏差は表３．６のとおりである。
表３．６ 分析結果の年度別データ
この図表から解釈できることとして、まず、静学的に地域的な傾向が
一定程度見られることが分かる。たとえば、図３．４の右側にあるのは、
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東京都、大阪府、埼玉県といった都市部が多い都道府県が多い。また、
その左側で平均よりもやや右側に位置しているのは、岡山県や香川県、
福岡県など、一般的に渇水リスクが高い地域と言われている都道府県で
ある。
次に、都道府県全体の時系列における推移についてみると、第１主成
分、第２主成分ともに上昇傾向にあると考えられる。表３．６のとおり、
年度別の平均値が時間の経過とともに上昇傾向にあり、図中の各都道府
県の印も全体として右上の方向に動いていることから読み取れる。これ
は、料金回収率、自己資本比率、有効率といった個別指標が上昇傾向に
あることを考慮すれば、おおむね直観的な推測と一致する結果と言える。
さらに、都道府県間の位置関係について、図３．２から図３．４を比
較してみると、東京都のように変動が大きい都道府県が一部見られるも
のの、おおむねの安定しているようにみえる。このことを検定するため、
都道府県の第１主成分と第２主成分のそれぞれについて、年度別に、数
値の大きさに従って１位から 47 位まで順位付けし、その順位に統計的
に変動があるかどうか Kendall の一致係数を求めることにする。この結
果、第１主成分は 0.912、第２主成分は 0.824 と高い数値を示した。こ
れは、１％水準で有意に都道府県の年度間の順位が一致していることを
意味する 4 1。この結果について、水道事業は装置産業であることから、
政策変更による効果が出るのに時間がかかる、あるいは、政策的な大き
な変更がないということを意味しているものと解釈できる。
これに加えて、都道府県間の格差の傾向をみる。まず、観察期間であ
る 1990 年度、 2000 年度、 2008 年度の間でバラつきに差があるかにつ
いて、正規性の仮定に依存しない、等分散性に関する Levene の検定を
行った。この結果、第１主成分の検定統計量は 0.012、有意確率は 0.989
である、第２主成分の検定統計量は 0.438、有意確率は 0.646 であった。
41 Kendall の一致係数は 0 から 1 までの値をとり、１に近いほど相関性
が高いことを意味する。
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このことは、ともに 0.05 よりも大きいことから、３期間において等分
散であるという仮説は棄却されない。このことから、都道府県の格差は、
都道府県の格差は、バラつきに有意な差が見られない、すなわち拡大傾
向も縮小傾向も統計的には見られないことが示唆される。
第５節 まとめ
本章では、水道事業・サービスを代表する指標を変数として用いた主
成分分析により、地域特性の抽出及びその時系列的変化の分析を行った。
得られた主な結果は以下のとおりである。第一に、都道府県別の特性は
一定程度存在する。第二に、都道府県別の変動をみると、総合指標であ
る主成分は上昇傾向にある。第三に、都道府県の位置関係は、観察期間
においては概ね安定している。第四に、都道府県間の格差は、ばらつき
は見られない。
最後に、本章に残された課題について述べる。まず、本章では、公表
され、信頼度の高い指標のみを変数として使用しているため、水道サー
ビス及び水道事業の特性を完全にとらえているわけではない。また、都
道府県別集計データであるため、事業体レベルの格差は考慮されていな
い。このほか、データの制約から、水道事業の重要部分を構成する用水
供給事業を除いている。具体的には、大阪府や埼玉県において、用水供
給事業者が多くの末端供給事業者に用水供給している。本章ではこうし
た状況を分析上考慮していないため、その県全体の実態を適切に反映し
ていない可能性がある。
今後 の水道 事業 のあり 方につ いて の具体 的な政 策的 含意を 導くた め
には、都道府県の財政状況や地理的条件など外生的要因との因果関係も
把握する必要がある。このため、他の多変量解析の手法などにより、さ
らに詳 細な水 道事 業の地 域特性 を分 析する ことを 今後 の研究 課題と し
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たい。
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第４章 水道事業における生産性とサービス品質の
比較評価―外部環境要因を考慮した比較分
析―
第１節 はじめに
わが国の水道事業は、年間約 3 兆円に及ぶ産業であり、社会的インフ
ラとして、重要な役割を担っている。この水道事業の効率性を定量的に
分析する研究について、海外では 1980 年代から、わが国においても 1990
年代後半から数多くみられるようになってきた。しかしながら、その多
くの研究が、ミクロ経済理論に基づき、計量経済学あるいはオペレーシ
ョンズ・リサーチの方法論に重点を置いた研究であり、水道事業の産業
特性を十分に考慮した分析研究は少ないのが現状である。そこで、本稿
では、わが国の水道事業の効率性について、水道事業にとって重要であ
るサービス品質および外部環境要因の視点から評価を行い、さらにそれ
を考慮した実証分析を試み、今後の水道事業の政策的な課題を明らかに
することを目的とする。
本章の構成は以下のとおりである。まず、次節で、水道事業の効率性
計測に当たって考慮すべき論点を整理する。第 3 節では、水道事業の効
率性分析に関する先行研究のサーベイを行う。続いて第 4 節では、前節
を踏まえ、 DEA を用いて実証分析を試みる。最後に第 5 節で、まとめ
と今後の課題について述べることとする。
第 2 節 水道事業の特性
本節では、わが国水道事業の産業特性について簡単に整理した後、効
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率性分 析を行 うに 当たっ て考慮 すべ きサー ビス品 質お よび外 部環境 要
因について具体的に論じていく。
２．１ 産業構造
水道事業の効率性を計測するにあたって必要となる、わが国の水道事
業の産業特性について、経営主体、水平構造、垂直構造に分けて概説す
る。
まず、経営主体についてであるが、世界的には地方政府が運営する公
営企業が主体である。たとえば、アメリカをはじめとする多くの国では、
民営の水道事業者も一定数存在しているものの、公営の水道事業者が多
数である。わが国の水道事業も、近代水道事業が創設されてから現在に
至るまで、水道法第６条により、市町村が原則的に経営することとされ
ており、実際にも地方公共団体が中心となって運営されている 4 2。ただ
し、イギリスのイングランドおよびウェールズでは、 1989 年に公社形
態から 民営株 式会 社へ移 行した よう に一部 の国で は民 営化が 進めら れ
ている。また、フランスでは、 19 世紀より包括的な民間委託が取り入
れられている。
このため、水平構造を決定する水道事業の経営規模は、市町村の住民
人口と水道事業体の需要者である給水人口がほぼ等しいことが多い。し
たがって、市町村間の住民人口にばらつきがあることに伴い、水道事業
体の規模に関して、ばらつきが生じている。
また、水道事業の垂直構造について、図４．１により、水道水が水源
から需要者に届くまでの過程を模式的に示している。貯水・取水から配
水まで一貫して行う事業者が存在するだけでなく、浄水処理までの上流
部分を担う用水供給事業者から受水する末端給水事業者も存在する。ま
42 現在の民営水道事業者はリゾート地に限られている。過去においても、
戦前の東京都における東京水道株式会社、日本水道株式会社や 1970 年
代末まで千葉県野田市の大部分を給水区域としていた野田水道株式会
社などの民営水道会社は例外的な存在であった。
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た、ダムや遊水地のような貯水施設や、取水堰などの取水施設について
は、国土交通省や独立行政法人水資源機構が一括して整備・運用を行い、
水道事業体はその費用を負担金として支払うという形態も見られる。さ
図４．１：水道事業における垂直構造のイメージ
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らに、井戸からの揚水などによる自己水源から取水して浄水を行うのと
同時に、用水供給事業者が浄水処理をした水を受水する末端供給事業者
も存在する。以上のように、我が国においては、貯水から浄水過程まで
の上流部分について、明確に事業範囲が画定されていない構造となって
いる。また、下流部分にある給水過程について、水道事業体と消費者の
責任の範囲が地域によって異なっている。具体的には、家庭や工場など
の消費 者の敷 地内 につい ては全 て消 費者に 管理責 任が ある地 域もあ れ
ば、消費者の敷地内にある水道メータ部分まで水道事業体に管理責任が
ある地域もある。
２．２ サービス品質
水道普及率は 1970 年代には 90％を超え、それまでの建設拡張中心の
事業から、維持更新の事業へと移行した。このため、わが国の水道事業
は、単に水を供給するということだけではなく、安全でおいしい水を安
定的に供給するという、より高いサービス品質が求められることとなっ
た。ここでは、水道サービスの品質について、水質、給水安定性、対人
サービスに整理し、費用面に対する影響の点から整理する。
まず、水道水の水質であるが、わが国では、飲用水としての「安全で
おいしい水」が求められている。安全性を高める対策として、水道水を
飲用し た場合 に健 康に悪 影響が 生じ る可能 性が指 摘さ れてい るアス ベ
スト管や鉛管の解消の取り組みがなされているが、事業体によってその
進捗に差が生じている。また、近年、微量有害化学物質やクリプトスポ
リジウ ムなど の耐 塩素性 病原生 物を 除去す る取り 組み も求め られる よ
うになっている 4 3。おいしい水への取り組みとしては、カビ臭などの異
臭味の除去対策がなされている。これには、オゾン処理、活性炭処理な
43 耐塩素性病原生物対策として、紫外線照射設備の設置などの対策が
必要となる。
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どの高度浄水処理や膜ろ過処理が必要とされ、多額の設備投資が必要と
なるほか、浄水処理において動力費が増加する。
次に、水道サービスの安定供給も重要な視点である。具体的には、ま
ず、渇水や地震などの自然災害、および水質事故や情報システム障害、
停電、テロなどの社会的被害に対して、水の供給を停止させないという
リスクへの安定性がある。また、平常時においても水圧を一定に保ち、
水道設備の損傷による断・濁水が生じないようにするという安定性も求
められている。水道供給の安定性を保持するためにもっとも必要とされ
ることは、水道管をはじめとする水道施設の定期的な維持・更新である。
具体的な対策として、水道システムの耐震性を強化するために、管や継
手の材質の高機能化が行われている。また、供給区域の密度の高い地域
では、給水ルートの多系統化・ループ化を行い、断水リスクを低減させ
る取り組みが行われている。このほか、貯水・浄水・給水施設の耐震工
事や薬品や材料の備蓄を行っている。さらに、停電対策として、電源系
統の二重化や非常用自家発電設備の設置を行っている。また、飲用水を
多数の消費者に提供するという特性から、水質事故やテロ対策などの危
機管理対策も重要である。こうした対策について、国や日本水道協会が
一定の基準を示しているものの、取り組みの実施率については事業体に
よって異なっている。渇水対策としては、漏水量の低減と水源の確保が
重要である。水源の確保については、地理上の制約により新規開発は容
易ではなく、コストも多大になる。
また、徴収や給水に当たってのソフト面でのサービスも重要であり、
事業体によって格差が生じている。具体的にはメーターの検針の回数が
あげられる。水道使用量の検針回数は事業体によって異なるが、メータ
ーの検針回数の増加は、人件費や委託費に反映される。また、水道料金
の支払い方法について、口座振替や振替用紙が中心となっているが、支
払い窓口の範囲が事業体により異なり、事業体間で利便性の格差が生じ
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ている 4 4。さらに、水道利用の手続きについて、電話受付や郵送受付の
ほか、インターネットによる申請が可能な事業体もある。これらソフト
面のコストは、人件費や委託料に影響する。
以上の水道事業のサービス品質について、いくつかの特徴を見出すこ
とができる。第一に、その品質の多様性がみられることである。例えば、
日本水道協会が 2005 年に作成した「水道事業ガイドライン」は、水道
サービスに関する品質指標を定めているが、137 項目にわたっている 4 5。
このため、品質についての客観的な測定・評価が困難といえる。第二に、
水質の安全性対策や災害対策など、消費者にとってそのサービス水準を
測定することが困難であり、情報の非対称性が生じやすいものが多いこ
とがあげられる。第三に、多くのサービス品質が、施設に備わっている
技術水準に基づくものであるため、品質を改善させるためには多大な費
用および時間がかかることがあげられる。具体的には、わが国における
水道事業全体の固定資産比率は 2007 年度において 91.4％と極めて高い
数値である。一方で、水質や給水安定性などのサービス品質は、水道資
産の大 部分を 占め る管路 や浄水 設備 などの 固定資 産を 全面的 に取り 替
えない限り、改善が難しい面がある。
2.3 外部環境要因
水道事業は、電力や情報通信事業などの他の公益事業と比較して、外
部環境要因に大きく依存する事業である。事業の効率性を分析する前提
として、外部環境条件を考慮する必要がある。ここでは、具体的に自然
環境要因と社会環境要因に分け、分析において留意すべき条件を整理す
る。
44 具体的には、口座引落しによる支払いが可能な銀行数、振替用紙によ
る支払いが可能なコンビニエンスストアの店舗数は、水道事業体により
大きく異なっている。
45 これらの指標は算出・公表に強制力がないことから公開していない事
業者も多く、また、指標の算出方法が事業体によって異なるため、事業
体間の分析を行うことが困難な状況にある。
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まず、自然環境要因であるが、上流からみていくと、水源があげられ
る。人口増加などの理由により、新規水源が必要となる都市部では、水
源不足が生じ、結果として、ダムや貯水池、河口堰、農業用水の転用な
どによる新規水源の開発が必要になる。こうした施設の建設・維持によ
る負担は、減価償却費、修繕費、受水費などに反映される。
次に、原水水質であるが、原水水質が悪い場合、凝集や脱臭、ｐ H 調
整などにかかる薬品の注入量が多くなり薬品費が増加する。また、地下
水源であれば、揚水ポンプや塩素注入施設のみが必要とされるのに対し
て、水質が悪い河川水を取水する場合、ろ過池や沈殿池などの大規模施
設が必要となり、その結果、施設の建設に伴う減価償却費や、設備の維
持管理に伴う修繕費が発生する 4 6。また、一般的な浄水処理よりも水質
を高める高度浄水処理の一種であるオゾン処理や膜ろ過処理の場合、多
くの電力が必要とされる。その結果、オゾン処理や膜ろ過処理は、通常
の浄水処理と比較して動力費が多額になる。
また、給水区域の地形も重要な要素である。取水地点が浄水施設より
も上流にある場合、自然流下により動力はかからない。他方で、取水地
点が浄 水施設 より も下流 にある 場合 はポン プによ る圧 送が必 要にな る
ため、動力費が生じる。また、浄水施設よりも消費者に給水される場所
が高い場合、あるいは送水経路に起伏がある場合、同様に圧送するため
のポンプ設備が必要となる。したがって、浄水地域及び給水地域の起伏
が大きいほど、ポンプ施設の整備費および動力費が多額になる。
土質もコストに大きく影響を与える。一般に、水道管は埋設されてい
る土質によって腐食・劣化が進み、取替えの必要が生じるが、地域によ
って土質が異なるため、同じ材質の水道管でも実際の寿命が異なってく
る。水道管の耐用年数は、公営企業法施行規則により 40 年と定められ
46 浄水方法は、原水の水質に影響されることから、効率化を図ることを
目的として浄水方式を変更することが困難な場合が多い。
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ているが、水道管の減耗状況は大きく異なり、漏水率や資本費の多寡に
反映されることとなる。水道事業の固定資産の約 3 分の 2 が、水の輸送
にかかる施設が占めていることから、金額的な影響は大きい 4 7。
また、気候的要因もコストに関係する。水道管の埋設の深さが工事費
に影響することから、近年、浅層埋設が許可され、コスト低減化を図っ
ているが、寒冷地では、凍結による損傷を避けるため、凍結深度以下に
埋設する必要がある 4 8。また、豪雪地帯では、積雪期において、水道管
の工事やメーターの検針に支障が生じることから、コストに影響する。
さらに、社会経済的な要因についても、コストの関連性が大きい要素
が多く存在すると考えられる。
まず、需要者の数および使用用途に大きな影響を受ける。需要者の密
度が高ければ、その分、管路を敷設する必要性が少なくなる。また、家
庭用と業務用の比率によって、大きく需要が変化する。反対に、交通状
況の稠密度がコストを増加させる要因にもなりうる。具体的にいうと、
都市部において、交通管理者や道路管理者との調整が比較的多く必要と
なり、その結果、長期工事や夜間作業、水道管の埋設深度の深い工事が
増加し、人件費や委託料、請負費の増加につながる。
次に、資本の調達であるが、水道事業は、資金調達のため、料金収入
のほか、企業債、および補助金、一般会計繰入金を原資としている。企
業債の借入れに当たっては、支払利息等が発生するが、借入れ時の利率
に影響される。また、民間企業と異なり、短期的な借り入れは厳しく制
限されている。このように、資金の調達の効率性について、水道事業体
のコントロールできる余地がほとんどないのが現状である。
また、職員給与費などの人件費についても、水道事業体としての裁量
の余地が小さい。地方公営企業法により、地方公営企業は、一般会計部
47 厚生労働省（ 2004）による。
48 詳細については、茂庭（ 2007）を参照。
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門とは独立に、弾力的な給与制度が設けられることができるとされてい
るが、実際には、ほとんどの事業体で条例によって決定される一般会計
と同じ給与体系を適用している 4 9。
以上のように、外部環境要因について、水道事業体の経営によるコン
トロールが不可能もしくはきわめて困難な要素が多く存在する。
2.4 分析に必要な視点
これまで論じてきたとおり、わが国の水道事業について効率性分析に
当たって、品質を一定とし、かつ外部環境を考慮せずに、企業がコント
ロール 可能な イン プット 要素と 産出 量の組 み合わ せだ けで測 定する こ
とは、実態と乖離した結果が生じる可能性がある。
図４．２：効率性分析において考慮すべき視点
出所：筆者作成
そこで本章では、図４．２に表したとおり、コントロール可能なイン
プットと量的アウトプットに加えて、外部環境要因および品質サービス
が効率性に及ぼす影響について考慮した分析を試み、その結果について
考察することとする。
具体的な効率性についての分析手法であるが、水道事業の効率性を分
49 労働生産性の点から見ると、地方自治体の他の組織と一括して人事採
用・配置が行われることが多いため、水道事業以外の部局との人事異動
によって経験による技術的蓄積が進まず、非効率性が生じている可能性
がある。
コントロール可能
なインプット
外部環境要因 品質サービス
量的
アウトプット
事業体
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析した先行研究としては、大きく、トランスログ型費用関数などに特定
化したパラメトリックな方法と、DEA（包絡分析法）によるノンパラメ
トリックな方法に分けられる。本研究では、費用関数の推計で用いられ
る企業の利潤最大化行動などの経済学的な仮定を多く必要としない、Ｄ
ＥＡを採用することとする。
第 3 節 先行研究の整理
前節で述べた論点に基づき、海外およびわが国の水道事業を対象とし
た DEA による先行研究の概要について述べていく。
海外の水道事業者を対象とした実証研究は、 1980 年代から近年にい
たるまで多くの研究がある。 Byrnes, Grosskopf and Hayes (1986)は、
アメリカの水道事業を対象として、公営企業と民営企業の効率性比較を
行い、有意な差はないという結論を導いている。 Lambert ,Dichev and
Raff iee (1993)も同様に、アメリカを対象として、公営企業と民営企業
の効率性比較を行い、技術的効率性については、公営企業のほうが効率
的であ るが、 規模 の効率 性につ いて は、有 意な差 がな いとし ている 。
Cubbin and Tzanidakis (1998)は、イギリスを対象として、回帰分析と
DEA による効率性計測の手法の比較を目的とした分析を行い、回帰分
析、 DEA ともに比較効率性分析の手法として有効だが、比較対象の数
が 少 な い と 不 正 な 操 作 が な さ れ る 恐 れ が あ る と 結 論 付 け て い る 。
Anwandter and Ozuna (2002) は、メキシコの上下水道を対象として、
メキシ コ政府 が行 った水 道事業 につ いての 制度改 革の 影響に ついて 分
析し、水道事業についての国から地方公共団体への経営主体の移行およ
び独立規制機関の設置が効率化に影響を与えていなかったとしている。
Tupper and Resende (2004)は、ブラジルの上下水道事業を対象として、
DEA と回帰分析を組み合わせた多段階アプローチにより外部環境要因
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を考慮した分析を行っている。 Garcia-Sanchez (2006)は、スペインの
水道事業を対象として、 DEA による生産性分析を行い、外部環境要因
である人口密度は効率性と有意に正の関係を持ち、規模の効率性は、技
術的効率性よりも大きく影響するとしている。Erbetta and Cave（ 2006）
は、イングランドおよびウェールズの上下水道事業を対象として、DEA
と確率的フロンティア分析を組み合わせて、プライスキャップ規制の影
響 に つ い て 計 測 し 、 効 率 性 が 上 昇 し て い る と の 結 論 を 導 い て い る 。
Picazo-Tadeo, Saez-Fernandez and Gonzalez-Gomez(2008)は、スペイ
ンの上下水道事業を対象として、 DEA により質的インプットを考慮し
た分析を行い、水量と品質にはトレード・オフの関係があると結論付け
ている。
わが国の水道事業を対象として、 DEA を用いた先行研究としては、
Aida, Cooper,Paster,and Sueyoshi（ 1998）、中山（ 2000）、高田・茂野
（ 2001）、中山（ 2002a）、中山（ 2002b）、原田（ 2004）、中山（ 2008）
などがある。
Aida et al（ 1998）は、関東地区の水道事業者を対象として、各事業
体の効率性を個別に分析している。中山（ 2000）は、関西地区の水道事
業体を対象とし、規模の効率性を計測し、市営の水道事業者については
規模に関して収穫逓減が多く、町村営の水道事業者については規模に関
して収穫逓増が多いこと、価格の高い事業体で非効率性が高いことなど
を示している。高田・茂野（ 2001）は、関東地区の用水供給事業者およ
び茨城県の末端供給事業者を対象として効率性を測定し、その要因分析
を行っている。中山（ 2002a）は、兵庫県内の水道事業者を対象として、
マルムキスト関数による時系列分析により、配分効率性と技術的効率性
を計測し、観測期間を通して、技術効率性も技術変化も下降傾向になる
との結論を得ている。同じく中山（ 2002b）は、兵庫県の水道事業者に
ついて、 DEA による効率性と確率的フロンティア関数に導かれた結果
とを比較し、一定の相関性が見られると結論付けている。原田（ 2004）
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は、わが国の水道事業者を対象に、 DEA と確率的フロンティア関数に
より水道事業の技術効率性を計測し、順序プロビットモデルによって非
効率性の要因分析を行っている。中山（ 2008）は、中京圏の水道事業者
を対象に、 DEA とトービット推定を用いた多段階アプローチによる分
析を行い、制御可能な費用の割合を求めることができるなどの条件を満
たせば、ヤードスティック競争を導入することが可能であるとの結論を
導いている。
以上のように、わが国でも 10 年ほど前に、DEA による研究が始まり、
その後、方法論についても精緻化が図られるようになった。しかし、わ
が国の水道事業に関する DEA 分析は、インプットに水量あるいは給水
人口のみを産出要素として採用した、つまり品質が均一であることを前
提とした研究であり、また、外部環境要因を考慮した分析はほとんど見
られていない。
第 4 節 計量分析
本節では、前節までに述べた課題を踏まえ、実際のデータによる計量
分析を行う。
4.1 DEA の基本的概念
DEA の基本的な概念については、先行研究に多くの記載があり、こ
こでは簡単な説明にとどめる。
DEA は、オペレーションズ・リサーチやマネジメント・サイエンス
の分野で発展してきた線形計画法の一手法である。もっとも効率的な意
思決定者（ DMU,decis ion making unit）を結びつけることによって、
ノンパラメトリックに生産フロンティアを推定し、そのフロンティアか
らの距離により効率性を計測するものである。関数形の仮定や誤差項の
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分布に 関する 仮定 が必要 ないこ とや 複数の 投入要 素と 産出要 素を同 時
に考慮 して効 率性 を明示 的に導 出で きると いった 方法 論上の メリッ ト
が存在する。他方で、データのノイズを明示できないというデメリット
を有している。
DEA を 大 別 す る と 、 規 模 に 関 し て 収 穫 一 定 の モ デ ル で あ る
CRS(constant returns to scale)と規模に関して収穫可変なモデルであ
る VRS(variable returns to scale)があるが、本稿では、 VRS を採用す
る。これは、高田・茂野（ 1998）など、水道事業の規模の経済性につい
て、費用関数を用いて推定した先行研究において、規模の経済性あるい
は規模の不経済性が生じているとの結論に基づくものである 5 0。
本章で用いるＤＥＡに関する基礎的な手法を概説する 5 1。まず、݊個の事
業体があり、そのうち 番݆目の事業体が ݉個の投入項目と ݏ個の産出項目を選
択するとす る。この とき、事業 体 に݆おける投入デー タを ݔଵ௝,ݔଶ௝,⋯ ,ݔ௠ ௝、産
出データを ݕଵ௝,ݕଶ௝,⋯ ,ݕ௦௝とする。各事業体の生産活動に関するデータを縦に
並べて行列を作成し、投入データ行列Ｘと算出データ行列Ｙとする。それ
らは以下のような (݉ × )݊型、 (ݏ× )݊型の行列で表現できる。
ܺ = ൦ݔଵଵݔଶଵ⋮
ݔ௠ ଵ
ݔଵଶ
ݔଶଶ
⋮
ݔ௠ ଶ
⋯
⋯
⋱
⋯
ݔଵ௡
ݔଶ௡
⋮
ݔ௠ ௡
൪,ܻ = ൦ݕଵଵݕଶଵ⋮
ݕ௦ଵ
ݕଵଶ
ݕଶଶ
⋮
ݕ௦ଶ
⋯
⋯
⋱
⋯
ݕଵ௡
ݕଶ௡
⋮
ݕ௦௡
൪
ここで、ＤＥＡによる効率値 ߠは、投入要素につける重みを ݒ௜(݅= 1,2, … ,݉ )、
産出要素につける重みを ݑ௥(ݎ= 1,2, … ,ݏ)とすると、その値を（ 4.1）および（ 4.2）
式で示した分数計画問題を解くことによって求める。
50 先行研究では、規模の経済と密度の経済性を識別していない。第５章
では、規模の経済性は存在しないとの結論を得ているが、これは規模の
経済性と密度の経済性を分けて分析している。
51 以下の記述は末吉（ 2000）に基づく。
- 100 -
目的関数 ܯ ܽݔߠ= ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝
ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ （ 4.1）
制約式
ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝
ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝≤ 1 (݆= 1,2, … , )݊ （ 4.2）
ݒଵ,ݒଶ, … ,ݒ௠ ≥ 0,ݑଵ,ݑଶ, … ,ݑ௦≥ 0
この式は、その制約式で、仮想的に考えられた総投入値と総産出値の比を
すべての事業体の生産活動において１以下に抑えるようにモデル化したも
のである。そのうえで、 j 番目の事業体の効率値 ߠを最大化するように重み
ݒ௜と ݑ௥を決定する。したがって、最適な ߠ
∗の上限は１をとり、下限は０をと
る。
そして、この分数計画問題は、以下の線形計画問題と同値の関係にある。
目的関数 ܯ ܽݔߠ= ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝ （ 4.3）
制約式 ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ = 1
ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝≤ ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௞ +⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ (݆= 1,2, … , )݊
ݒଵ,ݒଶ, … ,ݒ௠ ≥ 0,ݑଵ,ݑଶ, … ,ݑ௦≥ 0
すなわち、
目的関数 ܯ ܽݔ෍ ݑ௥ݕ௥௝
௦
௥ୀଵ
制約式 − ෍ ݒ௜ݔ௜௝+௠
௜ୀଵ
෍ ݑ௥ݕ௥௝
௦
௥ୀଵ
≤ 0 (݆= 1,2, … , )݊ （ 4.4）
෍ ݒ௜ݔ௜௝
௠
௜ୀଵ
= 1
ݒ௜≥ 0 (݅= 1,2, … ,݉ ),ݑ௥ ≥ 0 (ݎ= 1,2, … ,ݏ)
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であり、この双対問題は、
目的関数 ܯ ݅݊ ߠ
制約式 − ෍ ݔ௜௝ߣ௝+௡
௝ୀଵ
ߠݔ௜௝≥ 0 (݅= 1,2, … ,݉ ) （ 4.5）
෍ ݕ௥௝ߣ௝
௡
௝ୀଵ
≥ ݕ௥௝ (ݎ= 1,2, … ,ݏ)
ߣ௝≥ 0 (݆= 1,2, … , )݊
である。これは収穫一定である CRS 投入指向型モデルであり、これに制
約式 ∑ ߣ௝
௡
௝ୀଵ = 1を加えると、次式のとおり収穫可変である VRS 投入指向型
モデルとなる 5 2。
目的関数 ܯ ݅݊ ߠ
制約式 − ෍ ݔ௜௝ߣ௝+௡
௝ୀଵ
ߠݔ௜௝≥ 0 (݅= 1,2, … ,݉ )
෍ ݕ௥௝ߣ௝
௡
௝ୀଵ
≥ ݕ௥௝ (ݎ= 1,2, … ,ݏ) （ 4.6）
෍ ߣ௝
௡
௝ୀଵ
= 1
ߣ௝≥ 0 (݆= 1,2, … , )݊
4.2 分析対象の範囲
第 2 節で述べたとおり、水道事業は、外部環境要素および品質要素が
52 VRS モデルの詳細については、 Banker, Charnes and Cooper (1984)
を参照。
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効率性に大きく影響する産業であり、これを考慮した分析が必要である
と考える。
まず、外部環境要因について、条件の近い事業体を分類し、その分類
に基づくグループ間で差があるかどうかを分析する。まず、総務省（2009）
に倣い、事業体の規模に従って分類する。また、外部環境要因のなかで
も重要な要素と思われる需要者密度について、導送配水管延長 1,000ｍ
当たりの給水人口を算出し、それを 100 人単位で分類した 5 階層に分類、
グループ化したうえで分析を行う。
4.3 産出要素
産出要素として、まず先行研究で多く採用されている有収水量を採用
する。有収水量とは、水道事業体の収入の対象となる水量のことで、料
金徴収の対象となった水量のほか、収入対象となる、他の水道事業体に
対して分水した水量や消防用水量を含むものである 5 3。
有収水量という量的な算出要素に加え、本章では、品質サービスを産
出要素として組み入れる。第２節で概説したとおり、水道事業の品質に
かかる産出要素は複数存在し、各費用項目と相関している。理想的には、
イギリ スの上 下水 道事業 を対象 に費 用関数 を使っ て生 産性を 分析し た
Saal and Parker (2000,2001)のように、公的機関が評価した複数項目
からな るサー ビス 品質指 標をア ウト プット として 採用 するこ とが望 ま
しい 5 4。しかし、こうしたデータはわが国に存在しないことから、本章
では、有収率 5 5を、給水安定性を示す代表的な品質に係る変数として使
53 DEA による効率性評価においては、売上高など収益性に関する指標が
採用されることが一般的であるが、自然独占の水道事業では費用に基づ
き料金水準が設定されることから、これを採用しないこととした。
54 イングランドおよびウェールズの上下水道会社への経済的規制機関
である OFWAT は、品質総合指標を定め、毎年度各水道会社を評価して
おり、イングランドおよびウェールズにおける生産性分析の多くの研究
では、この指標を用いている。
55 水道料金の対象となる水量のこと。
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用する。有収率は、漏水率と高い負の相関性を持っている指標である 5 6。
また、本稿と同様に漏水率に関係する指標である無効水量 5 7を品質指標
として採用した先行研究としては、前述の Tupper and Resende (2004)、
Picazo-Tadeo et al. (2008)のほか、イタリアの水道事業を対象としてト
ラ ン ス ロ グ 型 費 用 関 数 を 推 定 し て 分 析 を 行 っ た Antoniol i and
Fil lipini(2001）がある。
以上から、表４．１のとおり、有収水量のみの 1 出力、有収水量およ
び品質指標である有収率の 2 出力の 2 つのケースごとに、2 つの分類方
法において、合わせて 4 つのケースで計測を行い、比較を行う 5 8。
表４.１：モデルの条件
分類 産出変数
ケース 1 給水人口 有収水量
ケース 2 給水人口 有収水量、有収率
ケース 3 需要者密度 有収水量
ケース 4 需要者密度 有収水量、有収率
なお、DEA の分析は大別して入力志向と出力志向の 2 つの方法があり、
いずれかを選択する必要がある。水道事業について、その普及率は 100％
56 社団法人日本水道協会は各事業体がウェブ上で公表している水道事業
ガイドラインに基づく業務指標をまとめている。このデータにある事業
体ごとの「漏水率」と「有収率」の単純相関係数を求めたところ、－ 0.788
という高い負の相関関係が見られることから、これを代理変数として採
用するものである。ただし、相関係数の算出に当たっては、漏水率が 1％
未満というきわめて低い値を示している事業体について、算出方法が他
の事業体と異なると考えられることから除外した。なお、有収率と漏水
率との関係については、日本水道協会（2006）、高橋・坂本・石森（ 1998）
を参照。
57 給水量から、水道使用上有効に使用された水量である有効水量を差し
引いた水量のことであり、配水管から漏水した水量などからなる。
58 サービス品質指標として、水質に関する指標、たとえば「高度浄水処
理率」なども考えられるが、管路にかかる費用と比較して相対的に費用
が小さいこと、また、投入要素及び環境要因、産出要素の間の相関関係
が複雑であることから、今回の分析対象からは除外することとした。
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近くになっており、産出量はほとんど変化しないと考えらえることから、
本章では、産出物を一定として投入要素の高低を比較測定する入力指向
型を採用する。
4.4 投入要素
わが国の先行研究の多くが、労働、資本、その他の要素の 3 つに分け、
労働要素を職員数、資本要素に固定資産額もしくは減価償却費、その他
要素として、総費用から前二者の要素を除いた額としている。これは、
それぞ れの要 素価 格を設 定する 必要 のある パラメ トリ ックな 分析と 整
合性を持たせるため、または、配分効率性を計測するためと考えられる。
しかし、いくつかの問題点があると考え、本研究では、以下のように
整理した。まず、投入要素価格であるが、筒井・刀根（2008）が指摘す
るように、不完全競争市場では、その価格について効率化できる余地が
残る。このため、本章では、要素ごとの金額を単位とした分析を行う。
労働投入要素は、職員給与費のほかに、外部への委託した人件費であ
る委託料を加えた額とする。これは、水道事業の委託範囲が、検針・料
金徴収、施設運転管理、水質検査業務等多岐にわたり、事業体によって
異なることを考慮したものである。
また、資本投入要素は、減価償却費、支払利息に加えて、修繕費、材
料費、路面復旧費、受水費の合計額とする。修繕費、材料費、路面復旧
費は、経常的に支出する費用であるが、資本要素と密接に関係している
ため、資本関係費として含める。このほか、労働投入要素にも資本投入
要素にも還元できない費用項目として、動力費、薬品費、通信運搬費、
光熱水費、その他費用がある。このうち、動力費については、地形など
の外部環境要因に左右される要素であるが、本章で焦点を当てる需要密
度などの外部環境要因とは無関係の要素であることから除外している 5 9。
59 Saal and Parker (2000)など、イギリスの水道事業を対象とした多く
の実証研究においても同様の処理をしている。
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また、薬品費についても、同様に、原水水質という外部環境要因に影響
されることから除いた。さらに、通信運搬費および光熱水費は、費用全
体の 1％未満であることから除外した。その他経費についても、事業体
によりその分類が異なり、また労働要素か資本要素かの判別ができない
ことから除いた。
４．５ データ
使用したデータはすべて 2007 年度の決算データの総務省自治財政局
編『地方公営企業年鑑（第 55 集）』から採った。このうち、末端供給事
業者と事業構造が異なる用水供給事業者、および建設中の事業体を除外
した 1325 事業体を分析対象とした。その記述統計量は、表４．２のと
おりである。
表４.２：記述統計量
変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
投
入
人件費（千円） 445,469 2,490,002 6,224 75,448,947
資本費（千円） 1,178,833 4,853,676 7,808 142,376,997
産
出
有収水量
（千ｍ 3）
10,577 49,503 74 1,529,784
有収率（％） 86.1 73.1 49.0 100
４．６ 測定結果
算出結果は、表４.３、４.４のとおりである。
給水人口別に階層化したケース 1 とケース 2 を見てのとおり、給水人
口の多いグループほど平均効率値が高く、全体としては、規模の経済性
が生じていることがわかる 6 0。このことについては、同様にわが国の水
60 ただし、1.5 万人未満の事業体のグループでは、3 万人から 1.5 万人の
グループよりも効率的な数値が出ている。これは、DEA で生じる問題の
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道事業体を対象範囲とした原田（2004）とおおむね整合的な結果である。
また、需要者密度別で分類したケース 3 とケース 4 についてであるが、
密度の高い事業体ほど平均効率値が高い傾向が見られている。
次に、サービス品質指標を考慮した場合との比較についてみてみる。
一般的に、DEA では項目が多いほど、平均の効率値が高くなる傾向にあ
ることが知られているが、ケース 1 とケース 2 の数値の差をそれぞれ比
較すると、有収率を加えた場合においても、各グループ間の効率値の傾
向は変わらない。また、ケース 3 とケース 4 の比較においては、総体と
して密度の高い事業体のグループほど効率性が高まっている、つまり差
が広がっていることが認められた。以上の結果を考慮すると、外部環境
条件が良い事業体ほど、品質の高いサービスを提供している可能性が推
察される。
表４．３：測定結果（規模別平均効率値）
可能性、つまり、小規模事業体の多くの職員数は数人であることが多い
ことにより労働要素について効率値からの距離が小さい事業体が集中
しているためと推測できる。また、VRS モデルによる計測であることも、
この結果に影響していると考えられる。
都県及び 30万人 30万人- 15万人- 10万人- 5万人- 3万人- 1.5万人
指定都市 以上 15万人 10万人 5万人 3万人 1.5万人 未満
事業体数 21 47 74 86 225 213 289 370 1325
ケース1 0.799 0.643 0.507 0.456 0.354 0.343 0.354 0.386 0.394
ケース2 0.817 0.717 0.542 0.492 0.403 0.388 0.384 0.4 0.427
（ケース1）-
（ケース2）
0.018 0.075 0.035 0.036 0.049 0.045 0.03 0.013 0.033
給水人口 全 体
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表４．４：測定結果（密度別平均効率値）
給水人口/配水管延
長（人/千ｍ）
400 以上
400～
300
300～
200
200～
100
100 未満
事業体数 31 46 128 746 374
ケース 3 0.524 0.476 0.445 0.403 0.337
ケース 4 0.589 0.548 0.507 0.437 0.350
（ケース 4） -
（ケース 3）
0.065 0.072 0.062 0.034 0.013
４．７ 検定
以上の結果について、各グループ間に統計的に有意な差が生じている
か、すなわちこうした分類が有効であるかについての検定を行う。わが
国の先行研究では、 DEA の効率値による分類の有効性に関する検定手続
きは行われていないが、 Garcia-Sanchez (2006)など海外の水道事業体
を対象とした研究で行われている。本稿では、データが正規分布でない、
もしくは正規分布をするかわからない、ノンパラメトリックな計量分析
において、3 つ以上のグループ間の違いの有意性を判別することができ
る Kruskal-Wall is の順位和検定を採用する。ここで、帰無仮説Ｈ 0 は、
全グループの効率値の分布がすべて同一であることである。ケース 1 を
例にとると、検定統計量Ｈは 223.007 であり、自由度ｄｋが 7 のときの
右片側確率 5％におけるχ 2 分布の値 14.067、右片側確率 5％におけるχ
2 分布の値 18.475 を大きく上回ることから、帰無仮説は棄却される。同
様にケース 2 からケース 4 のいずれについても、帰無仮説は棄却される。
したがって、この分類と測定結果に関しては 1％水準で有意であるとい
うことが確かめられた。
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第 5 節 まとめ
本章は、これまで経済学の研究では明示的に述べられてこなかった、
わが国の水道事業の外部環境要因とサービス品質に着目し、その費用と
の関係について論じた。また、実際に経営効率性を計測し、その結果、
水道事 業体は その 規模お よび外 部環 境要因 により 効率 性で大 きな格 差
が生じており、さらにサービス品質を考慮した場合、効率性に影響を与
えることを示した。
現在、国は経営効率化の観点から水道事業の広域的統合を推進してお
り、また、平成の市町村大合併に伴い水道事業の統合が行われているが、
地域内の料金体系や施設水準に格差が生じているため、統合が進まない
ことが問題となっている。地方自治体が水道事業を経営しているため、
住民サービスの公平性の観点から、最も高いサービス品質を供給してい
る地域に、給水区域全体の品質水準を合わせる傾向にある。このため、
環境条件が有利な事業体は、不利な事業体との合併を望まない傾向にあ
る。
こうした現状は、本章の分析からも格差拡大につながる可能性が高く
見過ごせない問題であるが、事業体ではコントロールできない外部環境
要因に大きく左右される以上、補助金の交付などによる現在の広域化推
進対策だけでは十分とはいえないと考える。比較的効率的な事業体が、
外部環境要因により非効率となる事業体と統合を進めていく場合、地域
全体の サービ ス品 質の均 一化を 必要 条件と しない 環境 を整備 するこ と
が必要と考える。具体的には、まず、水道事業体は、ユニバーサル・サ
ービスとなる水道サービス品質の水準をより明確化し、住民のコンセン
サスを得る必要がある。国は水道事業体を支援するため、標準的な水道
のサービス品質基準を設定する必要があると考える。さらに、この品質
水準を満たしていれば、自治体間および自治体内の地域間のサービス品
質格差が生じることを許容する必要性があると考える。
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また、同時に、水道事業体の経営効率化に向けた取組みを推進してい
くことが求められるといえよう。
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第５章 水道事業の広域化施策
―費用関数の推定を中心として―
第１節 はじめに
わが国の水道は、明治以来、市町村営を原則として整備されてきた。
吉江（ 1976）によれば、「これは、住民サービスと経営主体としての能
力、適性を考慮したうえで決定された基本方針であ」るという。ただし、
戦前においても、自己の行政区域内に水源を得られない地域においては、
技術的および財政的理由から、千葉県営水道、神奈川県営水道、埼玉県
南水道組合など、府県営あるいは組合営による広域水道が、すでに戦前
に設置されている 6 1。
戦後、水道は引き続き市町村を中心に整備拡充されてきたが、 1960
年代に 市町村 営の 行政区 域内で は需 要の増 加に見 合っ た水源 の確保 が
難しくなった。このため、都府県営の水道用水供給事業や複数の市町村
による水道企業団が創設されることとなった（寺尾 ,1981）。この時期か
ら、わが国の水道事業の広域化に関する議論が多く行われており、たと
えば、瀬戸山（ 1981）は、広域化の効果として、弾力的水運用が可能と
なることによる水源安定度の向上、地域の実情に応じた水道施設の有機
的な配置、専門職員の確保による技術水準の確保、料金格差の解消を挙
げている。
近年、市町村の平成の大合併に伴い、水道事業の広域化が推進されて
いるが、政策上の多くの議論がある。たとえば、公営企業の経営のあり
方等に関する調査研究会 (2015)は、「広域化や民間企業への共同委託は、
メリッ トがあ ると 言われ ながら も必 ずしも まだ十 分に は進捗 してい な
61 水道事業の広域化に関する歴史的変遷については、吉江（ 1976）、瀬戸
山（ 1981）に詳しい。
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い。」と述べている。また、公営企業の経営戦略の策定支援と活用等に
関する研究会（ 2015）では、公営企業の効率化に向けた取組として、民
間的経営手法の導入や財源面の見直しとともに、事業の広域化を挙げて
いる。
しかしながら、水道事業の広域化施策が、水道サービスの供給に係る
コスト にどの よう な影響 を与え てい るかに ついて 分析 した研 究は少 な
い。そこで、本章では、水道の広域化施策に関する費用面の分析につい
て、これまでの議論を整理したうえで、水道サービスの供給に係る費用
の影響の具体的な分析を行うこととする。
本章の構成は以下のとおりである。次節で、まず水道事業の費用構造
と広域化に関する考察を行い、先行研究を整理したうえで、統計データ
から予備的考察を行う。第３節では、実証分析に当たっての推定手法及
び変数の検討を行う。続く第４節では、推定結果を示し、その考察を行
う。最後に、第５節でこれまでの結果をまとめるとともに、今後の研究
課題を示す。
第２節 現状と課題
２．１ 水道事業の供給コストに関する特性
平成の大合併に伴い、地方公共団体の支出面から見た最適規模に関す
る実証研究が様々な実証アプローチにより行われている。たとえば、林
(2002)、宮崎 (2006)、林 (2013)、中村 (2015)などが挙げられる。水道事
業についても、他の地方公共団体が供給する行政サービスの分析と同様
のアプローチが考えられるが、水道事業の特性を考慮する必要がある。
水道と他の行政サービスとの費用削減効果に影響する差異として、主に
次の 5 点を挙げることができる。
第一に、費用構造がきわめて資本集約的であることである。水道事業
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は、他の行政サービスと比較して、固定資本比率が高く、設備の耐用年
数が長い。例えば、水道事業の主要設備である水道管は法定耐用年数が
40 年である。また、他の公益事業と比較して、技術革新の速度が遅い
（ Armstrong et al . ,1993）。したがって、効果の検証には長期間のデー
タを見る必要があるといえる。また、労働費を削減する努力を行っても、
費用全体に係る労働費の比率が小さく、費用全体の削減に影響が少ない
ことがある。
第二に、必ずしもサービスの供給区域と行政上の区域が一致しないこ
とである。わが国の水道事業の多くは、水道法第 6 条に規定される市町
村経営原則により、市町村によって地方公営企業形態により運営されて
いる。しかし、前述したように、都道府県営や企業団をとる事業者も平
成の大合併以前から存在し、市町村別のデータを利用することは難しい。
第三に、水道広域化の定量分析上の重要な課題として、簡易水道事業
の存在が挙げられる。水道法により、計画給水人口が 5001 人以上を上
水道事業、 101 人以上 5000 人以下を簡易水道事業と規定されている。
平成 24 年度水道統計によれば、 2012 年度末において、 6455 の簡易水
道事業が存在する。事業体数が多いが、その大部分は人口密度が低く、
上水道事業よりも補助金を受けている。市町村合併による水道事業の統
合に際し、この簡易水道を統合する場合もあるが、水道事業の財務状況
が悪化することを恐れ、統合が行われていない事業もある。また、地方
公営企 業法を 適用 してい ない簡 易水 道事業 におけ る個 別の公 表デー タ
はなく、検証を困難にしている。
第四に、地理的環境が事業体ごとに異なるという外生的要因に大きく
左右されることである。水道事業は、入手の容易さにより差がある水源、
浄水場 から供 給先 までの 地形上 の起 伏など 費用に 大き く影響 を与え る
要素が多い。また、原水の水質、水道事業の主要設備である水道管に関
係する土質や管種も異なる。さらに、豪雪地においては、検針ができな
い時期があるため、徴収業務が異なることがある。こうした観測できる
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指標だけでは測定できない外生的な要因に大きく左右される。
第五に、水道サービスの品質にバラツキがある点である。吉村（ 2011）
が指摘するように、水道事業の統合は、「単に経済効率性の観点からこ
れを進めるのではなく、給水安定性や水質安全性の確保もまた不可欠で
ある」。言い換えると、費用効率化のみで広域化を評価することはでき
ず、給水安定性や水質安全性といったサービス品質の向上も考慮した統
合が行われていると考えられる。
以上の点から、コスト削減効果の検証に当たっては、比較的長期間の
データによる計測が必要なこと、地理的な外生的要因やサービス品質の
指標を組み込んだ分析が考えられる。また、事業体別のパネルデータを
用いることで、指標からでは読み取れない異質性を考慮した定量分析を
行うことでできると考える。
２．２ 先行研究の整理
広域化に関する費用削減効果の有無については、見解が分かれている
とみることができる。以下では、水道事業の広域化に関する費用削減効
果に関する先行研究を整理する。
吉江（ 1976）は、水道事業の広域化によるコストの削減については「現
在の技術あるいは経営手段の下では、コスト削減の効果が期待できるの
は中程度までで、大規模になるとコスト削減効果はあまりない」と論じ
ている。また、大田（ 2007）は、規模の経済性と密度の経済性を区別し
た場合、需要密度の経済性は存在するが、広く一般的に「規模の経済性」
が認められるものではないとしている。このことから、「統合すれば必
ず（規模の）経済性が生じるわけではない」と論じている。
一方で、水道事業広域化には、費用削減効果があるとの主張もある（石
原・菊池 2011、 p192）。石原・菊池（ 2011）は、広域化の効果を 10 項
目に整理し、この中の費用効率化の項目として、「管理職などの削減、
経営会計部門の統合・集中処理による人件費の削減、システム機器費、
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ランニングコスト等の維持管理費の削減」と「施設利用率の向上」をあ
げている。
次に、水道事業の広域化による定量的な効果を検証した先行研究とし
て、高田・茂野（ 2001）、 Urakami and Parker(2011)、中村 (2013) 、
Torres and Paul(2006)があげられる。ただし、高田・茂野（ 2001）は、
DEA のウインドウ分析を用いて、茨城県つくば市の合併効果の検証を
行っているものであり、サンプルサイズが小さく、わが国の水道事業全
体を評価することは難しい。
Urakami and Parker(2011)は、トランスログ費用関数を用いて、平
成の市町村大合併による費用削減効果の検証を行っている。 1999 年か
ら 2006 年での期間を対象とした推定の結果、統合により費用削減効果
が生じており、その影響は年０．３～２％であることを示した。また、
統合により渇水リスクは改善されたが、小規模で密度の小さい水道事業
体は全体のコストを押し上げているとの結論を得ている。
中村 (2013)は、 DEA により、 2001 年度から 2010 年度までのマルム
キスト生産性指数を県単位の集計データで測定している。計測の結果、
技術的効率性を上昇させたが、生産フロンティアが後退したことによっ
て生産性の変化は見られず、2010 年度時点での生産性は 2001 年度の水
準と同程度にとどまっていることを示した。
また、 Torres and Paul(2006)は、米国の水道事業の構造について費
用関数を用いた実証分析を行っている。クロスセクションデータにより、
産出物に関する費用経済性とネットワークの変化を推定し、水量に関す
る規模の経済性が存在し、生産物密度の低い小規模事業体はその傾向が
強いことを示した。また、規模の経済性は、利用者数と給水地域面積が
同時に増加すると逆に作用し、大規模事業体はその傾向が強いことを示
した。このことから、小規模事業体の統合は費用効率性を生み出す可能
性があるが、大規模事業体の統合はネットワークの拡張によって産出密
度の増加がない場合、費用効率的にならない可能性があると結論付けて
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いる。
２．３ 分析対象期間の概要
本稿では、上述の分析を踏まえ、わが国における直近の広域化の定量
分析を行う。
水道事業の広域化の費用削減効果を分析するに先立ち、水道事業全体
の動向を整理する。これは、水道事業の費用構造に影響を与える状況変
化が広域化と同時に生じているためである。表５．１は、平成の大合併
が開始 された 時期 からデ ータが 入手 可能な 直近の 年度 までの 水道事 業
の主要変数の推移である。データは地方公営企業年鑑各年度版から得て
いる。
供給費用の効率に関する代表的な指標である供給単価は、総費用を有
収水量で割った値であり、 2002 年をピークに緩やかに減少している。
この指標は単位費用の代理変数として使用すべき指標と考えられる。
一方で、需要の代表的な指標である給水人口は 2010 年度をピークに
減少している。また、同様に需要の重要指標である年間総有収水量は、
2004 年をピークに減少している。これは、産業用水道需要の減少、高
齢化や節水の効率化による一人当たりの給水量の減少により、給水人口
のピークよりも先に減少が始まったと考えられる。なお、普及率は 2012
年度まで一貫して増加傾向にあるが、これは簡易水道事業の水道事業へ
の統合の影響があると推察される。
次に、水道事業の供給面での指標について述べる。まず、設備面での
重要指 標であ る導 送水管 延長は 観測 期間に おいて 一貫 して増 加傾向 に
ある。これは、簡易水道事業の統合のほか、水道管の二重管などの安全
対策によるものと考えられる。ただし、こうした水道管延長の増加は、
配水管使用効率を低下させることにつながっており、単位費用の増加に
つながると予想される。
また、人件費に影響を与える職員数は、一貫して減少傾向にある。こ
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れは、PPP などによる業務委託の拡大が考えられる。この指標は、単位
費用の減少につながると予想される。また、資本費と相関性のある自己
資本比率は一貫して増加傾向にある。これは、単位費用の減少につなが
ると考えられる。
以上のような動向を踏まえ、広域化による規模の経済による費用低下
の効果を測定する必要がある。
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表５．１ 水道事業の主要指標
年 度 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4 2 0 0 5 2 0 0 6
供 給 単 価 （ 円 ／ m 3） 1 5 1 . 9 7 1 5 3 . 3 3 1 5 4 . 3 1 1 5 3 . 6 6 1 5 3 . 6 2 1 5 3 . 0 8 1 5 2 . 9 6
現 在 給 水 人 口
（ 千 人 ）
1 2 2 , 2 3
7
1 2 2 , 7 0
3
1 2 3 , 1 2
9
1 2 3 , 4 7
4
1 2 3 , 8 3
4
1 2 4 , 0 8
6
1 2 4 , 3 6
8
普 及 率 （ ％ ） 8 8 . 8 8 9 . 0 8 9 . 3 8 9 . 2 8 9 . 6 9 0 . 0 9 0 . 4
年 間 総 有 収 水 量 （ 末
端 給 水 ）（ 百 万 m 3）
1 4 , 9 9 9 1 4 , 8 6 2 1 4 , 7 3 5 1 4 , 5 7 7 1 4 , 6 6 7 1 4 , 6 2 7 1 4 , 5 11
導 送 配 水 管 延 長
（ km）
6 5 9 , 1 7
8
6 6 9 , 4 3
9
6 8 1 , 3 5
4
6 9 8 , 0 4
9
6 9 5 , 8 6
1
7 0 3 , 5 2
7
7 11 , 1 5
5
配 水 管 使 用 効 率
（ 千 m 3／ km）
3 6 . 5 1 3 5 . 9 4 3 4 . 9 7 3 3 . 8 2 3 4 . 0 9 3 3 . 5 2 3 2 . 8 7
職 員 数 （ 人 ） 6 6 , 5 8 8 6 5 , 2 8 3 6 3 , 8 0 9 6 2 , 1 3 5 6 0 , 5 8 8 5 8 , 7 3 3 5 7 , 1 3 0
自己資本構成比率（％） 5 3 . 4 5 4 . 4 5 5 . 7 5 7 . 0 5 8 . 3 5 9 . 7 6 1 . 1
年 度 2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 11 2 0 1 2
供 給 単 価 （ 円 ／ m 3） 1 5 2 . 5 7 1 5 1 . 9 7 1 5 1 . 3 1 1 5 0 . 9 2 1 4 9 . 4 2 1 4 9 . 4 0
現 在 給 水 人 口
（ 千 人 ）
1 2 4 , 6 3
1
1 2 4 , 8 2
4
1 2 4 , 9 2
9
1 2 4 , 9 3
9
1 2 4 , 7 7
4
1 2 4 , 5 9
3
普 及 率 （ ％ ） 9 0 . 7 9 1 . 1 9 1 . 7 9 1 . 8 9 2 . 0 9 2 . 2
年 間 総 有 収 水 量 （ 末
端 給 水 ）（ 百 万 m 3）
1 4 , 4 9 2 1 4 , 2 4 8 1 4 , 0 9 0 1 4 , 1 7 9 1 3 , 8 8 8 1 3 , 8 3 8
導 送 配 水 管 延 長
（ km）
7 1 8 , 4 0
5
7 2 4 , 7 3
6
7 3 2 , 3 6
4
7 3 8 , 9 1
9
7 4 2 , 5 5
4
7 5 0 , 2 3
7
配 水 管 使 用 効 率
（ 千 m 3／ km）
3 2 . 4 9 3 1 . 6 7 3 0 . 9 7 3 0 . 7 2 3 0 . 1 8 2 9 . 6 9
職 員 数 （ 人 ） 5 5 , 1 0 9 5 3 , 2 7 5 5 1 , 6 5 5 5 0 , 0 2 3 4 9 , 1 0 5 4 8 , 0 3 0
自己資本構成比率（％） 6 2 . 8 6 4 . 1 6 5 . 5 6 6 . 7 6 7 . 9 6 9 . 0
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第３節 方法論とデータの検討
３．１ 分析手続き
前節で指摘したとおり、外部環境要因やサービス品質によって、事業
体に差異が生じており、これが費用に影響を与えている可能性が高い。
しかしながら、水道事業体の供給区域と行政区域が異なるため、事業体
別のデータを得るには、地方公営企業年鑑のデータに限定される。また、
水道広域化の分析に関して注意しなければならない重要な課題として、
簡易水道事業の統合問題が挙げられる。
こうした状況を考慮して、まず、広域化による効果と別に、費用削減
効果に影響を与えていると考えられる変数の選択を行う。次に、事業体
別のパネルデータ構造を利用した推計を行うこととする。これにより、
観察されない外部環境要因やサービス品質が存在する場合でも、その影
響を除外して推定できる。具体的には、固定効果モデルと個別変量効果
モデルを推定し、比較評価する。
また、測定期間は平成の大合併の開始時期である 1999 年から利用可
能な直 近まで のデ ータを 用いる 。具 体的に は、地 方公 営企業 年鑑か ら
2000 年、 2004 年、 2008 年、 2012 年の 4 期間のデータを使用する。
地方公営企業年鑑における水道事業体数は、この観測期間中、 2023
から 1,350 まで減少している。自治体の合併に関する情報は総務省が公
表して いる合 併市 町村一 覧およ び各 市町村 や企業 団の 公表デ ータに 基
づき、合併事業体と非合併事業体を選定することとする。具体的には、
水道事業体の合併が中程度生じ、地理的条件が比較可能な北関東三県を
対象として、サンプル抽出を行った。総務省の市町村合併資料集によれ
ば、都道府県別合併の進捗状況は平均４６．８％であり、大阪府の２．
３％から長崎県の７３．４％までばらつきがあるが、この３県はそれぞ
れ４８．２％、４９．０％、５０．０％と平均値に近い値となっている。
また、全国平均に近い値となっている。このことから、この三県のデー
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タを抽 出する こと による サンプ ルセ レクシ ョンバ イア スは少 ないと 判
断できる。
なお、サンプルの選択に当たっては、用水供給事業と末端供給事業者
が統合した栃木県の芳賀中部上水道企業団を除いている。この結果、観
測データ期間中に合併が生じた事業者と合併が生じなかった事業者は、
それぞれ４２と４３事業者、全体で８５事業者となる。したがって、８
５事業者それぞれ４期間のバランスド・パネルデータとなり、全体のサ
ンプルの大きさは３４０である。
なお、測定期間中に合併をした事業者の合併前のデータについては、
合併事業者の集計データとしている。すなわち、給水人口や水道管延長
については合算値とし、給水原価や施設利用率などの比率については加
重平均ととっている。
３．２ 変数
前節で検討した予備的考察を踏まえ、本章で用いる変数について検討
する。
まず、被説明変数は、多くの水道事業の実証研究で用いられている給
水原価とする。この変数は、総費用を有収水量で除した値である。
説明変数に関しては、以下のとおりである。まず、事業体の規模の経
済性に関する代理変数として「給水人口」を採用する。給水人口は給水
原価に負の影響を与える、すなわち人口が多いほど単位費用が低くなる
と予想される。
次に、有収密度を需要密度の経済性を表す代理変数として採用する。
有収密度は、給水人口を水道管延長で除した値である。有収密度は、給
水原価に負の影響を与える、すなわち消費者の密度が高いほど単位費用
が低くなることが予想される。
また、最大有収水量を配水施設能力で除した施設利用率についても、
給水原価に影響を与えると考える。施設利用率は給水原価に負の影響を
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与える、すなわち施設利用率が高いほど、効率化が図られており、給水
原価を引き下げると予想される。
さらに、総費用における資本費が占める割合を示した資本費比率を変
数として採用する。資本費比率は給水原価に正に影響を与える、すなわ
ち、資本費比率が高いほど、投資にかかる経費が多額になり、供給単価
を引き上げることが予想される。
これに加えて、総費用における委託料が占める割合を示した委託料比
率を採用する。委託料比率は給水原価に負の影響を与える、すなわち、
委託料比率が高いほど、委託化による労働要素の効率化が進み、供給単
価を引き下げることが予想される。
最後に、水道事業の広域化に関するダミー変数を導入することを考え
る。市町村合併による費用効果の実証分析では、統合時期に着目した研
究が多い。例えば、林（ 2013）、山下（ 2015）。しかし、水道事業の場
合、合併時期を考慮することは比較的難しい。その理由は、水道事業の
費用の多くが設備投資であり、実際に統合より前の統合が決定した時点
で統合を前提とした設備投資を行っている可能性がある。このため、ま
ず、合併事業体の違いを検出するため、2000 年度から 2012 年度までの
期間に合併した事業体について１、それ以外の事業体について０をとる
ダミー変数を組み込むことが考えられる。次に、合併前には効率化が進
んでいないという仮説も考えられることから、2000 年度から 2012 年度
までの期間において、合併した事業体のうちの合併後の期間のサンプル
のみを１、それ以外を０とする合併後ダミーも考えられる。いずれの場
合においても、広域化による費用削減効果が生じるとすると、給水原価
に負の影響を与えることが予想される。
なお、地方自治体を対象とした先行研究では、説明変数として、人口
とともに、面積を入れている。しかし、わが国の水道事業において、水
道管を 整備し てい ない山 林など を含 む面積 を入れ るこ とは合 理的と は
いえない。また、給水区域面積をいれることも考えられるが、行政区域
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の面積 全体を 給水 区域と してい るも のから 可住地 域の みに限 定した も
のまで、事業体によりバラつきがあることから、クロスセクション面で
の分析は困難と判断した。その代わり、利用者密度の代理変数として、
給水管延長に係る有収密度を説明変数として採用した。
以上の変数に関する記述統計量は表５．２、表５．３のとおりである。
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表５．２ 記述統計量
給 水 原 価
（ 円 ）
給 水 人 口
（ 千 人 ）
有 収 密 度
（ ｍ ３ /千 ｋ
ｍ ）
施 設 利 用
率
（ ％ ）
資 本 費 比
率
（ ％ ）
委 託 料 比
率
（ ％ ）
合
併
事
業
者
平 均 203.92 99,726 36.73 62.70 57.31 7.32
最 小 85.90 13,717 3.94 36.28 75.03 6.84
最 大 808.55 503,466 87.95 82.10 33.11 28.57
標 準
偏 差
94.63 100,555 16.78 10.00 7.60 4.17
標 本 の
大 き さ
168 168 168 168 168 168
非
合
併
事
業
者
平 均 183.24 38,036 41.18 58.72 54.58 7.49
最 小 66.24 1,600 6.61 13.00 74.63 5.63
最 大 434.15 242,273 106.50 89.50 9.73 22.98
標 準
偏 差
62.23 45,151 19.92 13.56 9.96 4.96
標 本 の
大 き さ
172 172 172 172 172 172
全
体
平 均 193.46 68,518 38.98 60.69 55.93 7.40
最 小 66.24 1,600 3.94 13.00 75.03 6.47
最 大 80.45 83,448 106.50 12.08 9.73 28.57
標 準
偏 差
808.55 503,466 18.54 89.50 8.97 4.58
標 本 の
大 き さ
340 340 340 340 340 340
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表５．３ 供給単価の推移
年度 平均 最小 最大 標準偏差
標本の
大きさ
合併
2000 205.21 85.90 616.13 93.75 42
2004 211.62 87.99 808.55 114.76 42
2008 202.43 96.28 654.67 93.34 42
2012 196.42 106.53 533.38 75.38 42
非合併
2000 180.42 66.24 346.74 60.86 43
2004 183.00 68.07 350.01 57.49 43
2008 183.82 70.76 421.27 64.36 43
2012 185.69 74.23 434.15 67.82 43
全体
2000 192.67 66.24 616.13 79.36 85
2004 197.14 68.07 808.55 91.03 85
2008 193.02 70.76 654.67 80.07 85
2012 190.99 74.23 533.38 71.43 85
第４節 分析結果とその解釈
４．１ 変数の選択
前節の方法論に従い、まず、以下のモデルの推定を行う。
୧ܻ୲= α଴+ αଵ݈݊ ݌݋݌௜௧+ αଶ݈݊ ݌݋݌௜௧
ଶ + αଷ݈݊ ݀݁݊ ୧୲+ αସݑ݅ݐ୧୲+ αହܿܽ ݌୧୲+ α଺݋ݑݐ୧୲+ α଻݀ݑ݉݉ݕ୧୲
+ ε୧୲
i は事業体、ｔは期間を表す添字である。被説明変数 Yは単位当たりの
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給水原価であり、説明変数 ݈݊ ݌݋݌は人口、 ݈݊ ݌݋݌ଶは人口の二乗、 ݈݊ ݀݁݊ は有
収密度のそれぞれの対数値である。また、 ݑ݅ݐは施設利用率、 ܿܽ ݌は資本
費比率、 ݋ݑݐは委託料比率、 ݀ݑ݉݉ݕは合併ダミーもしくは合併後ダミー、
εは誤差項、 αは推定によって得られるパラメータを表している。合併ダ
ミーを用いた推定式をモデル１、合併後ダミーを用いた推定式をモデル
２とする。
推定結果は表５．４のとおりである 6 2。説明変数の符号は、すべて予
想されたとおりであるが、説明変数のうち、給水人口および給水人口の
二次項は有意ではない。このことから、需要の規模が給水原価に影響を
与えているとはいえないことが示唆される。このことは、先行研究と異
なる結果を示しているといえるが、これは推定手法やデータの違いに起
因するものであり、必ずしも矛盾する結果とはいえないと考える。
一方で、有収密度は１％水準で有意な値となっている。給水原価に対
して、予想どおりマイナスの影響を与えており、係数も相対的に高い値
を示している。これは、有収密度が高いほど、給水原価が下がることが
示唆される。この結果については、先行研究とおおむね整合的であると
いえる。
施設利用率や委託料比率は有意な結果は得られなかった。これは、こ
の変数が給水原価に影響を与えていない可能性がある。ただし、委託料
比率は、事業者が業務委託を行った場合でも、委託料に計上せず、他の
費用項目に集計する測定誤差が生じている可能性もあり、追加的な検証
が必要と考える。また、資本費比率は、負で有意な値を示しており、予
想した結果と整合的である。
統合ダミーが有意な結果は得られなかった一方で、統合後ダミーは負
で有意な結果を得られた。このことから、広域化された事業体は、統合
後、広域化による費用削減効果が生じていることが示唆される。
62 推定には、 EViews8 を用いた。
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表５．４ プールドデータによる推定結果
４．２ パネル構造分析
次に、上述した変数で有意となった有収密度、資本費比率、合併後ダ
ミーを用いて、パネル構造分析を行う。推定するモデル式は以下のとお
りである。
୧ܻ୲= α଴+ αଵ݈݊ ݀݁݊ ୧୲+ αଶܿܽ ݌୧୲+ ε୧୲
説明変数 モデル１ モデル２
440.420 435.238
（7.813） （7.845）
50.797 94.359
（0.057） （0.107）
-19.421 -40.724
（-0.044） （-0.09）
-111.958 -114.964
（-15.568） （-16.442）
-12.752 -10.747
（-0.786） （-0.667）
1.332 1.279
（3.482） （3.362）
0.521 0.808
（0.720） （1.135）
-7.302
（-0.940）
-18.000
（-2.416）
自由度修正済み決定係数 0.521 0.528
標本の大きさ 340 340
下段はｔ値
＊は１０％、＊＊は５％、＊＊＊は１％水準で有意であることを示している。
定数項
人口
合併後ダミー
人口２
有収密度
施設利用率
資本費比率
委託料比率
合併ダミー
*** ***
*** ***
*** ***
**
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プールドデータによる推定をモデル１、個別変量効果による推定をモ
デル２、固定効果による推定をモデル３とした結果は表５．５のとおり
である。モデル２の修正済み決定係数は高くはないが、ハウスマン検定
の結果は 2.08、ｐ値は 0.423 であることから、個別変量効果という帰無
仮説は棄却されず、モデル２の個別変量効果モデルが採択される。
表５．５ パネル構造分析の推定結果
第５節 まとめ
５．１ 本章の貢献と主な結論
本章では、わが国の水道事業の広域化施策に関して、費用削減効果の
観点から定性的及び定量的な分析を行った。本稿の主な貢献として、第
一に、水道事業の広域化についてのこれまでの議論を整理し、水道事業
の規模は、経済性だけではなく、さまざまな要因により規定されてきた
ことを指摘したことである。第二に、水道事業の広域化検証に当たって
重要と 考えら れる 観察さ れない 異質 性に注 目した 実証 分析を 行った 点
説明変数 モデル１ モデル２ モデル３
472.039 455.900 435.729
（15.056） （12.620） （9.185）
-101.508 -96.623 -90.163
（-17.248） （-11.808） （-7.469）
1.466 1.505 1.459
（4.222） （4.444） （3.745）
-5.160 -16.619 -17.047
（-0.762） （-4.246） （-4.119）
自由度修正済決定係数 0.511 0.327 0.916
標本の大きさ 340 340 340
Hausman検定 0.423
＊は１０％、＊＊は５％、＊＊＊は１％水準で有意であることを示している。
定数項
有収密度
合併後ダミー
資本費比率
***
***
***
*** ***
***
***
***
***
***
***
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にある。第三に、事業体別のデータについて、統合前の事業体の集計デ
ータを作成し、広域化による効果検証の精緻化を行った点である。
この分析によって得られた主な知見は、以下のとおりである。第一に、
供給人口を代理変数とする規模の経済性の存在が確認されなかった。第
二に、需要密度の経済性は給水原価の低減に大きく影響する。第三に、
平成の大合併において、広域化による費用削減効果は見られるが、需要
密度の経済性と比較すると、相対的な影響は小さい。
５．２ 今後の課題
本章の検証は、前述のとおり期間や地域を限定したものであり、暫定
的な推定結果と言える。また、上述したとおり、水道事業へ簡易水道事
業を統合することにより、これまでの簡易水道事業よりも水準の高い設
備を求められることになり、投資額が増加し、結果として費用の上昇を
招いている可能性がある。さらに、合併を行った事業体とそれ以外の事
業体の外生的要因の違いについて考慮されていない。この点については、
合併し ている 事業 体とそ うでな い事 業体の 条件を コン トロー ルする 必
要がある。これらの課題は、今後の研究課題としたい。
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第６章 バス事業のインセンティブ規制とサービス品質
―確率的フロンティア分析を中心として―
第１節 はじめに
わが国の地域公共交通において、地方公営企業形態によるバス事業は
大きな役割を担っている。バス事業を運営している地方公営企業は、ピ
ークであった 1980 年の５８事業者から、直近の 2012 年度では３１事
業者へと減少しているものの、わが国の乗合バスにおける乗車人員数全
体の約２３％を担っており、依然として重要な公共交通機関といえる 6 3。
公営バスのうち、その多くの割合を占める乗合バス事業については、
民営バスと同様、運賃規制の対象となっている。この規制では、運賃値
上げ申請時に、事業者の申請費用及び利潤が適正に設定されるかを審査
する。その中で標準原価方式とよばれるヤードスティック規制が行われ
ている。
この規制では、事業体の規模に関わらず、全国を経済圏や地理的条件
により２１ブロックに分割し、申請費用及び利潤の審査基準となる標準
原価を算出している。表６．１は、毎年度発表されている、ブロック別
の収支状況別の事業者数を示したものである。
63 地方公営企業が運営するバス事業は、行政が運行経費を支出し、民営
バス等に運行を委託するいわゆるコミュニティバスと異なり、地方公営
企業法に基づき、独立採算制と直営によるサービス供給が原則とされて
いる。以下、本章では、この地方公営企業法に基づくバス事業を「公営
バス」と表記する。
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表６．１ 標準原価ブロック別収支の状況
黒字 赤字 計 黒字 赤字 計
民営 0 10 10 民営 2 6 8
公営 - - - 公営 - - -
計 0 10 10 計 2 6 8
民営 0 6 6 民営 3 10 13
公営 - - - 公営 - - -
計 0 6 6 計 3 10 13
民営 1 11 12 民営 1 5 6
公営 0 3 3 公営 - - -
計 1 14 15 計 1 5 6
民営 0 11 11 民営 6 3 9
公営 - - - 公営 1 5 6
計 0 11 11 計 7 8 15
民営 1 3 4 民営 0 4 4
公営 - - - 公営 0 1 1
計 1 3 4 計 0 5 5
民営 1 8 9 民営 6 14 20
公営 - - - 公営 0 1 1
計 1 8 9 計 6 15 21
民営 （15）16 （３）3 （１８）19 民営 0 10 10
公営 - - - 公営 0 1 1
計 （15）16 （３）3 （１８）19 計 0 11 11
民営 （14）17 （2）3 （１８）20 民営 3 17 20
公営 - - - 公営 0 4 4
計 （14）17 （2）3 （１８）20 計 3 21 24
民営 （11）14 （1）1 （12）15 民営 0 11 11
公営 1 2 3 公営 0 2 2
計 （12）15 （3）3 （15）18 計 0 13 13
民営 1 13 14 民営 0 4 4
公営 - - - 公営 - - -
計 1 13 14 計 0 4 4
民営 0 8 8 民営 (65)72 (160)161 (225)233
公営 0 1 1 公営 2 20 22
計 0 9 9 計 (67)74 (180)181 (247)255
出所：国土交通省2015年8月31日報道発表資料より一部抜粋
東海
沖縄
全国
北近畿
南近畿
京阪神
山陰
山陽
山梨・静岡
標準原価ブロック標準原価ブロック
四国
北九州
南九州
北陸北北海道
南北海道
東北
羽越
長野
北関東
千葉
武蔵・相模
京浜
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その標準原価は、ブロック内の民営事業者の平均値としている。具体
的には、投入要素費用を投入量で割ることで得られる投入要素単価であ
る。表６．２は、その投入要素費用の分類を示したものである。
表６．２ 標準原価における費用の分類
出典：国土交通省
消費者庁（ 2010）によれば、規制当局である国土交通省は、標準原価、
すなわち事業者ごとの費用単価の平均と、バス事業者が申請する費用単
価の差のうちの２分の１までしか引き上げを認めないこととしている。
概要 例
運送費
人件費 現業部門の従業員に係る人件費
（例：給与、手当、賞与、退職
金、厚生福利費など）
燃料油脂費
事業用自動車に係わる燃料費及び
油脂費
（例：軽油費、LPガス費、油脂
費など）
修繕費
事業用固定資産の修繕に係わる費
用
（例：車両修繕費、建物構築物
修繕費など）
減価償却費
事業用固定資産に係わる減価償却
費
（例：車両減価償却費、建物構
築物減価償却費など）
保険料
事業用固定資産及び運送に係わる
諸保険料
（例：自動車損害賠償保険料、
建物火災保険料など）
施設使用料 事業用固定資産に係わる使用料 （例：借地料、借家料など）
自動車リース料
事業用自動車及びその付属品に係
わるリース料
（メンテナンスリースの場合の
整備料を含む）
施設賦課税 事業用固定資産に係わる租税
（例：固定資産税、自動車重量
税、自動車税など）．
事故賠償費
事故による見舞金、慰謝料、弁償金
等
道路使用料 有料道路料金
その他
現業部門に係わる経費で他の科目
に属さないもの
（例：被服費、水道光熱費、通
信運搬費、旅費など）
一般管理費
人件費
本社その他管理部門の従業員に係
る人件費
（例：給与、手当、賞与、退職
金、厚生福利費など）
その他
管理部門に係わる経費で他の科目
に属さないもの
（例：被服費、水道光熱費、通
信運搬費、旅費など）
科目
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つまり、２分の１は環境要因、もう 2 分の１は経営上の要因として、バ
ス事業者に経営努力を求めている。しかし、この２分の１という値を経
営努力分とする根拠は不明確である。また、バス事業のサービス供給に
係る費用は、外部環境要因及びサービス品質に影響を受ける。多くの公
益産業と同様、バス事業も、事業地域の特性といった外部環境要因が異
なることが多い。さらに、供給するサービスは、定量化が難しい品質に
差異が存在する。費用効率性の計測に当たっては、この外部環境要因と
サービス品質を考慮する必要がある。こうした経営努力外の要因が高い
場合、事業者の経営努力が規制当局の運賃の査定において適切に反映さ
れないことになり、ヤードスティック規制による事業者の費用削減イン
センティブが十分に機能しない可能性がある。
そこで、本章では、公営バスの費用構造や費用効率性を分析したうえ
で、異質性との関係性を論じ、わが国のバス運賃に関する規制の在り方
について考察を加えることを目的とする。この分析に当たっては、まず、
事業体別のパネルデータを用いて、確率的フロンティア分析により費用
関数を推定する。そのうえで費用効率性を算出し、異質性との関係性に
ついて定量的な分析を行うこととする。
本章の以下の構成は次のとおりである。次節では、先行研究を踏まえ、
分析手法の検討やモデルの特定化を行う。第３節では、分析で用いるデ
ータについて整理する。第 4 節で推定結果を示し、それに関する解釈を
行う。最後に第５節で、まとめと今後の課題を述べる。
第２節 方法論
これまでわが国のバス事業の費用関数の推定手法とした研究は数多
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く存在する 6 4。例えば、千葉（ 1986）、河村（ 1993）、浦上（ 2003）、柿
本 (2008)、酒井・正司（ 2010）、大井（ 2011）は、費用関数をコストシ
ェア方程式とともに同時推計する SURを用いている。また、山下（ 2003）
は、費用効率性の推定手法として、確率的フロンティア分析による手法
が採用されている。本稿では、 1993年から 1997年度までのデータを用
いた山下（ 2003）以降、調べた限り先行研究が見られない確率的フロン
ティア分析により費用関数を推定する。
確率的フロンティア分析は、 Aigner, Lovell and Schmidt (1977)によ
って提案された、生産関数あるいは費用関数を推定する手法の一つであ
る。通常の生産関数や費用関数を用いた推定と異なり、誤差項 ߝについ
て、非効率項 ݑと、正規分布の誤差項 ݒの二つの要素の合成項であると仮
定してフロンティアを計測する。このことにより、費用関数あるいは生
産関数のフロンティアからの乖離が明示されることで、非効率性を測定
することが可能となる。
ここで、 Coell i , Rao, O’Donnell and Battese (2005)に基づき、確率
的フロンティア分析による推定手法を概説する。まず、最も単純な生産
関数を推定する場合、生産フロンティアは次のように表現できる。
lnݍ௜= ܠ′௜હ− ݑ௜ (݅= 1,2, … ,ܰ) （ 6.1）
ここで、 N は事業者の数、 ݍ௜はｉ番目の企業の産出量を表し、 ܠ௜は投入
物の自然対数のＫ×１ベクトルであり、 ܠ′௜はその転置ベクトル（１×Ｋ
ベクトル）を表している。また હは未知の係数ベクトル（１×Ｋベクト
ル）であり、 ݑ௜は企業 i の技術的非効率性に関する非負のランダム変数
である（以下、非効率項という）。さらに、Aigner, Lovell , and Schmidt
(1977)は、（ 6.1）式に統計的なノイズである対称的な誤差項 ݒ௜を加える
64 費用関数の推定と同様、費用効率性を計測する手法であるＤＥＡを用
いたバス事業の研究として、宮島（ 1984）、 Tone and Sawada,(1990)、
宮良・福重（ 2002）、城金（ 2007）などが挙げられる。
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ことを提案した。
lnݍ௜= ܠ′࢏હ+ ݒ௜− ݑ௜ （ 6.2）
ここで具体的な関数型としてコブ・ダグラス型の確率的フロンティア
モデルは次の形式をとる。
lnݍ௜= ߚ௜+ ܠ′࢏઺+ ݒ௜− ݑ௜ （ 6.3）
すなわち、
ݍ௜= exp(ߚ௜+ ܠ′࢏઺+ ݒ௜− ݑ௜) （ 6.4）
あるいは
ݍ௜= exp(ߚ௜+ ܠ′࢏઺) × exp(ݒ௜) × exp(−ݑ௜) （ 6.5）
と表現できる。ここで、フロンティアモデルの決定的要素は規模に対し
て収穫逓減を仮定している。観察不可能である非効率性のみを除いたフ
ロンテ ィア生 産量 は決定 論的フ ロン ティア の上下 に分 布する と想定 さ
れる。しかし、非効率性が存在していると想定される観察可能な生産量
は、決定論的フロンティアの下にあることが多いと考えられる。すなわ
ち、観察可能な投入量が決定論的生産フロンティアよりも上にあるのは、
統計的なノイズが、正の値をとり、かつ非効率性による効果よりも大き
い場合に限られる。
確率的フロンティア分析の多くは、非効率性の推定に用いられる。生
産関数における効率性の測度は、次式に示した確率的フロンティア生産
量に対する観察された生産量の比率である。
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ܶܧ௜= ݍ௜exp(ܠ′௜઺+ ݒ௜) = exp(ܠᇱ௜઺+ ݒ௜− ݑ௜)exp(ܠ′௜઺+ ݒ௜) = exp(−ݑ௜) （ 6.6）
この技術的効率性の測度は、０から１の値をとる。これは、 i 番目の企
業の生産量と、同じ投入要素ベクトルを用いた最も効率的な企業が生産
できるであろう生産量の比率で測定する。各 ݒ௜は、各 ݑ௜と独立分布であ
り、両方の誤差項はｘ
௜
の中の説明変数と相関しないことを仮定する。さ
らに、
ܧ(ݒ௜) = 0 （ 6.7）
ܧ(ݒ୧ଶ ) = σ௩ଶ （ 6.8）
ܧ൫ݒ௜ݒ௝൯= 0 （ 6.9）
ܧ൫ݑ୧
ଶ൯= σ௨
ଶ （ 6.10）
ܧ൫ݑ௜ݑ௝൯= 0 （ 6.11）
を仮定する。すなわち、誤差項 ݒ௜は（ 6.1）式の線形回帰モデルの誤差項
と同じ仮定であり、非効率項 ݑ௜は誤差項と同じ特性を持つ。
Aigner, Lovell , and Schmidt (1977)は、以下に示した（ 6.12）（ 6.13）
の仮定の下、最尤法推定を行った。（ 6.12）は、ݒ௜が平均値０で、分散が
σ௩
ଶであり、独立かつ同一正規分布のランダム変数であることを意味する。
（ 6.13）は、 ݑ௜が規模係数 σ௨ଶである独立かつ同一の半正規分布のランダ
ム変数であることを意味している。つまり、各 ݑ௜の確率密度関数は、平
均値 ０ か つ分 散 が ߪ௨
ଶであ る 正 規分 布 形 状の ラ ン ダム 変 数 の切 断 分 布で
あることを意味する。
ݒ௜~iidܰ(0, σ௩ଶ) （ 6.12）
ݑ௜~iidܰା(0, σ௨ଶ) （ 6.13）
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このときの対数尤度関数は、Aigner, Lovell , and Schmidt (1977)によ
れば、
lnܮ(ݕ|ߚ, σ, λ) = −Ｎ2 lnቆߨσଶ2 ቇ+ ෍ lnே
௜ୀଵ
Φ൬−
ε௜λ
σ
൰−
1
2σଶ
෍ ε௜
ଶ
ே
௜ୀଵ
（ 6.14）
となる。ここで、 ݕは生産量の対数ベクトル、 ε௜≡ ݒ௜− ݑ௜ = lnݍ௜− ܠ′ ઺ܑは合
成誤差項、Φ(∙)は標準正規分布の累積分布関数である。また表現の簡単
化のために ߪଶ = ߪ௩ଶ + ߪ௨ଶと λଶ = ߪ௩ଶ/ߪ௨ଶ ≥ 0としている。
技術的効率性の測定には、 ݑ௜の情報を明らかにする必要がある。 ݍ௜の
値が観察可能であると仮定すると、 ݑ௜は、次の切断確率密度関数に特定
できる。
p(ݑ௜|ݍ௜) = 1
ඥ2ߨσ∗ଶexp {− 12σ∗ଶ (ݑ௜− ݑ௜∗)ଶ} Φቆݑ௜∗σ∗ቇ൘  (6.15)
ここで、ݑ௜
∗ = −(lnݍ௜− ܠ′ ઺ܑ)σ௩
ଶ/σଶであり、ߪ∗
ଶ = σ௩
ଶσ௨
ଶ/σଶである。この条件付確
率密度関数から、企業 i が選択され、生産水準 ݍ௜が観察可能であれば、ݑ௜の
値が分かる。
乗合バス事業は、所与のネットワークのもとで、労働と資本と燃料を
運行サービスに変える生産単位として考えることが多く、生産量を被説
明変数とする生産関数よりも費用関数を推計することが一般的である。
このため、本稿では、生産関数ではなく、費用関数を用いることとする。
そのフロンティア関数を費用関数として定義すると、次式のように表現
できる。
ܶܥ = (݂ܻ,ܮ,ܭ, O) (6.16)
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ここで、TC は年間総費用を、Y は産出量を表す定員走行キロを表す。
また、ܮ、Ｋ及び Oは投入要素であり、それぞれ労働価格、資本価格、労
働・資本以外の運営費の価格を表す。投入要素価格と産出量は外生的で
企業のコントロール外にあると仮定する。
次に関数形であるが、費用関数の推定において用いられることが多い
関数形は、コブ・ダグラス型とトランスログ型である。コブ・ダグラス
関数は、すべての企業の規模に対して収穫一定を仮定しているが、バス
事業における規模の経済性の存在については、先行研究によって、見解
が分かれている。このため、本稿では、規模に対して収穫一定の仮定を
前提としないトランスログ型に特定化する。
トランスログ型費用関数を用いる場合、総費用が投入要素価格に関し
て、一次同次かつ凹関数であり、総費用が産出量に関して単調非減少で
ある必要がある。そこで、その他価格で総費用、資本価格、労働価格を
割ることにより生産要素価格の一次同次性を課すと、関数は（ 6.17）式
のように表現できる 6 5。
ln ்஼೔೟
௪ ೀ೔೟
= lnܥ௜௧∗ = ߙ+ ߚ௒ln ௜ܻ௧+ ߚ௄ ln ௪ ಼೔೟௪ ೀ೔೟ + ߚ௅ln ௪ಽ೔೟௪ ೀ೔೟+ 12൥ߚ௒௒(ln ௜ܻ௧)ଶ + ߚ௄௄ ቆlnݓ௄೔೟ݓை೔೟ቇଶ + ߚ௅௅ቆln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ቇଶ൩
+ ߚ௒௄ ln ௜ܻ௧lnݓ௄೔೟ݓை೔೟+ߚ௒௅ln ௜ܻ௧ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߚ௄௅lnݓ௄೔೟ݓை೔೟ ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟
65 トランスログ型関数の凹性は次のヘッセ行列の行列式が半負値定符号
であれば保証される。 ܪ = ฬడమ்஼
డ௪ ೔డ௪ ೕ
ฬ ( ,݆݅= ܮ,ܭ) 。推定後に凹性条件を確認
したところ、一部について符号条件を満たしていなかった。これについ
ては、今後の検討課題としたい。
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+ݒ௜௧+ ݑ௜ （ 6.17）
݅= 1,2, … ,ܰ及び ݐ= 1,2, … ,ܶ
ここで ߙは定数項、 ߚ は推定すべき係数、 ݓは各生産要素価格、 i は事
業体を表しており、 t で年度を表している。また、確率的フロンティア
費用関数の誤差項 ݒ௜௧~iidܰ (0, σ௩ଶ) 及び非効率項 ݑ௜~iidܰ ା(0, σ௨ଶ)である。す
なわち、２つの誤差項を持つプールドフロンティアモデルである。誤差
項は、両方とも正規分布の形状をとり、一般的な誤差項と異質性を捉え
る誤差項 ݒ௜௧と、非負の確率項であるである非効率性を表す攪項 ݑ௜である
6 6。 ݒ௜௧と ݑ௜は、独立かつ同一分布であると仮定する。生産関数に注目し
たモデルと異なる点は非効率項 ݑ௜の取り扱いである。非効率性は生産関
数においては、産出量の減少として発現するが費用関数においては費用
の増加として発現する。そのため (6.17)式において非効率項 ݑ௜を加算し
た形となっている。また、本稿では分析期間を通して非効率性は一定で
あると考えている。そのため、非効率項 ݑ௜については年度を表す下付き
の t は含まれていない。
しかしながら、バス事業者の効率性測定の重要な問題点の一つとして、
モ デ ル に 用 い た コ ン ト ロ ー ル 変 数 が サ ン プ ル 間 の 異 質 性
（ heterogeneity）を十分にコントロールできない可能性があることが
あげられる。たとえば、路線長が同じである場合でも、路線の地形に高
低差が大きければ、燃費効率に違いが生じる。また、停留所の位置や他
の交通機関の代替性など、事業者が自らコントロールできない特性が存
在する 6 7。こうした外生的条件については、コントロール変数を追加す
ることによって一定程度対応できるが、代理変数として適切な指標がな
い場合があるため、過少定式化をもたらし、効率値にバイアスが生じる
66 本稿では、非効率項 ݑ௜の形状を半正規分布に特定化している。
67 交通事業を対象に、同様の問題を指摘し、分析を行った研究として
Walter（ 2011）が挙げられる。
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可能性がある 6 8。
こうした問題への対応方法の一つして、 Pitt and Lee(1981)によるラ
ンダム効果モデルを考慮した（ 6.18）式で示すモデル２、モデル３が考
えられる。
ln ்஼೔೟
௪ ೀ೔೟
= lnܥ௜௧∗ = ߙ+ ߚ௒ln ௜ܻ௧+ ߚ௄ ln ௪ ಼೔೟௪ ೀ೔೟ + ߚ௅ln ௪ಽ೔೟௪ ೀ೔೟+ 12൥ߚ௒௒(ln ௜ܻ௧)ଶ + ߚ௄௄ ቆlnݓ௄೔೟ݓை೔೟ቇଶ + ߚ௅௅ቆln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ቇଶ൩
+ ߚ௒௄ ln ௜ܻ௧lnݓ௄೔೟ݓை೔೟+ߚ௒௅ln ௜ܻ௧݈ ݊ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߚ௄௅lnݓ௄೔೟ݓை೔೟ ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߛݖ௜௧+ݒ௜௧+ ݑ௜ （ 6.18）
݅= 1,2, … ,ܰ及び ݐ= 1,2, … ,ܶ
ここで、 ݒ௜௧~iidܰ (0,ߪ௩ଶ) 及び ݑ௜~iidܰ ା(0,ߪ௨ଶ)を仮定する。また、モデル
２、モデル３では、モデル１にはない、コントロール変数などの環境変
数 ݖを追加する。なお、モデル２と３は追加する変数が異なる。
ただし、このランダム効果モデルには、時間不変で観察されない異質
性、たとえば、ネットワークの形状の構造、高低差の違い、環境の条件
などが考慮されていないという欠点がある。
以上のモデルの特定化に基づき推定を行うが、例えば Greene(1983)
などによって誤差項が正規分布に従わない場合、最小二乗法による推定
ではバイアスが生じることが知られている。このことから、最尤法を用
い て モ デ ル の 推 定 を 行 う 。 Kumbhakar and Lovell (2000) に 従 っ て 、
（ 6.18）式のパラメータを推定する尤度関数を特定する。まず、表記の
簡略化のために事業体を表す下付きの i を省略すると、誤差項ベクトル
ܞ= (ݒଵ, … . ,ݒ்)結合密度関数は次式になる。
68 過少定式化については、 Wooldridge (2010)を参照。
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(݂ܞ) = 1(2π)் ଶ⁄ σ௩் ∙ expቊ−ܞᇱܞ2σ௩ଶ ቋ (6.19)
さらに、非効率項 u は誤差項ベクトル ܞと独立であると仮定すると u
と v の結合密度関数は次式として得られる。
(݂ݑ,ܞ) = 2(2π)(்ାଵ) ଶ⁄ σ௨σ௩் ∙ expቊ− ݑଶ2σ௨ଶ − ܞᇱܞ2σ௩ଶቋ (6.20)
(6.20) 式 を 用 い て 非 効 率 項 u と 誤 差 項 ベ ク ト ル ઽ= (εଵ, … , ε்)′ =(ݒଵ− ݑ, … ,ݒ் − ݑ)′の結合密度関数は
(݂ݑ,ઽ) = 2(2π)(்ାଵ) ଶ⁄ σ௨σ௩் ∙ expቊ− (ݑ− μ∗)ଶ2σ∗ଶ − ઽ′ઽ2σ௩ଶ + ૄ∗૛2σ∗ଶቋ (6.21)
となる。ここで ߤ∗と σ∗
ଶは
μ∗ = −
ܶσ௨
ଶεത
σ௩
ଶ + ܶσ௨ଶ
σ∗
ଶ = σ௨ଶσ௩ଶ
σ௩
ଶ + ܶσ௨ଶ
として定義しており、 εതについては、
εത= 1ܶ෍ ε௧்
௧ୀଵ
と定義している。(6.21)式を使えば、誤差項ベクトル ઽについての周辺密
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度関数を導くことができ、それは
(݂ઽ) = න (݂ݑ,ઽ)݀ݑஶ
଴
= 2[1 − Φ(−μ∗ σ∗⁄ )](2π)் ଶ⁄ σ୴்ିଵ(σ୴ଶ + ܶσ୳ଶ)ଵ ଶ⁄ ∙ expቊ− ઽઽ′2σ௩ଶ + μ∗ଶ2σ∗ଶቋ (6.22)
となる。
このように、誤差項ベクトル ઽについての周辺密度関数が得られると
N 個の企業に関する対数尤度関数が得られる。再び各事業体 i を下付き
の添字で表すと、対数尤度関数 lnܮは、
lnܮ= 定数項 − ܰ(ܶ− 1)2 lnσ௩ଶ− ܰ2 ln(σ௩ଶ + ܶσ௨ଶ)
+෍ ln൤1 − Φ൬−μ∗௜
σ∗
൰൨−
ே
௜ୀଵ
∑ ઽ௜ઽ′௜
ே
௜ୀଵ
2σ௩
ଶ + 12෍ ൬μ∗௜σ∗൰ଶே
௜ୀଵ
(6.23)
と特定でき、この式を用いてパラメータを推定する。
また、技術効率性については誤差項を条件とした期待値で表現する。
Kumbhakar and Lovell(2000)に従えば、誤差項ベクトル ઽを条件とする
u の密度関数 (݂ݑ|ઽ)は、
(݂ݑ|ઽ) = (݂ݑ,ઽ)(݂ઽ) = 1(2ߨ)ଵ ଶ⁄ σ∗[1 − Φ(−μ∗ σ∗⁄ )] ∙ expቊ− (μ − μ∗)ଶ2σ∗ଶ ቋ (6.24)
となり、 u の条件付き期待値は
ܧ(ݑ|ε) = μ∗ + σ∗ ቈ Φ(−μ∗ σ∗⁄ )1 − Φ(−μ∗ σ∗⁄ )቉ (6.25)
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となる。
第３節 データ
本章で使用したデータは、すべて「地方公営企業年鑑」の各年度版か
ら得ている。推定に当たり、対象サンプルの選択を行う。まず、保有車
両数が 30 両未満の事業者は、国へ事業実績を報告する義務のある対象
事業者から外れていること、並びに産出・投入要素の規模が小さく極端
な値をとる可能性があることから除外する。また、事業廃止が見込まれ
る場合、中長期的に職員数や車両数を徐々に減らすことが多いため、急
激に数値が変化することが多い。このため、観測期間中の事業廃止とな
った事業体は除外している。さらに、データ欠損値があった事業者を除
いている。以上から、最終的なデータセットは、 27 事業体、 2001 年か
ら 2010 年までの 10 期間、合計 270 サンプルとなった 6 9。
表６．３は、分析に用いた変数の記述統計量であり、それぞれの変数
は、以下のようにして計算した。
まず、被説明変数の総費用 TC は、人件費、資本費及びそれ以外の運
営費の合計額である。
次に、産出量 Y は、定員走行キロとする。先行研究の多くは、生産物
として延人キロを用いている。しかし、公営バスでは、乗車人員が少な
い場合でも、代替的な公共交通機関がない、あるいは利用しにくい場合、
路線を維持する必要性が生じる。したがって、需要に合わせた減便や廃
止ができない路線が生じる。これに対して、産出量として、最終需要の
乗客数に影響を受けない走行キロを使用している研究もある。本稿では、
69 ２７の事業体とは、東京都、長崎県、仙台市、横浜市、川崎市、名古
屋市、京都市、大阪市、神戸市、北九州市、苫小牧市、青森市、八戸市、
高槻市、尼崎市、明石市、伊丹市、松江市、呉市、宇部市、岩国市、徳
島市、鳴門市、佐賀市、佐世保市、熊本市、鹿児島市である。
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この走行キロを改善する変数として、乗合・貸切それぞれについて年間
平均在籍車両に平均定員数を乗じ、合計した定員走行キロを産出量とす
る。これは、平均車両のサイズがサンプルによって異なるため、小型車
両を比較的多く所有する場合、費用が相対的に低くなり、産出量をゆが
める可能性があるからである。定員走行キロは、平均車両定員に走行キ
ロを乗じたものであり、コントロール変数として導入する乗車密度と相
関が少なく、同時に事業者間の車両の大きさの違いを説明できる。
表６.３ 記述統計量
また、投入価格は、要素単位当たりの要素支出として定義される。労
働価格は総従業員数に対する年間の人件費の割合と定義される。労働価
格は、職員数で人件費を割って求める。また、資本価格は、支払利息、
減価償却費、修繕費の合計額を有形償却資産で割って求めた。その他運
営費用は、動力費、光熱水費、通信運搬費、その他費用の合計額を走行
キロで割り、日本銀行による 2010 年基準企業物価指数の年度平均値で
実質化している。
さらに、サービス品質や外部環境についての異質性を考慮する。まず、
単位 平均 標準偏差 最小 最大
TC 総費用 千円 8,215,936 10,596,267 265,280 45,863,693
L 労働価格 千円 6,568 1,643 1,964 10,074
K 資本価格 千円 65.843 19.813 26.148 149.092
O その他価格 千円 19.06 7.33 7.71 43.22
Y 定員走行キロ ｋｍ/年 788,000 870,554 39,093 3,713,700
control 乗車密度 人/ｋｍ 9.79 3.72 0.50 19.80
speed 平均時速 ｋｍ/時 16.3 3.3 10.5 28.0
floor 超低床比率 ％ 30.5 27.7 0.0 100.0
変数
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生産量や投入要素に関する影響が大きく、観察可能な変数、いわゆるコ
ントロール変数を追加する。本稿では、乗車密度を導入する。また、外
部環境要因を代表する代理変数として平均時速、サービス品質要因を代
表する代理変数として超低床車両比率を追加し、モデル３とし、その影
響を計測する 7 0。
第４節 分析結果とその解釈
表６．４は、各モデルの分析結果を示したものである 7 1。ここでは、
まず、推定結果の頑健性を評価し、そのうえで各モデルと変数について
の解釈を行う。
表６ .４ 推定結果
70 推定に当たって、すべての変数について基準化している。
71 費用関数の推定には、パッケージソフト Limdep9.0 を用いている。
係数 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値
α -0.093 *** -4.148 -0.379 *** -10.972 -0.324 *** -9.476
βY 0.807 *** 74.840 0.670 *** 21.461 0.716 *** 19.981
βL 0.250 *** 12.889 0.220 *** 23.808 0.228 *** 17.842
βK 0.059 *** 3.522 0.067 *** 9.023 0.058 *** 6.369
βYY 0.049 ** 2.333 0.031 1.073 0.058 * 1.872
βLL 0.051 * 1.935 0.108 *** 13.564 0.106 *** 11.444
βKK -0.099 *** -3.346 0.039 ** 2.490 0.039 ** 2.356
βYL 0.013 0.605 0.021 ** 2.467 0.023 ** 2.218
βYK 0.013 0.686 0.008 1.076 -0.002 -0.208
βLK 0.044 * 1.736 -0.062 *** -4.990 -0.056 *** -3.814
γcontrol 0.055 *** 4.118 0.054 *** 3.204
γspeed -0.019 * -1.811
γfloor 0.015 ** 2.273
対数尤度 153.972 371.010 374.506
*、**、***はそれぞれ１０％、５％、１％水準で有意であることを示している。
モデル１ モデル２ モデル３
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まず、各モデルの推定結果の概要であるが、各要素の一次項の係数の
符号はすべて正であり、１パーセント水準で有意であることを示してい
る。また、生産量と投入要素価格の係数の符号が正となっており、この
ことは、費用関数が逓減的であることを示している。
次に、サービス品質や外部環境といった異質性の影響を見てみる。モ
デル２において外部環境要因の代理変数である乗車密度、モデル３にお
いてサ ービス 品質 の代理 変数で ある 超低床 比率が それ ぞれ統 計的に 有
意となっている。このことから、効率性測定において考慮すべき品質変
数および外部環境変数が存在すると解釈できる 7 2。
また、生産量に対する規模弾力性を算出した 7 3。各モデルにおける規
模弾力性の値は 1.2～ 1.5 となっている。いずれも 1 を超える値をとっ
ていることから、生産量に対して規模の経済性が存在することが示唆さ
れる。この結果は、先行研究の山下（ 2003）において、規模の経済性が
存在するとの結論を得ていること整合的であるといえる。ただし、わが
国のバス事業を対象として費用関数の推定を行った先行研究の中には、
規模の経済性が存在しないとの結論を得ている分析も見られる。
続いて、モデルの特定化の違いによる費用効率性への影響について検
討する。検討に当たっては、モデル１、モデル２及びモデル３において
推定した費用関数の非効率値について、モデル間で相関性が生じている
かスピアマンの順位相関係数を算出した。スピアマンの順位相関係数は
複数グ ループ 間に 相関関 係があ るか どうか を検定 する ノンパ ラメト リ
ック検定の手法の一つである。確率的フロンティア分析による推定にお
いては、誤差項については分布形状を特定している一方で、非効率性に
ついては分布形を特定していないことから、ノンパラメトリック検定は
72 モデル２およびモデル３の ߛ௖௢௡௧௥௢௟の符号が正を示しており、乗車密度
が高いほど費用が低下するという事前の予想と異なる結果となった。
このことは今後の課題としたい。
73 ここでは、生産量に対する規模の経済性を ቀப୪୬୘େ
ப୪୬ଢ଼
ቁ
ିଵ
と定義する。
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有効であるといえる。具体的には、まず、モデル１について事業体別に
全期間の非効率値の平均をとった。次に、各モデルの２７事業体の非効
率値について、１位から 27 位まで順位付けした。そのうえで、事業体
別の順位づけについてスピアマンの順位相関係数を算出した。
算出結果は表６．５に示した通りである。表に示した通り、モデル２
とモデル３の相関係数は 0.952 ときわめて強い相関関係が示されている。
一方で、モデル１とモデル２、モデル１とモデル３の間のスピアマンの相
関係数はそれぞれ 0.546 と 0.640 であり、両モデル間の相関性は、モデル
２とモデル３の相関性と比較して低い。このことから、モデルの特定化
の違い、すなわち非効率性の捉え方の違いにより、測定される非効率性
の値が大きく異なるということが示唆される。
表６ .５ スピアマンの相関係数
第５節 まとめ
本章では、地方公営企業形態のバス事業を対象として、異質性を考慮
した費用関数を確率的フロンティア分析により推定した。本章の分析結
果から得られた主な結果は以下のとおりである。まず、第一に、効率性
の決定要因として、乗車密度などの外部環境要因やサービス品質がモデ
ルによっては有意に影響することが示された。第二に、費用関数の推定
モデル1 モデル2 モデル3
モデル1 1
モデル2 0.546 1
モデル3 0.640 0.952 1
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から、生産量に対する規模の効率性が見られることが確認された。第三
に、採用するモデルの違いによって、事業体ごとの費用効率値は有意に
異なることが示された。
以上の結論から、現行のバス事業へのヤードスティック規制適用に当
たっては、以下のような政策的含意が示唆される。
第一に、ヤードスティック査定に当たっては、査定手法や変数につい
ての検証が必要であるといえる。本稿の推定結果では、サービス品質や
外部環境要因の変数が統計的に有意であること、およびモデルの特定化
の違いが費用効率性に影響を与えていることが示された。このことから、
パネルデータを用いた固定効果モデルによる分析 7 4についても、現行の
査定方法を補完的に評価する手段として有効ではないかと考える。
第二に、ヤードスティック規制に当たっては、企業規模を考慮する検
討が必要であると考える。本稿では、生産量に対して規模の経済性が見
られるとの結論を得ている一方で、わが国の標準原価制度では全事業者
の各要素の単位費用を基準に査定している。すなわち、査定において規
模の経済性が考慮されていないことから、大規模事業者が相対的に有利
な状況となっているといえる。規模の経済性が生じていることを考慮す
るならば、ヤードスティック規制を提案した Shleifer (1985)にあるとお
り、回帰分析によって求まる限界費用を基準単価とする必要があると考
える。
最後に、今後の研究課題について述べる。まず、本稿で示した推定結
果について、モデル１とモデル２、モデル１とモデル３の間の順位相関
係数がかなり低い値となっていることが問題点として挙げられる。また、
モデル１とモデル２は、コントロール変数である乗車密度の有無によっ
て、効率値が全く異なった結果が生じており、結果の頑健性に問題が生
じている可能性がある。これらの推定における問題については、他のモ
74 ヤードスティック規制について、パネルデータを用いて査定を行うと
いう改善手法の提案は、Joskow and Schmalensee(1986)においても指摘
されている。
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デルを用いて推定を行い、その結果を本稿で示した結果と比較するなど、
さらなる検証を行うことにより、結果の信頼性を高めることが必要と考
える。
また、本稿では組み入れることができなかった管理の受委託や地下鉄
の新線 開業に 伴う 状況変 化の影 響も 費用効 率性に 影響 を与え ている と
も考えられる。管理の受委託は、公営バス事業の多くで取り入れられて
いる包括的な民間委託方式であるが、事業体および時期によって導入状
況が異なる。管理の受委託が行われている場合、労働投入要素が引き下
げられるなど費用構造に変化が生じることから、事業体別の導入割合の
違いが、費用関数の推定に大きな影響を与えている可能性がある。また、
本稿で用いた都市部の事業者の営業区域の一部については、観測期間中
に地下鉄の新線が開業したケースがある。バス事業は、地下鉄の新線開
業に伴い、同じ経路となるバス路線の需要が減少するため、路線の再編
が行われることがある。こうしたバス事業の再編は、具体的には、路線
廃止に伴う生産量や投入要素の減少を伴うことから、費用関数の推定に
影響を与えている可能性がある。費用関数の推定に当たっては、以上の
様な要因を考慮した分析も必要になると考える。
さらに、公営バスと同様、ヤードスティック規制の対象となっている
民営バスとの比較分析も求められるであろう。第 2 章で取り上げた Hart
et al . (1997)の理論モデルの説明にあるように、公営企業は民営企業と
比較して、品質向上に向けたインセンティブが状況によっては強いもの
の、費用削減の向けたインセンティブが弱いことが理論的に知られてい
る。本稿では、民営事業者の事業者別の費用データは公表されていない
ことから民間バス事業者との比較分析を行っていない。しかしながら、
ブロック（地域）別・公民（公営事業者・民営事業者）別の集計データ
については国土交通省が毎年度公表をしている。こうしたブロック別・
公民別のパネルデータを利用することによって、公民比較が可能となり、
公営バ スの生 産性 とサー ビス品 質に 関する 分析の 精緻 化を図 る必要 が
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あると考える。
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第７章 バス事業の委託化と組み合わせ入札
第１節 はじめに
本章では、地方公営企業における生産性向上に向けた改善手法として、
理論的も制約上も重要な分野である調達手法について考察を行う。具体
的には、ロンドンバスで行われている組み合わせ入札を取り上げたうえ
で、地方公営企業への適用に関する考察を行う。
ロンドンの域内バス 7 5は、 Transport for London (2013)によれば、
2012 年度において一日当たり約 640 万人が利用するロンドン市内の主
要交通機関の一つである 7 6。このロンドンの域内バスは、１９８０年代
半ば以降の制度改革によって大きく変容した。 1980 年代半ばまでのロ
ンドンの域内バスは、ロンドン市の内部組織であり、ロンドンの交通政
策を総合的に管理しているＬＴ（ London Transport）の組織内のバス
運行部門によって運行されており、市場競争はなかった。しかし、1984
年ロンドン地域交通法施行により、所有構造および規制の枠組みが大き
く変更された。具体的には、公的関与は残すものの、域内バスの運行業
務を入札にかけることで競争を導入することが決定された。ロンドンの
域内バスの運行責任主体であったＬＴは、バス運行の子会社を１３の地
域別に分割し、さらにこの子会社を 1994 年までに民営化した 7 7。また、
1985 年当初から部分的にバス運行業務の入札が開始され、ＬＴの子会
社と新規民間会社の間で、市場へバス運行サービスを供給する競争が生
75 路線バス（route bus）と域内バス（local bus）という呼び方がある。
本稿では、都市間の高速路線バスが分析の対象外であることを明確にす
るため、域内バスに統一している。
76 これは、東京都内における乗合バスの 2010 年度の一日平均利用者数約
204 万人を大きく上回り、相対的に交通分担率は高い。
77 Transport for London (2008)によれば、 1992 年に政府は運行子会社を
民間へ譲渡することを表明し、１９９４年に完了した。
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じた。独立系事業者の参入を促すことを目的として、制度改革の初期段
階において入札対象となった路線は、少ない車両で運行可能な周辺地域
の路線であった。 1995 年末までにロンドン域内の路線のうち半分につ
いて一度以上入札が行われ、 2001 年初めには、すべてのバス路線にお
いて入 札手続 きに より選 定され た事 業者に より運 行さ れるこ ととな っ
た。現在では、規制当局であるＬＴを組織改正したＴｆＬ（ Transport for
London）が域内バスの運営責任を負い、運行サービス自体は複数の民
営バス会社が供給する体制となっている。ただし、運賃収入だけではす
べ て の 運 行 費 用 が 賄 え な い た め 、 Ｔ ｆ Ｌ の 上 位 組 織 で あ る Greater
London Authority か ら 補 助 金 を 受 け て い る 。 Department for
transport(2013)によれば、2011/12 年期のロンドンの域内バスの運賃収
入は年間 1,117 百万ポンド、地方自治体からの補助額は 519 百万ポンド、
中央政府からの補助額は 111 百万ポンドとなっている。図７．１はロン
ドンの 域内バ ス運 行に関 する資 金の 流れの イメー ジを 示した もので あ
る。
ロンドンの域内バスは、制度改革が開始されて以降、バス運行事業者
の民営化、競争入札の導入のほか、他の交通モードとの共通運賃化を図
るため、トラベルカードの本格導入などの取組を行った。これによって、
図７ .２のとおり、ロンドン以外の地域と反対に乗客数を増加させてお
り、多くの研究で域内バスの成功事例として評価されている 7 8。
入札はＴｆＬが行っており、入札対象となる割合は、年間でロンドン
のバス路線全体の約 15％から 20％程度であり、入札の開催頻度は月に
1 回から 3 回程度である。入札への参加資格者は、事前に登録されたす
べての事業者である。契約内容には、運行回数、車種、路線などの運行
サービスの細かな条件がある。各路線の運行契約は原則として 5 年間で
あるが、サービス品質が当初求めた要求水準を上回っている場合、 2 年
78 たとえば、松澤（ 2005）を参照。
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間の契約延長が可能となる。
図７．１ ロンドンの域内バス運行に関する資金の流れ
出所：筆者作成
バス運行に関する契約方式は、一般的に、運行委託者が受託者の推定
費用と期待利得額の合計額を支払い、運賃収入を得る「総費用契約」と、
運行委託者が運賃収入を得て、推定費用と期待利得額の合計額から運賃
収入を差し引いた額を運行委託者が支払う「純費用契約」がある 7 9。ロ
ンドンの域内バスに関する契約の多くは、総費用契約である。また、落
札者の選定基準は、最善の経済的評価値（ value）、すなわち最低額を提
79 この契約方式の違いについては田邉（ 2001） 、木谷（2001）などに詳
しい。
TfL（Transport for London）
利用者
大ロンドン市（ＧＬＡ）
バス運行事業者(Operater)
補助金の交付
運行委託
（委託料の支払い）
バスの運行運賃の支払い
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示した入札者と契約することが原則とされている 8 0 。
こ の 入 札 制 度 は 、 メ カ ニ ズ ム ・ デ ザ イ ン の 一 分 野 で あ る 入 札 理 論
（ auction theory ） に お い て 注 目 さ れ て い る 「 組 み 合 わ せ 入 札
(combinatorial auction)」を政策的に取り入れている。なお、発注者が
最低額 を提示 した 入札者 に対し て財 の供給 の対価 とし て落札 額を支 払
う入札と、主催者（ auctioneer）が最高額を入札者に対して財の引き渡
しの対価として落札額を得るオークションでは、符号が逆になるものの、
メカニズム・デザインの理論においては同じである。
ロンドンの域内バスで行われている組み合わせ入札は、同時に２つ以
上の契約案件の入札を行い、その中で総入札額が最低額となる入札額の
組み合わせを落札者とする制度である 8 1。この入札形式は、入札理論に
おいて「組み合わせ一位価格封印入札」に分類される。ＴｆＬが公表し
ている 2003 年から 2013 年の入札結果では、路線単位で 1099 件の入札
案件のうち、組み合わせ入札による落札件数は 695 件と全体の 64％に
及んでいる。たとえば、2013 年 5 月 13 日に入札が行われた 601 系統お
よび 602 系統の個別の最低入札額は、それぞれ年間 327,440 ポンド、年
間 151,500 ポンドであり、2 路線で合計 478,940 ポンドであった。Stage
coach Selkent はこの 2 つの路線をまとめて、その合計額よりも低い年
間 473,500 ポンドの組み合わせ入札を提示し、落札者となっている。な
お、落札価格よりもサービス品質を優先させて事業者を決定した案件は
６４件である。
組み合わせ入札が成立するのは、同一地域の契約案件が同じ入札日
に行われる場合であり、バス事業者の車庫に近い、隣接路線や同一起終
点の路線であることが多い。
80 value の訳語は定まっていないが、本稿では、横尾（ 2006）に倣い
「評価値」と呼ぶ。
81 TfL は 2000 年から最低額の入札者ではなく、高いサービス品質を提
示した事業者が選ばれることもある「品質インセンティブ契約」制度
を導入している。
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ロンドンの域内バスの制度について言及したわが国の研究としては、
田邉（ 2001）、寺田（ 2004）、松澤（ 2005）、寺田（ 2013）など多数存在
する。しかし、ロンドンの域内バスにおける入札制度と入札理論との関
係について詳しく論じた研究は調べた限り見られなかった。そこで、本
章ではロンドンの域内バスの入札制度を取り上げ、メカニズム・デザイ
ンの観点から理論的整理を行うとともに、路線バスの運行契約に関する
入札のあり方について考察する。
本章の以下の構成は次のとおりである。まず次節では、バス運行業務
における入札制度の位置づけについて、規制の経済学の見地から概説す
る。続く第３節では、ロンドンにおけるバス運行入札の目的である費用
シナジー効果と競争効果について整理する。第４節では入札理論におい
て問題となる勝者の災い効果について、第５節では組み合わせ入札にお
いて問題となる戦略的価格差別行動について、それぞれ検討する。最後
に第６節では、これまでの検討内容について要約するとともに、わが国
におけ る域内 バス 事業へ の政策 的含 意およ び今後 の研 究課題 につい て
述べることとする。
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図７．２ イギリスにおける乗車数および車両走行マイルの推移
出所： Department for Transport（ 2013)をもとに作成。
第２節 公益事業における入札制度
公益事業を研究対象とする規制の経済学においては、近年、オークシ
ョンや入札制度が理論的に注目されている。本稿では、規制の経済学に
おける近年の研究動向に関する理論的サーベイである Armstrong and
Sappington (2005、2006)に基づき、以下に整理する。
多くの公益事業では、規模の経済性によって、同一市場に 2 つ以上の供
給者が活動することが非効率となる可能性がある。規模の経済性が生じ
る場合、市場における直接競争は社会全体として総費用が高くなる。こ
のため自然独占市場が形成されるが、規制がない場合は市場競争が働か
ず、独占的供給者は利潤最大化のため、市場支配力を行使することでレ
ントをとる行動をとる。
このため、規制当局は、独占的供給者に経済的規制を行い、社会厚生
の拡大を図ることを目的として、疑似的な競争環境を設定することがあ
る。Armstrong and Sappington (2005)では、競争による主な便益として、
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レント削減便益と、サンプリング便益を挙げている。市場競争状態にお
いて、規制当局は高い費用を要求する現在の供給者と別の供給者による
生産を委託することが可能であり、供給者との契約を終了させることが
できる。このため、供給者は規制当局にとってわからない私的情報をご
まかす余裕はなくなり、私的情報によるレントが少なくなる。これが競
争によるレント削減便益である。一方の競争のサンプリング便益は、潜
在的な供給者が増加することで、規制当局は能力のある供給者を選ぶ確
率を高めることができるという便益である。
そこで、独占的供給者に対するレント削減を目的とした規制政策とし
て、まず、ヤードスティック競争が考えられる。ヤードスティック競争
のもとでは、供給者間の直接競争が市場において実行不可能な場合にお
いても、規制当局は、他の地域の独占的供給者と比較することによって、
独占的供給者に競争圧力をかけることができる。つまり、規制当局は、
独占的供給者が類似した環境で運営している場合、観察可能な運営費用
を比較し、レント削減便益を生み出すことができる。ただし、ヤードス
ティック競争に必要な他地域の独占的供給者については、第 6 章で詳し
く論じたように、地理的環境やサービス品質水準に関して差異が生じる
という異質性の問題が生じ、比較可能性に限界がある。また、各市場に
おいて一つの独占的事業者しか存在せず、事業者が交代することはない
ないため、サンプリング便益は得られない。
一方で、市場における競争（ competit ion in market）の代替策とし
て、市場を求める競争（ competit ion for market）が、 Demsetz (1968)
をきっかけに注目された。この独占的供給権を求める競争は、公益事業
においてはフランチャイズ入札と呼ばれる。フランチャイズ入札におい
て最低額で入札した企業は、その市場における排他的供給権を与えられ
る。これにより、理論的には、最も効率的な企業が、生産物の平均費用
を反映した価格で消費者に対して供給することになる。供給価格は入札
により決定され、企業が政府へ求める支払額、つまり契約額でサービス
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を供給する。これにより、価格規制と同様に、サンプリング便益及びレ
ント削減による競争便益を確保することが可能になる。
わが国の公共調達においては、公的主体による直接供給と民営化の中
間形態として、公的主体が供給責任を持ちながら民間事業者に供給を委
託する多様な形態の民間委託が近年行われている。地方公営企業の民間
委託の制度でいえば、指定管理者制度、ＰＦＩ、バスの管理の受委託が
挙げられる。さらに広い意味では、バス車両の保守・修繕委託などの一
般的な業務委託契約もこれに該当すると解釈できる。
民間事業者への委託の選定手続きに当たっては、費用削減を主目的と
して入札制度が取り入れられていることが一般的出る。このことは、サ
ンプリ ング便 益及 びレン ト削減 を図 る意味 で有効 な手 段と位 置づけ ら
れる。
一方で、この入札理論は、近年、メカニズム・デザインの分野におい
て様々な展開が見られる。次節以降では、メカニズム・デザインの分野
から見た入札行動やその効果について整理するとともに、ロンドン路線
バス運行の入札制度に触れながら考察を加える。
第３節 費用シナジー効果と競争効果
多くの公益事業では規模の経済性が生じることが知られている。域内
バス事業の規模の経済性の存在の有無については、地域、観測期間、測
定手法、代理変数、関数型、規模の経済性の定義などにより、実証分析
の結果は異なってくる 8 2が、ロンドンの域内バス事業については、その
存在が実証されている。たとえば、ロンドンにおける域内バスの入札制度を
対象とした実証分析である Amaral , Saussier and Yvrande-Bil lon (2013)
では、1999 年から 2008 年に行われた入札データに基づき、落札額に関
82 詳しい検討については、高橋（ 2006）などを参照のこと。
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する各種の効果について最小二乗法により推定した結果、規模の経済性
が存在することを示した。
Cantil lon and Pesendorfer(2006a)など、ロンドンの域内バスにおけ
る入札を対象とした先行研究で「費用シナジー効果」と呼ばれる概念は、
範囲の経済性および規模の経済性が含まれると考えられる。具体的なバ
ス事業における費用シナジー効果として、車両・燃料等の調達交渉力の
向上および運用効率化、資金および人材の獲得に係る信用力向上、ノウ
ハウの共有化などが挙げられる。このことから、入札対象の契約単位を
大きくすることは、費用シナジー効果によって入札価格の低減につなが
る。
他方、入札者数の増加により、より強気な入札を行う事業者が現れ、
結果として入札価格の低減が生じる可能性がある。これは、前述したレ
ント削減便益につながる。入札者数が増加するほど、入札価格の低下が
生じる現象は、「競争効果」と呼ばれる。
この競争効果を促進するため、ロンドンのバス路線入札においては、
路線ごとに委託契約を発注する水平的アンバンドリング 8 3が行われてい
る。つまり、入札にかける契約発注量を路線単位に細かく分割すること
により、比較的小規模なバス事業者や域内バスの運行経験の少ない新規
事業者であっても入札案件の契約内容が履行可能となる。このことによ
って、どのような規模の発注量でも対応可能である大規模なバス事業者
に加えて、これらの事業者が入札に参加する可能性が高まる。この結果、
入札へ の参加 意欲 を持っ ている 潜在 的な事 業者も 含む 入札参 加者数 が
増加することで、入札における競争促進が期待される。
また、比較的小規模なバス事業者や域内バスでの運行経験の少ない新
規事業者の新規参入を促進するためには、サンクコストを軽減すること
83 規制の経済学においては独占的供給主体の組織を政策的に分離するこ
とをアンバンドリング（ unbundling）と呼ばれ、垂直統合組織を分離す
る政策として用いられることが多いが、本稿では Cantillon and
Pesendorfer(2006a)などに倣い、契約単位を分離する用語として用いる。
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につながる垂直的アンバンドリング施策も有効である。ロンドンの域内
バスの責任分担においては、TfLがバス車両の規格を統一しているほか、
iBusと呼ばれるバスの位置情報管理システム 8 4、車両通信装置、料金機、
バス停などの設備及び施設の費用を負担している。このことは、初期投
資の負担軽減につながることから、新規参入が容易になる可能性がある。
一方で、バス事業者は、車庫用地および車両の調達・維持、従業員の採
用・研修、運行管理、運賃収受、各種規制対応・免許申請、 TfLへのデ
ータ提供などの責任を負っている。
以上のことをまとめると、費用シナジー効果とは反対に、アンバンド
リング施策により入札単位を細分化することが入札価格の低減につな
がると考えられる。組み合わせ入札は、委託者ではなく、入札参加者で
ある事業者が契約単位を自由に組み合わせて選択できることから、両方
の効果の利点を得られる方法であるといえる。
第４節 共通価値モデルと勝者の災い効果
入札理論においては、私的価値（ private value）モデルと共通価値
（ common value）モデルを識別することが重要となる。なぜなら、共
通価値モデルにおいては「勝者の災い（ winner ’s curse）効果」が生じ
る可能性があるからである。私的価値モデルは、入札対象となる案件の
費用に利潤を加えた値である評価値が入札者によって異なり、その入札
84 TfL（2008）によれば、 iBusにより、運行管理者はこのシステムですべて
の車両の正確な位置を把握しているとともに、乗客は次の停留所の表示
と音声案内により、知らない路線でも位置が分かる。また、バス停でも、
カウントダウン表示により、信頼性の高い、リアルタイムの情報を得る
ことができる。
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者の評価値によってのみ決定されると仮定する。言い換えると、ある入
札者が、契約案件に関する競争相手の評価値を知ったとしても、自分の
評価値を変えない場合、私的価値であるということができる。
一方で、共通価値モデルでは、すべての入札者が結果的に共通の評価
値となることを仮定する。共通価値においては、競争相手の評価値に関
する情報を知ると、自分の当初の評価値を修正する。
共通価値モデルと私的価値モデルの間の違いは、入札者の私的情報の
特性に関することである。当然ながら、私的価値モデルにおいても、入
札者は、戦略的な理由から競争相手の情報を知ろうとするが、情報を知
ることによって、自分の評価値を変えることはない。一般的に、共通価
値では対象案件の評価値がすべての入札者で必ずしも同じではない 8 5。
バスの運行委託に関する入札案件について、私的価値と共通価値のど
ちらであるか議論がある。たとえば、人件費の場合、労働市場の流動性、
つまり、運転免許の有資格者が豊富で、市場価格で即時に採用できるか
どうかに関係する。また、車両費の場合、バス車両のリース市場や中古
車両市場が存在し、即時に必要な数量を調達可能かといったことに関係
する。このような投入要素の市場調達の流動性については、制約が存在
する。また、運用ノウハウやシステムが事業者間で差異があるかどうか
についても重要な要素である。さらに、地域性に対応した特殊関係投資
などについても考慮する必要がある。たとえば、需要が相対的に小さい
ことが 見込ま れる 路線の ために 小型 バスを 多数用 意す ること が考え ら
れる。
ロンドンにおける域 内バスの入札市場の実証分析を行った Glaister and
Beesley (1991)は、共通価値モデルを仮定している。すべての入札者は、
入札案件にかかる費用が事後、すなわち入札後に同額となるが、事前に
85 共通価値の特殊な場合である純粋共通価値（ pure common value）
では、各入札者は対象物に対して同じ評価値を持つ。
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はこの費用について予測できないと考えたためである。具体的には、路
線バスの運行費用の推定において、定時性、車両定員、故障率、労使協
定の期間と生産性、物価などに不確実性があることを挙げている。一方
で、 Cantil lon and Pesendorfer(2006b)は、労働市場や燃料市場が機能
しており、調達コストに事業者間の差がなく、また入札者の多くが実績
のあるバス事業者であるため、正確に費用を見積ることができることか
ら、他事業者の影響を受けない、つまり共通価値ではないと論じている。
さらに、パネルデータを用いた実証分析を行い、ロンドンのバス市場の
入札は私的価値であると結論付けている。
共通価値における入札において、各入札者は、入札案件の真の費用に
利潤を加えた評価値を見積もる。このとき、落札者、すなわち最低額を
提示した入札者は、入札案件について費用を最も低く推定した入札者と
いうことになる。この落札者は、最も楽観的な、つまり誤った推定値を
もとに入札したことになるため、落札したことを後悔する。この現象は
一般的に「勝者の災い」と呼ばれる。
しかし、賢い入札者は、落札者であることが最も低い推定をしている
ことを意味することを考慮し、正直に推定した真の評価値を上回る入札
額に調整する。こうして各入札者が真の評価値より高い額で入札し、結
果として真の費用よりも高い入札額で落札される現象が「勝者の災い効
果」である。勝者の災い効果は、入札者が多いほど強く働く。多くの入
札者がいることは、評価値の推定数が多くなるからである。推定数が多
くなることは、推定最低値が低くなることを意味する。推定最低値の低
下は、推定最低値と真の評価値の差が大きくなることを意味する。つま
り、入札者は、真の評価値よりも低い額で提供することを避けるため、
自分の 価値評 価に 基づく 入札額 を当 初の推 定値よ りも 高くし なけれ ば
ならない 8 6。
86 入札者数が増加するほど、入札額が保守的になる勝者の災い効果の
有無は、共通価値と、これが生じない私的価値を実証的に識別する必
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勝 者 の 災 い 効 果 は 、 上 述 し た 競 争 効 果 と 相 反 す る 効 果 で あ る が 、
Amaral, Saussier and Yvrande-Bil lon (2013)は、競争者数が増加する
に伴い価格が低減する、つまり、競争効果が勝者の災い効果を上回るこ
とを実証分析で示している 8 7 。
ただし、次節で説明する戦略的差別価格行動を考慮していないことに
留意する必要がある。
第５節 組み合わせ入札と戦略的差別価格行動
まず、入札理論における組み合わせ入札の位置づけについて確認する。
欧米で見られる公共サービスの調達においては、複数の入札対象案件を
まとめて入札にかける制度が発展している。この種類の入札形式は複数
アイテム（ multi - item）オークションと一般的に呼ばれる。また、入札
対象のアイテムが同質財である場合には複数財（ multi -object）オーク
ション、異質財である場合には複数単位（ multi -unit）オークションと
呼ばれる。公益事業の分野においては、電波周波数、発電、ガス輸送の
配分などで実際に利用している国や地域もあることが知られている。ロ
ンドンの域内バスの入札は、複数単位オークションの一つであるパッケ
ージ入札（ package auction）に分類される。パッケージ入札は、たと
えば、入札者が入札対象であるアイテムＡとＢを別々に入札できるだけ
でなく、ＡとＢをＡとＢの合計よりも低い額で一つにまとめて入札する
ことができる。入札主催者は、合計が最低額となる入札の組み合わせを
選択することから、この入札を「組み合わせ入札」と呼ぶ。この入札形
態は、規制当局がネットワークを分割し、参入促進を図りつつ、費用シ
要があるときに用いられることがある。
87 Amaral, Saussier and Yvrande-Bil lon (2013)は、ロンドンの域内バ
ス市場は私的価値とみなしているが、私的価値においても勝者の災い
効果が発生する可能性があると論じている。
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ナジー効果も得るという２つの相反する目的がある。
複数アイテムオークションは、一つの入札案件を対象とした単一財オ
ークションよりも理論的に複雑になる。Milgrom（ 2004）における検討
に基づけば、単一財オークションは、最も効率的な事業者が落札すると
いう配分効率性、および行政コストの最小化という入札の２つの目的 8 8
が通常、両立する一方で、複数アイテムオークションは、この２つの目
的の間に強いトレードオフが存在する可能性がある。さらに、
Klemperer （ 2004）は、入札対象間の関係が代替的でない場合、一般
的に、市場におけるような明確な価格がないため、複数アイテムオーク
ションでは、効率的な結果を達成することが非常に難しいことを指摘し
ている。たとえば、組み合わせ入札においては、入札者が戦略的差別価
格行動をとることで配分効率化を悪化させる可能性がある。この点につ
いて、 Cantil lon and Pesendorfer(2006a)に基づき、簡単な例を用いて
説明する。まず、入札に参加する任意の企業 は݅、サービス供給に必要
となる費用 ܿ௜に基づき、入札額 ܾ௜を決定する。また、企業 ݅は、他の入
札者の費用情報を知らない状況で期待利得を最大化するベイジアン・ナ
ッシュ均衡戦略をとることを仮定する。ベイジアン・ナッシュ均衡戦略
をとる場合、入札者 ݅は、期待利得 ߨ௜を最大化させるため、次の最適化
問題を解くことになる。
π୧൫c୧൯= max௕೔∈ℝ൫ܾ ௜− ܿ௜൯ܨ൫ܾ ௜൯ （ 7.1）
ここで、 ܨ(. )は、入札者 ݅の落札確率の分布関数を表す。また、路線バ
スの運行委託について、２つの路線の入札に３つの事業者が参加すると
仮定する。まず、ＡとＢは地域的 ( local)入札者であり、所有する車庫の
88 配分効率化によりサンプリング便益が、費用最小化によりレント削
減便益が得られる。
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近隣の１路線の入札にしか関心を示さない。入札者Ａは路線１に費用 ଵܿ
஺
がかかる。入札者Ｂは路線２に費用 ଶܿ
஻がかかる。他方で、入札者Ｃは広
域的（ global）入札者であり、両方の路線の入札に関心がある。たとえ
ば、所有する車庫が両方の地域に近い場所に位置することが考えられる。
入札者Ｃの費用を（ cଵ஼, ଶܿ஼, ଵܿଶ஼ ）で表し、次のように特定化する。
ܿଵଶ
஼ = cଵ஼ + ଶܿ஼ （ 7.2）
つまり、路線１と路線２の両方を運行することによる費用シナジー効
果はないという仮定を置く。ここで、費用は私的価値であり、入札者間
で独立分布であり、路線１と２は対称的、言い換えると ଵܿ
஺と cଵ஼の費用分
布は同一分布であると仮定する。なお、これらの仮定はモデルの単純化
を目的とするものであり、たとえば（７．２）式の制約がない場合でも、
理論的には、組み合わせ入札において戦略的差別価格行動をとる可能性
がある。
まず、組み合わせ入札がない場合を検討する。個別市場では対称的で
あるため、ＡとＣが案件１について入札し、ＢとＣが案件２について入
札する。このとき、各入札者は強い意味で増加戦略をとり、一意的な均
衡点は対称的である。したがって、路線１の落札者は、路線１で最も費
用の低い入札者である。路線２も同様であり、結果は配分効率的となる。
このとき、私的情報が一元的であり、制約条件として最適な留保価格が
設定されている場合、費用は最小となる。
次に、入札者が組み合わせ入札を行う場合を考える。地域的入札者Ａ
が路線１のみに入札し、また、入札者Ｂは路線２だけに入札する。広域
的入札 者Ｃの 視点 からは 、競争 相手 におけ るのう ち最 安の入 札額は 、
൫ܾ ଵ
ି஼, ଶܾି஼൯= ( ଵܾ஺, ଶܾ஻)であり、費用が独立分布であるため、加法的である。
ここで、 ௡ܾ
ି௜は、路線ｎにおいて、 ݅以外の入札者のうちの最低入札額を
表す。
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このとき、入札者Ｃは、均衡点において、 ଵܾ
஼ + ଶܾ஼よりも低い、組み合
わせ入札 ଵܾଶ
஼ を入札することで優位に立つ。言い換えると、組み合わせ入
札が２つの案件をプールして、広域的入札者が１つの案件を別の案件へ
と組みこむという利点を梃子にする 8 9。このことを（７．１）式に当て
はめると、入札者 Cは、落札時の利得（ ଵܾଶ஼ − ଵܿଶ஼ ）を減らす代わりに、落
札確率 ܨ൫ܾ ଵଶ
஼ ൯を高めることで、期待利得を増加させる行動をとる可能性
があるということになる。当然ながら、組み合わせ入札がない場合は、
こうした戦略的行動はできない。これに伴い、どの入札者が路線１で勝
つかどうかにかかわらず、配分効率性を損なう可能性がある。また、入
札者ＡとＣの入札だけでなく、広域的入札者の組み合わせ入札を通じて、
入札者Ｂの入札額にも影響を与えることになる。したがって、個別入札
の合計額よりも低い額の組み合わせ入札があることは、必ずしも費用シ
ナジー効果があるわけではないということができる。
Cantil lon and Pesendorfer(2006b)は、構造推定という手法を用いて、
ロンドン路線バスの入札にこの戦略的差別価格行動の存在の有無につ
いて分析を行っている。以下にその分析手法を概説する。（７．１）式
について、関数 ܨが単調増加であり、微分可能であるならば、ܾ௜に関する
一階条件から、
൫ܾ ௜− ܿ௜൯ܨᇱ൫ܾ ௜൯= −ܨ൫ܾ ௜൯ （ 7.3）
となる。これを書き換えると、
ܿ௜= ܾ௜+ ி൫௕೔൯
ிᇱ൫௕೔൯
（ 7.4）
89 このメカニズムは、産業組織論においてレバレッジ効果と呼ばれる
独占的価格差別効果と理論的に同じである。詳細については、McAfee,
Preston,.McMillan and Whinston (1989)を参照。
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となる。（７．３）式から、入札者の最適化問題が微分可能あると仮定
し、入札額のデータが観察可能である場合、そのデータにより F(ܾ௜)/F′(ܾ௜)
が推定可能であり、したがって、費用 ܿ௜を推定できる。これに加えて、
入札における留保価格、すなわち上限予定価格と、組み合わせ入札が個
別入札の合計以下となるという制約条件を考慮して推定を行っている 9 0。
この構造推定の結果、 2 路線を対象とした組み合わせ入札案件 36 サン
プルのうち 20 件で配分非効率が生じていることが分かり、入札者の戦
略的差別価格行動が示唆された。ただし、組み合わせ１位価格オークシ
ョンの特性から推定できないサンプルが多数あること、路線や入札者に
関する観察不可能な異質性は存在しないことを仮定していること、サン
プル数 が少な い場 合に不 向きで ある ノンパ ラメト リッ ク推定 を行っ て
いることなど、データ推定における信頼性に関わる課題も残っている。
第６節 まとめ
本章では、ロンドンにおける域内バスの入札制度に関する考察を行っ
た。この入札制度は、メカニズム・デザインの一分野である入札理論に
おいて、理論的分析が進む「組み合わせ入札」を実際の制度として取り
入れた事例として注目されている。わが国の公益事業分野における入札
理論の研究は、情報通信事業における周波数配分、電力産業における電
力取引、航空産業における発着枠配分などにおいて見られるが、本稿で
は、これまであまり取り上げられてこなかった路線バスの運行業務委託
についても入札理論からの分析が有効であることを示した。原理的には、
90 構造推定では最尤法などによるパラメトリックな推定法を用いる
ことが多いが、Cantil lon and Pesendorfer(2006b)では、 F(ܾ௜)/F′(ܾ௜)の
推定に当たって、ノンパラメトリック推定の一種であるモンテカルロ
積分法を用いている。
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路線バ スの運 行業 務への 入札の 導入 が独占 的供給 者に 対する 経済的 規
制と同様の効果を発揮する可能性がある。ただし、入札方法について以
下のような点を考慮しなければならないと考える。第一に、競争効果に
より、入札への参加者を増やすことが競争促進に有効である。そのため
には、契約期間、サービスの供給水準、供給量を適切に設定する必要が
ある。第二に、域内バス事業は費用シナジー効果が生じることから、契
約規模には考慮が必要である。このため、ロンドンでは、競争効果と費
用シナジー効果を目的とした組み合わせ入札を実施している。第三に、
入札の契約形態によっては、共通価値モデルの状況となり、勝者の災い
効果が生じる可能性がある。しかし、ロンドンにおける域内バスの入札
制度を対象とした実証研究では、競争効果が勝者の災い効果を上回って
いる。第四に、組み合わせ入札は、費用シナジー効果と競争効果の両方
の効果が期待できるが、戦略的差別価格行動をとる入札者が存在する可
能性がある。
ここで、わが国の地方公営企業形態のバス事業への適用について考え
る。わが国において、公的主体が域内路線バスの運行業務の事業者選定
を行うに当たり、入札手続きを行っている二つの事例がある。一つは、
地方公営企業による「管理の受委託」であり、もう一つは、基礎自治体
によるコミュニティバスの運行委託契約である 9 1。本稿では、地方公営
企業における管理の受委託への適用を検討する。
管理の受委託 9 2は、委託対象となる路線の範囲を、地方バス路線その
他その事業を継続して運営するため、平均乗車密度等を勘案して当該事
業の管 理の受 委託 を採ら ざるを 得な いと認 められ る路 線に限 定して い
91 コミュニティバスの民間委託に関する考察については、寺田（ 2006）
や高橋（ 2006）に詳しい。
92 詳細は、自旅第１２５号・自整第１７１号・自環第２５４号平成１２
年１１月１日付各地方運輸局長・沖縄総合事務局長あて運輸省自動車交
通局長通達「一般乗合旅客自動車運送事業の管理の受委託 (高速バス路線
に係るものを除く。 )について」を参照。
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る。また、管理の受委託においては、委託者の一般バス路線の長さ又は
使用車両数に対する比率が１／２以内に限定している。また、委託する
業務は、運転業務、運行管理業務及び整備管理業務が含まれており、こ
れらが一体的に委託されることとしている。委託する業務のうち、運行
管理業務及び整備管理業務については、運行管理者及び整備管理者の選
任並びに運行管理規程等の制定をも含めて委託するものとされ、これに
伴い必要となる関係官庁への届出等は、委託者が行うこととされている。
一方で、受託者の要件としては、道路運送法第４条の免許を受けた一般
乗合旅客自動車運送事業者であり、かつ、乗車定員１１名以上の事業用
自動車を運行している者に限定している。管理の受委託の期間は、管理
の受委託の期間は原則として５年間としている。
地方公営企業が、民間のバス事業者にこの管理の受委託を行う場合、
競争入札方式による選定も考えられるが、実際にはサービス品質と価格
の複数 の基準 で評 価する プロポ ーザ ル方式 による 選定 が行わ ること が
多い。運行委託業務への入札制度の導入に当たり、ロンドンとわが国と
では供給市場環境や需要動向が異なることから、本稿で得られた結論を
直接適用することはできない。たとえば、わが国においては、2002 年 2
月の道路運送法改正に基づく規制緩和により、すべての地域で市場内競
争が可能となっており、排他的独占供給権は認められていない。また、
ロンド ンと異 なり 、わが 国にお いて は、バ ス施設 や運 行シス テムの 整
備・管理をバス事業者が原則として費用負担している。
しかし、以下のような点は、わが国においても参考になりうると考え
る。第一に、潜在的な入札者も含む入札者数が多いほど低価格になる可
能性があるため、新規参入を促進する仕組みが重要である。そのために
は、委託規模について最適な契約単位や期間を設定する必要がある。さ
らに、費用シナジー効果が得られる可能性がある組み合わせ入札の導入
は、検討に値すると考える。特に、都市部においては、大規模な委託契
約は対応できないが、小規模であれば対応可能である潜在的新規参入事
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業者が存在する可能性がある。また、平日ダイヤと休日ダイヤでの契約
単位を 分割可 能に するよ うな時 間軸 による 組み合 わせ 入札も 考えら れ
る。第二に、路線バスの運行委託業務の入札の仕組みの簡素化及び共通
化が方策として考えられる。バスの運行業務委託は、現時点で標準手続
きが存在せず、入札以外による選定手続きも見られる。また、路線や補
助額の決定方法についても公的主体によって異なる。公的主体間で入札
制度を 標準化 する ことは 事業者 の参 入意欲 の向上 や費 用シナ ジー効 果
の向上につながると考える。第三に、参入障壁となりうるサンクコスト
をでき るだけ 軽減 する垂 直的ア ンバ ンドリ ング施 策が 競争促 進の上 で
有効であると考える。コミュニティバスにおいては、すでに車両やバス
停を公的主体が所有・管理することが一般的に行われているが、さらに
車庫や 車両運 行シ ステム などを 公的 主体が 整備す るこ とも検 討の余 地
があるだろう。
最後に、ロンドンにおける域内バスの入札制度に関する今後の研究課
題について述べる。まず、文献や公開情報だけでは不明確であったサー
ビス品質の評価について選定基準についての実態調査が必要と考える。
また、バス事業の運行委託においては、契約後の契約条件変更交渉や入
札における事業者の共謀行動 9 3などの課題に対する理論的な分析も重要
である。たとえば、委託契約における契約期間が長期に及ぶ公共調達に
おいては、受託事業者が履行期間中に入札価格での履行に応ぜず、費用
をつり上げるための再交渉を求めるという機会主義的行動が、公共交通
の運行委託に入札制度を採用している国において見られている。すなわ
ち、運行を委託している行政は、受託者に代わって即座に運行サービス
を提供することができる事業者がいないため、契約交渉力が弱くなると
いう、いわゆるホールドアップ問題が生じる。こうした問題は、理論研
93 いわゆる「談合」のほか、入札者間の直接的な交渉のない「暗黙の共
謀」を含む価格引き上げ行動が問題となる。
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究においても、政策適用において世界的に注目されており、重要といえ
る。
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第８章 要約と展望
第１節 本論文の要約
第１章では、地方公営企業の現状と課題について概説した。地方公営
企業は、地方公営企業法等によって定義される地方公共団体が運営する
公的事業体である。具体的な事業として、水道事業、工業用水道事業、
軌道事業、自動車運送事業、鉄道事業、電気事業、ガス事業が挙げられ
る。
次に、地方公営企業の規模であるが、2013 年度末における普通地方公
共団体の数は 1,766 団体であり、職員数は 34 万 5,832 人にのぼる。わ
が国における産業に占める地方公営企業の割合を確認すると、水道事業
では 99％以上、下水道事業では 9 割以上と高い比率を占めている。また、
交通事業について、地方公営企業は、地下鉄事業では東京地下鉄株式会
社を除きすべてが、バス事業では約２割を占めている状況である。これ
らの事業については、地方公営企業が重要な役割を担っているというこ
とができる。
続いて、地方公営企業の制度面での一般行政との制度面での差異とし
て、経営の独立性・自主性を保つため、経営代表者が地方公共団体の首
長ではなく公営企業管理者であること、人事制度が弾力的であること、
一般会計とり切り離された特別会計が設置されていること、企業会計方
式を採用していることなどを取り上げた。
また、地方公営企業の特性として、自然独占性、ネットワーク性、高
い資本集約性を持つ産業分野が多いことを挙げた。
さらに、民間企業との比較として非営利性をもつこと、一般行政分野
との違いとして独立採算性を有する点を特徴として挙げた。こうした特
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性によって、民営企業でも、また一般行政でも達成できないサービスの
安定的な供給を地方公営企業が担ってきたを指摘した。
そこで、こうした特性を有し、産業に占める地方公営企業形態の企業
の割合が相対的に高い、水道事業とバス事業を本論文の具体的な分析対
象として取り上げることとした。
最後に、地方公営企業の現在の課題として、需要の減少、一般財源の
制約と供給義務、安全対策とサービス品質の向上の要請、公企業の非効
率性、生産性向上のための経営改善の取り組みの必要性を指摘し、検討
を行った。
第２章では、本論文の方法論とその前提となる規制の経済学における
重要概念について、地方公営企業を例に取り上げながら概説した。
具体的には、まず、本論文の分析の枠組みとして、規制の経済学によ
るアプローチが、地方公営企業の生産性とサービス品質に関する分析に
有効性であることを、規制の経済学における情報レントと規制の意義を
示しながら論じた。
次に、地方公営企業が提供する公共サービスの地域格差の問題につい
て検討した。また、公営企業の供給するサービスについて、その品質の
重要性について説明した。地方公営企業の供給するサービスは、水道や
交通事業など、サービス品質に差がないようにとらえられがちであるが、
実際には観察されない品質の違いなどが存在し、そうしたサービス品質
を考慮した分析が必要であることを指摘した。
また、地方公営企業が行う事業における産業構造とその特性について、
特にネットワーク産業であるという特性を中心に論じた。水道事業やバ
ス事業など地方公営企業の多くは、ネットワーク密度が高いほど、単位
当たりの供給コストが低下するという、密度の経済性を有する産業であ
り、こうした特性を考慮した分析が必要であることを指摘した。
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さらに、地方公営企業とインセンティブ規制について論じた。地方公
営企業は、運営する地方公共団体の議会によるモニタリングのほか、個
別の事業法により、国の所管官庁からの統制を受けている。料金規制と
サービス品質に関する重層的な規制の中で、規制の経済学の理論的な研
究から、地方公営企業の生産性の向上とサービス品質の改善を図るため
の検討を行った。
これに加えて、委託化と公共調達について、地方公営企業の生産性と
サービス品質に関連付けながら、検討を行った。
最後に、以上の検討をまとめ、次章以降の分析の方向性について見解
を示した。
第３章では、水道サービスを例に地域格差の問題を取り上げている。
水道は、わが国の国民の大部分が消費している必需財として、とりわけ
高度経済成長期以降、急速に整備・普及が進んできており、水道普及率
は 2009 年時点で 97.5％に達している。この現状について、「我が国は、
水質、水量、事業運営の安定性などにおいて、世界でも最も高い水準の
水道が実現している国の一つとなっている」との評価がある。一方で、
そのサービスを提供する水道事業について、経営改革、経営健全化、統
合化・広域化、計画的な設備更新の必要性といった課題がある。水道事
業に関する定量分析の先行研究では、水道サービスや水道事業全体の効
率性評価はみられるが、地域格差の問題について定量的な評価を行った
先行研究は調べた限り見られない。そこで、多変量解析を用いて、わが
国における水道事業及び水道サービスを対象として、地域別の傾向と時
系列の推移を測定した。
水道事業体は、その多くを占める地方公営企業だけでも 2009 年末時
点で 1366 事業体と他の公益事業と比較して格段に事業者数が多い。こ
のため、事業体レベルの分析は、サンプリングにおけるバイアスの除去
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などデータの事前整理が煩雑になる。そこで、水道事業の代表的な指標
を取り上げ、1990 年、 2000 年、 2008 年度の３期間の都道府県別集計デ
ータを用いて、主成分分析を行った。
さらに、第１主成分と第２主成分それぞれについて各年度別に、数値
の大きさに従って都道府県を１から４７まで順位付けし、その順位につ
いて統計的に変動が認められるかについて、ケンドールの一致係数を求
めた。その結果、第 1 主成分は 0.91、第２主成分で 0.82 と高い数値を
示し、１％有意水準で各年度間の順位について一致していることが示さ
れた。
以上のような測定の結果、都道府県間に地域特性がみられること、観
察期間において水道サービスの高品質化及び水道事業の健全化が見ら
れること、観察期間において都道府県間の変動は大きくないこと、都道
府県間の格差水準に大きな変化がないことが確認された。本研究のよう
に、わが国の水道事業・サービスに関わる地域別の状況を定量的に比較
分析することは、今後の水道政策の方向性を検討する上で有意義である
と考える。
第４章では、水道事業を例に、生産性とサービス品質について考察を
行っている。水道事業の効率性を定量的に分析する研究について、海外
では 1980 年代から、わが国においても 1990 年代後半から行われるよう
になってきた。しかしながら、その多くの研究が、計量経済学あるいは
オペレーションズ・リサーチの方法論に重点を置いた研究であり、水道
事業の産業特性を考慮した分析研究は少ないのが現状である。そこで、
わが国の水道事業の生産性・効率性について、サービス品質および外部
環境要因の視点から評価を行い、さらにそれを考慮した実証分析を試み、
今後の水道事業の政策的な課題を明らかにした。
具体的には、経営効率性について、費用関数の推計で設けられる企業
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の利潤最大化行動などの経済学的な仮定を多く必要としない、ＤＥＡを
用いて計測した。さらに、その推定結果に基づき、規模や外部要因が生
産性・効率性に影響を与えているか検定を行った。具体的には、データ
が正規分布でない、もしくは正規分布をするかわからない、ノンパラメ
トリックな計量分析の一つであり、3 つ以上のグループ間の違いの有意
性を判別することができる Kruskal- Wallis の順位和検定を行った。検
定の結果、規模や需要者密度により分類したグループ間について、1％
水準で有意な差が生じていることが確かめられた。
以上の結果から、水道事業体はその規模および外部環境要因により効
率性で格差が生じており、さらにサービス品質を考慮した場合、効率性
に影響を与えることが示唆される。
現在、わが国においては経営効率化の観点から水道事業の広域的統合
を推進されているが、統合地域内の料金体系、施設水準の格差により統
一が進まないことが問題となっている。地方自治体が水道事業を経営し
ているため、住民サービスの公平性の観点から、最も高いサービスを行
っている地域に、給水区域全体のサービス水準を合わせる傾向にある。
このため、環境条件が有利な事業体は、不利な事業体との合併を望まな
い傾向にある。こうした現状は、格差拡大につながる可能性が高く見過
ごせない問題である。他方、分析結果から示唆されるように、事業体で
はコントロールできない外部環境要因に大きく左右される。このため、
補助金の交付などによる現在の広域化推進対策だけでは十分とはいえ
ない。比較的効率的な事業体が、外部環境要因などのため構造的に非効
率となる事業体と統合を進めていく場合、地域全体のサービス品質の均
一化を必要条件としない環境を整備することが必要と考える。
第５章では、水道事業を対象として、地方公営企業の広域化施策に伴
う費用削減効果を中心に考察を行った。
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近年、市町村の平成の大合併に伴い、水道事業の広域化が推進されて
いるが、政策上の多くの議論がある。たとえば、広域化や民間企業への
共同委託は、メリットがあると言われながらも必ずしもまだ十分には進
捗していないといった見解や民間的経営手法の導入や財源面の見直し
とともに、事業の広域化を推進するべきであるという意見がある。
しかしながら、水道事業の広域化施策が、水道サービスの供給に係る
コストにどの程度影響を与えているかについて定量的に実証している
研究は少ない。そこで、水道の広域化施策の費用削減効果に関するこれ
までの議論を整理したうえで、水道サービスの供給に係る費用の影響の
具体的な分析を行った。
本章では、水道事業の広域化についてこれまでわが国における議論を
まとめ、産業組織として水道事業にとって重要と考えられるネットワー
ク密度に関する考察を行い、観察されない異質性を考慮した回帰分析を
行った。具体的には、事業体別のパネルデータを用い、合併のあった事
業体と合併を行わなかった事業体の単位当たりの給水原価を比較し、合
併の影響について推定した。
この推定結果から、利用者密度の経済性は存在する一方で、利用者の
規模の経済性は小さいことがわかった。また、合併が行われた事業体に
ついて、その合併による費用削減効果が大きいとは必ずしもいえないこ
とが分かった。このことから、水道事業体の広域化によって図られた費
用効率化へのインパクトは大きいものではなく、個別の事業体が置かれ
た状況によって広域化を行うかどうかを判断する必要があることが示
唆される。
第６章では、バス事業を対象とした費用関数の推定を行い、規制の在
り方について考察を行っている。
地域公共交通の中心として、乗合自動車、いわゆる路線バスは大きな
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役割を担っている。わが国の乗合バス事業は、民間バスのみならず、地
方自治体が直接運営する地方公営企業形態の公営バスが重要な役割を
担っており、全体の約２割を占めている。しかし、公営バスは、慢性的
な赤字構造が続いている事業者が多く、路線を民間に譲渡したり、民間
事業者に運行を委託するなど、厳しい経営環境に置かれている。一方で、
公営バス事業者も費用削減を促すインセンティブ規制が民間バス事業
者と同様に適用されている。そこで、公営バス事業を対象とした費用効
率性を測定したうえで、今後のインセンティブ規制の在り方について考
察を加えた。
まず、費用効率性の測定については、これまでわが国のバス事業者の
データを用いた先行研究が見られない、パネルデータの特性を生かした
確率的フロンティア分析を行った。確率的フロンティア分析は、生産関
数あるいは費用関数を推定する手法の一つであるが、通常の生産関数や
費用関数を用いた推定と異なり、誤差項を一般的な確率項と非効率項の
二つに分け、費用フロンティアからの距離に基づき非効率値を計測する
手法である。使用したデータは 2001 年度から 2010 年度の事業体別のパ
ネルデータである。また、費用効率性の推定にあたっては、外部環境要
因や品質水準についての変数を組み込んだ。
分析による主な結果は以下のとおりである。まず、第一に、推定の結
果、効率性の決定要因として、乗車密度などの外生的な要因が影響して
いることが示された。第二に、分析手法によって、事業体ごとの費用効
率値は大きく異なることが示された。特に、非効率性について、どのよ
うにモデル化するかによって大きく変わってくる。
以上のような分析結果が示されたことは、政策的にも重要な意味を含
んでいる。現在、乗合バス事業の運賃規制として、標準原価方式とよば
れるヤードスティック規制が行われている。この規制では、標準的、つ
まり平均的な事業体との差が２分の１までしか引き上げを認めていな
い。つまり、２分の１は外生的な環境要因、もう 2 分の１は経営上の要
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因として、事業体に経営努力を求めている。しかし、計測結果からは、
経営努力だけではコントロールできない外生的な要因が大きいことが
示唆されることから、２分の１が経営努力分とする現在の政策が妥当か
どうかについて検証が必要と考える。
第７章は、地方公営企業における生産性向上において、重要な分野で
ある調達手法について考察を行っている。具体的には、ロンドンバスで
行われている組み合わせ入札を取り上げている。
ロンドンの域内バスは、 2012 年度において一日当たり約 640 万人が
利用するロンドン市内の主要交通機関の一つである。 1980 年代半ばま
でのロンドンの域内バスは、ロンドン市の内部組織であり、ロンドンの
交通政策を総合的に管理しているＬＴ（ London Transport）の組織内
のバス運行部門によって運行されており、市場競争はなかった。しかし、
1984 年ロンドン地域交通法施行により、ＬＴの子会社を民営化し、域
内バスの運行業務を入札にかけることが決定された。 1985 年当初から
部分的にバス運行業務の入札が開始され、ＬＴの子会社と新規民間会社
の間で、市場へバス運行サービスを供給する競争が生じた。 1995 年末
までにロンドン域内の路線のうち半分について一度以上入札が行われ、
2001 年初めには、すべてのバス路線において入札手続きにより選定さ
れた事業者により運行されることとなった。現在では、規制当局である
ＬＴを組織改正したＴｆＬ（ Transport for London）が域内バスの運営
責任を負い、運行サービス自体は複数の民営バス会社が供給する体制と
なっている。
ロンドンの域内バスで行われている入札制度は、同時に２つ以上の契
約案件の入札を行い、その中で総入札額が最低額となる入札額の組み合
わせを落札者とする制度である。これは、メカニズム・デザインの一分
野 で あ る 入 札 理 論 （ auction theory ） に お い て 「 組 み 合 わ せ 入 札
(combinatorial auction)」と呼ばれる仕組みを政策的に取り入れている
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ことから注目されている。理論的には、路線バスの運行業務への入札の
導入が 独占的 供給 者に対 する経 済的 規制と 同様の 効果 を発揮 する可 能
性があることが知られている。
そこで、次に、メカニズム・デザインの分野からロンドンバスの入札
制度について、これまでの理論及び実証研究を整理し、考察を行った。
まず、入札単位を細分化するというアンバンドリング施策を行うこと
で、新規参入が促される。これによって、入札者数が増加し、より強気
な入札を行う事業者が現れ、結果として入札価格の低減が生じる「競争
効果」が生じる可能性がある。競争効果により、入札への参加者を増や
すことが競争促進に有効である。そのためには、契約期間、サービスの
供給水準、供給量を適切に設定する必要がある。
一方で、入札対象の契約単位を大きくすることは、範囲の経済性およ
び規模の経済性により生じる「費用シナジー効果」によって入札価格の
低減につながると考えられる。域内バス事業は費用シナジー効果が生じ
ることから、契約規模には考慮が必要である。このため、ロンドンでは、
競争効果と費用シナジー効果を目的とした組み合わせ入札を実施して
いる。組み合わせ入札は、事業者が入札において契約単位を自由に選択
できることから、両方の効果の利点を得られる方法であるといえる。
また、入札理論においては、共通価値（ common value）モデルにお
いては「勝者の災い効果」が生じる可能性がある。しかし、ロンドンに
おける域内バスの入札制度を対象とした実証研究では、競争効果が勝者
の災い効果を上回っていることが示されている。
最後に、組み合わせ入札は、費用シナジー効果と競争効果の両方の効
果が期待できるが、戦略的差別価格行動をとる入札者が存在する可能性
がある。
わが国において、地方公営企業は「管理の受委託」と呼ばれる、公的
主体が域内路線バスの運行業務の事業者選定を行っている。わが国にお
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いては、地方自治体がバス事業者に運行委託する場合、競争入札方式に
よる選定のほか、サービス品質と価格の複数の基準で評価するプロポー
ザル方式による選定、地元のバス事業者との協議のうえ補助額の支出基
準を規定した協定を締結する形態等がある。運行委託業務への入札制度
の導入に当たり、ロンドンとわが国とでは供給市場環境や需要動向が異
なることから、得られた結論を直接適用することは難しい。しかし、以
下のような点は、わが国においても参考になりうると考える。第一に、
潜在的な入札者も含む入札者数が多いほど低価格になる可能性がある
ため、新規参入を促進する仕組みが重要である。そのためには、委託規
模について最適な契約単位や期間を設定する必要がある。さらに、費用
シナジー効果が得られる可能性がある組み合わせ入札の導入は、検討に
値すると考える。特に、都市部においては、大規模な委託契約は対応で
きないが、小規模であれば対応可能である潜在的新規参入事業者が存在
する可能性がある。また、契約単位の設定についても、平日ダイヤと休
日ダイヤでの契約単位を分割可能にするような時間軸による組み合わ
せ入札も考えられる。第二に、路線バスの運行委託業務の入札の仕組み
の簡素化及び共通化が方策として考えられる。バスの運行業務委託は、
現時点で標準手続きが存在せず、入札以外による選定手続きも見られる。
また、路線や補助額の決定方法についても公的主体によって異なる。公
的主体間で入札制度を標準化することは事業者の参入意欲の向上や費
用シナジー効果の向上につながると考える。第三に、参入障壁となりう
るサンクコストをできるだけ軽減する垂直的アンバンドリング施策が
競争促進の上で有効であると考える。
第２節 今後の展望
本論文では、地方公営企業を対象として、規制の経済学の理論に基づ
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く分析を行った。本稿で示した地方公営企業の課題は必ずしも網羅的で
はない。また、改善に向けた分析手法についても、有効な手法をいくつ
か提示したに過ぎない。このため、地方公営企業の生産性とサービス品
質の研究に関連する、今後の研究課題がいくつか存在する。ここでは、
各章で示した今後の研究課題において十分に説明できなかった、主要な
研究課題を５点挙げることとする。
第一に、定量的な需要分析の必要性である。サービス品質について、
本論文では、供給されているサービス水準の実態把握や費用関数の推定
など、主として地方公営企業の供給者側の分析を中心に取り上げてきた。
本論文で研究対象としてきた事業は、自然独占性が高い事業が多いため、
需要の弾力性は一般的に低い。また、需要に関するデータも供給側と比
較して相対的に少ないことから、実証分析は難しくなる。しかし、公共
サービ スにつ いて もニー ズの多 様化 が進ん できて いる と指摘 されて お
り、そのニーズを定量的に明示することで、生産性およびサービス品質
の向上を図る必要性があると考える。そのための分析手法として、具体
的には、需要関数の推定や表明選好法によるサービス品質の定量的分析
が考えられる。さらに、需要データを把握することで、需要・供給両面
のデータに基づく、市場均衡分析も可能となり、その結果、地方公営企
業が提 供する サー ビスの 社会厚 生に 関する 定量的 把握 が可能 になる と
考える。
第二に、投資に関する分析の必要性である。本論文においても、投資
的経費を含めた費用関数の推定を行っている。しかし、自然独占性の高
い地方公営企業の各事業においては、産業組織論における関係特殊投資
が求められる。また、水道事業や下水道事業をはじめとして、高度経済
成長期 におい て集 中的に 投資し たイ ンフラ 設備が 一斉 に更新 期を迎 え
ている。規制の経済学では、関係特殊投資に関する分析が進んでおり、
地方公営企業のサービス品質の維持のためには、分析が必要であると考
える。
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第三に、資金調達に関する分析である。地方公営企業は、これまで述
べてきたとおり、労働要素よりも資本要素が相対的に大きい事業が多い。
このため、他の事業と比較して、採算がとれるまで長期間を要すること
になり、黒字化までの資金繰り、すなわち資金調達手法が重要となる。
また、地方公営企業が優遇されている税額控除措置や補助金の影響分析
も必要になると考える。例えば、地方公営企業は消費税が課税対象とさ
れているが、法人税や固定資産税等が課税対象外となっている。また、
様々な補助金、交付金が存在し、料金収入とともに公営企業の主な財源
となっている。こうした税制や補助制度が公営企業の経営行動にどの程
度影響を与えるか、さらには本論文の目的である生産性にも影響を与え
ているか分析が必要となると考える。
第四に、本論文では明示的に取り上げなかった生産性と社会的規制の
関係についても検討が必要である。サービス品質の向上と同様、安全規
制や環境規制など、地方公営企業の対象事業においては多額の経済的負
担が生じる社会的規制が存在する。具体的には、バス事業における環境
対応車両の導入、地下鉄事業におけるホームドア整備の経済的影響に関
する分析が必要となると考える。こうした社会的規制については影響が
大きいが、地方公営企業に関する定量的な経済分析を行った研究は少な
く、今後、研究の蓄積が求められる。
最後に、地方公営企業のうち、本研究では取り上げなかった水道事業
およびバス事業以外の事業の分析の必要性である。たとえば、下水道事
業、地下鉄事業、病院事業など、地方公営企業が、わが国のシェアの多
くを占める事業がある。こうした事業は、水道事業やバス事業で示され
た知見と異なる傾向を持つ可能性もある。このため、これらの事業に対
しても、本論文で試みた分析がどの適度、有効であるか検証を行う必要
があると考える。また、規制の経済学の主要論点である公民比較が必要
と考える。たとえば、民営化された地方公営企業の実証分析が有効であ
ろう。具体的には、札幌市のバス事業や長野市のガス事業など、地方公
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営企業から民間事業者に事業が譲渡された事例がみられる。こうした民
営化の影響を実証した分析は少なく、今後の研究が必要と考える。
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